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論文の内容の要旨 

 

道路事業を実施するにあたり，その政策的妥当性を議論するためには，ネットワーク規

模で事業効果を測定する必要がある．公共事業には公的資金が投入される以上，政策決定過

程は客観的かつ定量的な証拠に基づかなければならない．従来，道路事業の実施に伴うネッ

トワーク規模の影響を定量的に評価するため，確定的な交通需要と移動時間を前提とする

交通量配分モデルが用いられてきた．現実の道路ネットワークでは，発生交通需要は日々変

動することが知られており，道路施設の性能についても天候あるいは突発的な事故によっ

て日々変動している．ネットワーク中の需要と供給の不確実性に影響されて，運転者が経験

する移動時間は不確実なものとなる．運転者は移動時間とその不確実性を踏まえ，遅延を回

避できるように出発時刻と経路を選択する．したがって，道路ネットワークの分析をする上

では，ネットワークの不確実性とこれに伴う運転者のリスク回避的な行動を考慮すること

が求められる．これまでの研究において様々な仮定の下で，ネットワークの不確実性を考慮

した交通量配分モデル（確率均衡配分モデル）が提案されている．本研究では，道路政策が

ネットワーク全体に与える影響を分析するための確率均衡配分モデルに基づく一連の手法

を開発する． 

道路政策による効果をネットワーク規模で測定するためは，過去および現在のネット

ワーク全体の交通状態を推定し，これをもとに特定の道路政策を実施した後のネットワー

ク全体の交通状態を予測する必要がある．ネットワーク規模の交通状態の推定および予測

を行うために本研究で構築したモデルは，確率均衡配分モデルを基礎とする．従来の確定的

な変数に基づく均衡配分モデルとは異なり，確率均衡配分モデルでは，各種交通量，移動時

間，リンク交通容量はそれぞれ確率変数として扱われる．したがって，確率変数としての交

通状態を推定および予測する手法をそれぞれ構築する必要がある．確率的ネットワークを

前提とした政策分析のための一連の枠組みを構築するためには，その基礎となる確率均衡

配分モデルの定式化にあたり，特有の技術的課題を整理し，解決する必要がある．確率均衡

配分モデルにおける定式化上の課題は，既存研究で既に指摘されている．本研究では，これ

らの課題を整理し，対応したうえで，交通状態の推計と予測それぞれに適用できる確率均衡

配分モデルを設計する．確率均衡配分モデルの設計にあたっては確率分布の加法性，モーメ

ントの扱い，確率変数間の相関について個別に検討する必要がある． 

本論文は全 7 章から構成される．第 1 章では本論文の背景と目的を述べる．第 2章では，本

研究で用いる基本モデルを提示したのちに，本研究にかかるこれまでの研究における論点

を整理している． 

第 3 章と第 4 章では，確率均衡配分モデルの定式化の過程で対応する必要のある基礎

的な問題に取り組む．第 3 章では，第 2章で提示した，確率均衡配分モデルにおける定式化

上の課題を克服するための手法を提示する．確率均衡配分モデルでは各交通変量が確率変

数として扱われる以上，四則演算の前後で確率分布の形状が変化しうる．交通需要・経路交
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通量・リンク交通量を定式化するにあたっては確率変数の加法性が問題となる．各リンクに

配分された交通量から，リンク移動時間を求める過程では確率変数のモーメントの導出が

問題となる．これらの問題は交通需要が従う確率分布をどのように指定するかという問題

に帰着し，既存研究において様々な提案がなされてきた．同時に，移動時間および交通量に

おいてリンク間の確率的相関を考慮できるモデルを構築することもこれまでの研究におけ

る課題であった．本研究では，交通需要間の確率的相関を考慮することによって，交通需要

が任意の確率分布に従うことを仮定しても，リンク間の確率的相関を考慮できる交通流モ

デルを構築した．また，交通需要およびリンク交通容量が対数正規分布に従う場合には，解

析的にリンク移動時間が定式化可能であることを示した． 

第 4 章では，確定的な指標によって交通量と移動時間の間の確率的な関係を解釈する

ための手法を構築した．確率均衡配分モデルが対象とする確率的なネットワーク表現にお

いては，交通需要の不確実性を考慮すると，移動時間がばらつくだけではなく，期待移動時

間が増加する．この期待移動時間の増加は，確率的リンク交通量とリンク移動時間関数との

関係から導出される，リンク交通量に関するリスクプレミアムおよび確実性等価によって

説明できる．本研究では既存の手法を拡張し，リンク移動時間の平均と分散共分散それぞれ

に対応するリンク交通量に関するリスクプレミアムを導出できることを示した．提案する

手法は，ネットワークにおける確率的な交通量および移動時間の不確実性を確定的なネッ

トワーク表現に基づいて記述しようとするものである．確率的ネットワークにおける不確

実性をリンク交通量ベースのリスクプレミアムによって記述可能となることにより，確定

的なネットワーク表現に基づいて，確率的ネットワークにおける交通状態を解釈すること

が可能となる． 

第 5 章と第 6 章では，技術開発に伴う将来の道路状況を見越した，移動時間不確実性

を考慮したネットワーク規模の交通状態観測とネットワーク分析を行うための手法をそれ

ぞれ構築した．第 5 章では，交通感知器データとプローブカーデータを組み合わせること

で，道路ネットワークの一部から観測された交通データを用いて，道路ネットワーク全体の

交通量および移動時間を確率分布として推計する手法を構築した．交通感知器データから

得られる観測リンク交通量から，確率均衡配分モデルを用いて，交通需要に関する最尤推定

を行う．最尤推定の結果，道路ネットワーク全体の各種交通量および移動時間を確率変数と

して推定できる．推定された経路移動時間の同時分布を，プローブカーデータを用いて更新

する枠組みを提示した． 

第 6 章では，自動運転車両と人間が運転する車両が道路ネットワーク中に混在する状

況を考慮したときのリンクの移動時間およびその不確実性を表現する手法を示し，自動運

転車両の普及過程において，道路ネットワークの効率的利用を促進するための政策パター

ンを決定する手法を構築した．第 3 章で提案した手法を拡張することにより，自動運転車両

が普及するにつれてリンク交通容量の平均と分散がそれぞれ増加，減少し，その帰結として

リンク移動時間の平均と分散が減少する機構をモデル化した． 
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第 7 章では本研究の内容をまとめ，今後の課題を整理する． 

以上のように，移動時間の不確実性を考慮したネットワーク規模の政策分析を行うた

めには，確率的ネットワークに基づく，交通状態の推定と予測を行うための確率均衡配分モ

デルの定式化が求められる．しかし，既存研究の多くは確率均衡配分モデルの定式化上の課

題に焦点を当てたものが中心であり，確率均衡配分モデルに基づく政策分析のための枠組

みを提供する研究は少なかった．この問題意識のもと，本研究では確率均衡配分モデルに特

有な定式化上の課題を整理し，それらを解決するための交通流および移動時間の定式化を

提示した．近年，多様な交通観測データが容易に取得可能となっていること，将来的に自動

車両が普及し，従来とは異なる交通流が実現することをそれぞれ踏まえて，交通状態を推

定・予測するための手法をそれぞれ提示した． 
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第１章  序論 

 

1.1 研究の背景 

道路事業はその社会的影響の大きさゆえ，その実施に当たっては，政策目的を明確にし

て，合理的かつ客観的な根拠に基づく意思決定がなされる必要がある．そのため，政策決定

者の主観に基づく政策案に対する認識のゆがみを避け，定量的なデータと手法に基づいて，

社会・交通現象を分析し，政策の内容あるいは妥当性を議論することが求められる． 

合理的かつ客観的な根拠に基づいて，ネットワーク規模の道路事業を分析・評価するた

めに，交通量配分モデルが長らく用いられてきた．特に，最適化問題として定式化される，

静的な交通量均衡配分モデルは，解の存在と一意性が保証されており（土木学会，1998），

Frank-Wolfe 法などに代表される効率的な解法が存在することもあって，実務と学術の双方

において，これまで広く用いられてきた．静的な交通量配分モデルは，道路ネットワーク中

の渋滞現象を考慮できないという側面があるものの，リンクコスト関数が凸に制約された

リンク交通量の範囲で単調であり，リンク間でリンク移動費用（特に，リンク移動時間）が

相関を持たないという条件の下では，一意な均衡解が存在することは，ネットワーク規模の

政策決定過程におけるベンチマークを定める上で有用である．交通量配分モデルはその利

便性によって，道路事業の便益評価あるいは交通状態の推定，ネットワーク全体の交通量あ

るいは移動時間を推定する目的で使用されている．  

実務と学術の双方において，静的な交通量均衡配分モデルを扱うにあたり，道路ネット

ワークにおける需要と供給を確定的に扱うことは，一つの主流である（土木学会，1998 な

ど）．交通量配分モデルにおける変数を確定的に扱うことによって，交通量配分モデルは，

直ちに最適化問題，相補性問題，変分不等式問題などの一般的な数理問題の形式に定式化で

きる．しかし，現実の道路ネットワークにおける需要と供給は，一般的に不確実性を伴って

いる．発生交通需要は日々変動しており，リンク交通容量は天候の変化や自然災害，道路管

理者による通行規制や維持管理作業，突発的な交通事故，あるいは自動車の性能によって

日々不確実に変動する（表 1-1）．このような，道路ネットワークにおける需要と供給の不確

実性を原因として，リンク単位あるいは経路単位において観測される移動時間もまた不確

実となる．移動時間の不確実性を前提とするとき，旅行者は遅延を避けるようにリスク回避

的な出発時刻選択行動ならびに経路選択行動（Jackson and Juncker, 1981；Abdel-Aty et al., 1997

など）をとることとなる． 

道路ネットワークは元来，不確実性を内包している．そして今日，道路ネットワークに

おける不確実性の状況は変化している．第一に，気候の変動に伴い，災害の発生機会が増加

し，また，その強度が大きくなっている．日本では毎年のように大規模な降雨災害が発生し

ており，河川の氾濫に伴う道路の冠水またはがけ崩れ等によって，道路ネットワークが損壊
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している．道路ネットワークにおける不確実性を考慮して，政策分析を行うためには，道路

における需要と供給の双方の不確実性について個別に検討する必要がある．特に日本では，

自然災害による道路ネットワークの供給面に対する影響を検討することが重要である．例

えば，大規模な自然災害の発生に伴って，道路が途絶すれば，道路ネットワークの形状が変

化する．途絶までには至らなくとも，例えば，一部の車線が使えなくなれば，その区間の交

通容量は不確実となり，結果として運転者が経験する移動時間は増加して不確実となる．環

境の要因によって，道路利用者の出発時間選択行動および経路選択行動が変化する．災害の

発生の前後を比べたとき，道路が損壊するパターン，損壊の規模によって変化する道路の性

能は多様であることから，特定の道路の損壊が，道路ネットワーク全体に及ぼす影響はさま

ざまである．道路ネットワークの需要と供給の不確実性をともに考慮したうえで，道路ネッ

トワークの信頼性を分析するための研究が求められる． 

第二に，技術革新に伴い，道路ネットワーク全体の不確実性を観測し，データを基に交

通状態を推定・予測するための環境が整ってきた．今日では，交通観測データを豊富かつ低

廉に入手できる．ETC2.0 など，プローブデータを入手しやすい環境の整備，IC カード型乗

車券の普及，あるいはスマートフォンなど，移動体端末の普及によって，位置情報・移動情

報を時間的にも空間的にも密に観測することが可能となった．従来であれば，ネットワーク

規模の交通観測データを入手するには，パーソントリップ調査など，アンケート調査に基づ

く必要があった．アンケートに基づく調査の場合，データの収集，データの分析の過程にお

いて時間と労力を要する．各都市圏におけるデータは観測頻度も年単位となる．道路ネット

ワークの信頼性研究は，交通観測データが存在し，ネットワーク規模で交通状態を推定でき

ることが前提となる．そのため，現在あるいは将来的に利用可能な，交通観測データを利用

して，ネットワーク規模で交通状態を確率的に推定する手法の開発が必要である． 

第三に，近年，運転支援技術あるいは自動運転に関する研究・開発が盛んに行われてい

る．これまでは，道路ネットワークの分析においては，原則として人間が運転する車両のみ

が存在することを仮定してきた．しかし，将来は自動運転車両と人間が運転する車両の双方

が道路ネットワーク中に混在する状況が見込まれる．道路ネットワーク中に異なる運転挙

動を示す異なる車が混在すると，これまでの交通流とは異なる課題が生まれる．自動運転車

両が混合する状況を前提として，道路ネットワークを評価する枠組みを構築する必要があ

る．人間が車両を運転する場合，その挙動は運転者の技能レベルに応じてばらばらである．

個人間の運転挙動のばらつきは，リンク交通容量の不確実性の原因となる．一方で，運転支

援技術および自動運転技術によって，車両の運転挙動のばらつきを小さくすることが期待

されている．特に，完全自動運転が実現した場合には，運転挙動に関して運転者間の差異は

なくなることが期待される．自動運転車両と人間が運転する車両が混合する環境では，自動

運転車両の性能および交通流における自動運転車両の混合率によって，リンク交通容量と

そのばらつきが変化することが予想されており，その結果としてリンク移動時間とそのば

らつきも変化する．自動運転車の普及に伴う道路ネットワークにおける不確実性の変化を
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考慮した交通量配分モデル，および自動運転時代において，道路ネットワークの利用を効率

化するための手法の開発が求められる． 

 

表 1-1  道路ネットワークの不確実性の原因 (Chen et al., 2010を参考に著者が加筆) 

需要 供給 

人口の特性 天候 

交通情報 交通事故 

突発的なイベント 管理者による交通管理 

時刻・曜日など 道路上の工事 

 運転者の特性 

 自動車の性能 

 

ある道路事業を実施したとき，移動時間の不確実性を考慮して，道路ネットワーク全体

に波及する影響を分析するためには，道路ネットワーク全体の各種交通量および各種移動

時間をそれぞれ確率変数として事前に推定する必要がある．過去あるいは現在の観測デー

タから，道路ネットワーク全体の交通状態を推定してから，分析の対象となる道路事業を実

施した後の交通状態を予測し，事業の効果を評価する．したがって，移動時間の不確実性を

考慮した道路政策分析を行うためには，(i) 過去あるいは現在の観測データから道路ネット

ワーク全体の交通状態を推定する手法と，(ii) 推定された交通状態を用いて，将来の交通状

態を予測する手法から構成される，ネットワーク規模の政策分析フレームを構築する必要

がある．ネットワーク規模の政策分析フレームの基礎となるのは，移動時間信頼性を考慮し

た交通量配分モデル（確率均衡配分モデル）である．道路ネットワークの需要と供給の不確

実性を同時に考慮する場合（例えば，内田，2009；内田，2010），既存研究において，交通

流と移動時間の定式化における課題がいくつか指摘されている．具体的には，確率変数とし

て定式化される，OD 交通需要とリンク交通容量，各種移動時間のパラメータをそれぞれ計

算するにあたって，近似的な計算を少なくする，あるいは近似的な計算を回避するような定

式化を実現することが課題として残っている．近似計算を回避することによって，交通量配

分計算を行う過程の繰り返し計算に伴う，蓄積される近似誤差を小さくする，あるいはなく

すことが期待されている．観測事実と整合するように，交通流と移動時間が従う確率分布を

採用することも，定式化上の課題の一つである．例えば，交通流の定式化において，各種交

通量が正規分布に従うことを仮定すれば，正規分布は再生性をもつため，定式化は容易であ

る．しかし，定義上，交通量と移動時間は負値をとりうることとなり，観測事実と反するこ

とになる．各種交通量あるいは移動時間の分布は非対称であるという観測事実を反映させ

て，非対称な分布形状の理論分布を採用するべきとの指摘もある（例えば，Uno et al., 2009）． 

これまでの多くの既存研究においては，確率均衡配分モデルを精緻化する方向で研究

が進められてきた．これらの方向は，確率均衡配分モデルそのものを定式化する際における
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技術的な課題の克服に焦点を当てたものが中心であり，確率均衡配分モデルを用いて，交通

状態を推定して予測するという，一連の枠組みを提供する研究は少なかった．この問題意識

のもと，本研究では確率均衡配分モデルに特有な定式化上の課題を整理し，それらを解決す

るための交通流および移動時間の定式化を提示する．近年，多様な交通観測データが容易に

取得可能となっていること，将来的に自動運転車両が普及し，従来とは異なる交通流が実現

することをそれぞれ踏まえて，交通状態を推定・予測するための手法をそれぞれ提示する． 

道路ネットワーク全体における各種の不確実性を考慮して，交通状態の推定および予

測ができるようになると，道路利用者のリスク回避的な交通行動を内生化した道路政策分

析を実施できるようになる．従来の，変数を確定的に扱う枠組みと比較して，本研究が扱う，

変数を確率的に扱う枠組みでは，道路ネットワーク全体の交通状態の推定および予測自体

の不確実性を考慮することができる．したがって，本研究で開発する手法を用いることによ

り，道路ネットワークの分析結果そのものの信頼性を検討することが可能となる． 

1.2 本研究の目的 

本研究では，道路ネットワークにおける各種の不確実性を考慮したうえで，ネットワー

ク規模で交通量・移動時間といった交通状態を推定および予測する手法を開発することを

目的とする．交通状態を推定および予測する手法は確率均衡配分モデルに基づいている．個

別の手法の開発にあたり，既存研究において扱われてきた，確率均衡配分モデルにおける定

式化上の特有の課題を整理し，具体的な対応策を提示することは本研究の目的の一部であ

る．近似計算あるいはモンテカルロ計算などの確率的な過程を避けて，解析的な定式化に基

づく手法を構築する．具体的に以降の各章で扱う内容は以下の通りである． 

 

• 道路ネットワークにおける需要と供給の不確実性をそれぞれ考慮したときに，確率的

な交通流，リンク交通容量および移動時間を定式化する手法を構築する． 

• 確率均衡配分モデルにおける定式化上で重要な，リンク交通量とリンク移動時間の確

率的な関係を確定的な指標によって表現する． 

• 道路ネットワークから部分的に観測された交通量と移動時間のデータをもとに，道路

ネットワーク全体の交通状態を確率変数として推定する手法を構築する． 

• 異なる運転挙動を示す車両が混在するとき，ネットワークの不確実性に与える影響を

考慮した確率均衡配分モデルを構築し，その混在がネットワーク全体に及ぼす影響を

評価する枠組みを構築する． 

 

1.3 本論文の構成 

本論文は全 7 章から構成され，その構成は図 1-1の通りである．以下，本論文を構成す

る各章について，その要約を述べる． 
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第 1 章では，本論文の背景および目的について述べている． 

第 2 章では，本論文が扱う，確率均衡配分モデルおよび，移動時間信頼性を考慮した政

策評価手法にかかわる既存研究を整理し，本研究の位置づけを明らかにする．また，第 3章

から第 6 章にかけて，一貫して用いられる確率均衡配分モデルの基本モデルについて説明

する．基本モデルを踏まえ，既存研究において，交通量配分モデルの構築にあたって，交通

需要および移動時間の不確実性を考慮することによって生じる課題および論点を整理する．

次に，確率均衡配分モデルを基に，ネットワーク規模で交通状態を推定および予測する手法

について整理する． 

第 3 章では，道路ネットワークにおける需要と供給がそれぞれ確率的に変動すること

を仮定した，確率均衡配分モデルを定式化する．交通需要およびリンク交通量がそれぞれ対

数正規分布に従うことを仮定することによって，交通流およびリンク移動時間を近似的に

定義することなく解析的に定式化すること，パラメータを連続的に定義できるリンク交通

容量を用いることによって，リンクが損壊する状態を連続的に定義することをそれぞれ実

現した．OD ペア間の交通需要の確率的相関を考慮することによって，交通流の定式化にあ

たって，確率分布の加法性が保証されないことに起因する近似計算を必要としない手法を

構築した．この手法は任意の確率分布に対して有効である．第 6 章において構築した交通量

配分モデルは第 3 章で得られた知見に基づいている．提案するモデルの妥当性を検討する

ため，テストネットワークを用いた数値計算を実施している．なお，第 6 章では第 3 章で構

築した確率均衡配分モデルを基礎として，手法の構築および検証を行っている． 

第 4 章では，リンク交通量に基づく確定的な指標を用いてリンク交通量とリンク移動

時間の確率的な関係を評価するための手法を構築した．具体的には，リンク移動時間の平均

および分散共分散に対応する，確定的なリンク交通量を定義した．このリンク交通量は金融

経済学で提案されたリスクプレミアムに対応し，確実性等価の概念を確率的な道路ネット

ワークを分析するために拡張したものである．確率的な道路ネットワークでは，交通量，移

動時間および総移動時間はそれぞれ確率変数として定義される．第 4 章で構築する手法は，

確率的な道路ネットワーク全体の不確実性に対応する，リンク交通量ベースの確定的な指

標を構築するものである．したがって，確率的な道路ネットワーク上の交通状況に対応する

交通状況を確定的な道路ネットワーク上で定義することが可能となり，確率的な道路ネッ

トワークにおける政策分析を行う上で有用となる． 

第 5 章では，交通観測データを用いて，道路ネットワーク中の各種交通量および移動時

間を確率変数として推計する手法を構築する．ここでは，道路ネットワーク中において，交

通量と移動時間がそれぞれ，時空間的に不完全に観測されることに注目する．構築した手法

は，部分的に観測された交通データを前提として，道路ネットワーク全体の交通量と移動時

間を確率変数として推計する．交通感知器から観測されるリンク交通量と，プローブカーか

ら観測される経路移動時間を組み合わせて交通状態を推計する．交通感知器はネットワー

ク中の一部のリンクにのみ設置されており，プローブカーが走行し，データを観測できる区
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間は時間帯ごとでばらばらである．空間的に部分的に観測されるリンク交通量を用いて，最

尤推定によって道路ネットワーク全体の交通量および移動時間を推定する．推定された経

路移動時間の同時分布を，プローブカーによって観測された経路移動時間を用いて更新す

る手法を示す． 

第 6 章では，第 3 章で提案する確率均衡配分モデルを発展させて，自動運転車両の普

及過程における確率的な交通状況を考慮した，ネットワークレベルの政策評価手法を構築

した．将来の道路ネットワークにおいて，自動運転車両が普及した状況を考慮し，自動運転

車両の普及が進展するに従い，リンク交通容量が増加し，リンク交通容量の不確実性が改善

するように構造化した．交通需要と移動時間の不確実性を考慮することが，将来，自動運転

車両が普及したときの道路ネットワークを分析する上で有用であることを示す． 

最後に，第 7 章では，本論文で得られた知見をまとめ，今後の研究を発展させる方向を

述べる． 

図 1-2は，本研究で提示する道路分析手法において，第 3章から第 6 章までの内容がど

のように関連しているのかを示している．第 3 章と第 4 章は確率均衡配分モデルを定式化

するにあたって基礎的な内容を扱っている．第 3章と第 4 章における知見は，第 5章と第 6

章でそれぞれ交通状態を推計する手法，予測して道路ネットワークを分析する手法の基礎

となる確率均衡配分モデルを構築する上で有用となる．道路ネットワーク中で観測された

交通データは第 5 章の手法によって，交通状態として推定される．推定された交通状態を基

として，何らかの道路事業を実施した後の交通状態を予測することが可能となり，道路政策

の実施前後の影響を検討することができる． 

 

 

第 1 章 序論 

第 2 章 既存研究の整理と基本モデル 

第 3 章 リンクの損壊を考慮できる確率均衡配分モデル 

第 4 章 確定的なリンク交通量に基づく確率的リンク移動時間の評価手法 

第 5 章 観測データに基づく不確実性を考慮した交通状態の推定 

第 6章 異なる運転挙動を示す車両が混在したときのネットワークデザイン問題 

第 7 章 結論 



7 

 

図 1-1  本論文の構成 

 

 

図 1-2  ネットワークレベルの政策決定過程と各章の位置づけ 
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第 2 章  既存研究の整理と基本モデル 

 

第 1 章では，移動時間の不確実性を評価したネットワーク規模の政策決定を行うため

の基本的な枠組みを示し，この枠組みを構築するために，本論文の各章で取り扱う内容を示

した．第 2章では，本研究において一貫して利用する，交通需要と移動時間の不確実性を考

慮した，確率均衡配分モデルの概要を説明したのちに，確率均衡配分モデルにおいて，需要

と供給の不確実性を考慮する上で課題となる点をそれぞれ示す．本研究の各章において関

連する，研究背景および既存研究の動向を紹介して整理する．特に，移動時間信頼性を考慮

した道路ネットワーク分析において，従来検討されていなかった事項，すなわち本研究ある

いは今後の研究で取り組まれる事項を取り上げる． 

 

2.1 確率均衡配分モデル 

交通ネットワークの信頼性に関する研究の動向については，すでに中山・朝倉（2014）

にまとめられている．2.1 ではまず，確率均衡配分モデルの基本モデルについて説明する．

その後，本論文の各章において紹介する研究と関連する話題とその近年の研究動向につい

て説明する． 

 

2.1.1 基本モデル 

2.1.1 では，確率均衡配分モデルのうち，既存研究においておおむね共有されている，

基本的なモデルについて説明する．本論文の各章では一貫して，確率均衡配分モデルを使用

して，道路ネットワークの分析手法を構築している．各章で使用するモデルは，その分析の

目的の違いによって，定式化の詳細がそれぞれ異なる．2.3は，各章で使用されるモデルの

基本形となるモデルを示すことにより，各章で使用されるモデルの特徴の把握を容易にす

ることを目的とする． 

確率均衡配分モデルの歴史的な展開については，中山・朝倉（2014）において，すでに

整理されている．中山・朝倉（2014）では，確率均衡配分モデルにおいて，交通需要の確率

的な変動を考慮しないものを「確率均衡Ⅰ型」，考慮するモデルを「確率均衡Ⅱ型」と分類

している．なお，確率均衡Ⅱ型では交通量の確率的な変動を仮定することにより，リンク間

の交通量の確率的な相関が導かれると指摘している．したがって，確率均衡Ⅱ型ではリンク

移動時間の確率的相関も考慮されるものとしている． 

確率均衡Ⅰ型に分類される研究としては Yin and Ieda (2001), Lo and Tung (2003), Lo et al. 

(2006), Watling (2006)がある．いずれも確定的な交通量を仮定しながら，確率分布に従う移

動時間を仮定している．Yin and Ieda (2001)と Watling (2006)は正規分布に従う移動時間を仮
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定している．したがって，リンクと経路の各段階において，移動時間の分布形状は一致して

いる．Lo and Tung (2003)は一様分布に従うリンク交通容量を仮定することで，リンク移動時

間の不確実性を定義している． 

確率均衡Ⅰ型に分類される確率均衡配分モデルでは，各種交通量は確定的に扱われて

いる．BPR 関数に代表されるリンクコスト関数に基づく場合，リンク移動時間はリンク交

通量の関数として表される．この仮定に基づくと，リンク移動時間の変動はリンク交通量の

変動に相関することになる．一方で，確率均衡Ⅰ型ではリンク移動時間の変動はリンク交通

量の変動に依存していない．例えば，Yin and Ieda (2001)ではリンク移動時間の平均と分散は

それぞれ確定的なリンク交通量によって決まると仮定している．day-to-day で観測すると，

交通需要および経路・リンク交通量はそれぞれが不確実である．リンク交通量の不確実性が

リンク移動時間の不確実性に影響を与えると考えることは自然である． 

交通量の確率的変動を考慮する，確率均衡Ⅱ型に分類される研究は数多く，Watling 

(2002), Nakayama and Takayama (2003), Lam et al. (2008), 内田 (2009)があげられる．交通需要

の不確実性を扱う場合，リンク間の交通量の確率的相関が定義される．つまり，確率均衡Ⅱ

型では，リンク交通量およびリンク移動時間の共分散が定義される． 

本論文では原則的に，交通需要および移動時間の不確実性を考慮した確率均衡配分モ

デルを扱う．以下では，交通需要，交通容量，移動時間の分布形状を特定しない，基本的な

交通量配分モデルを，はじめに提示する．そのあとに，提示した基本モデルの中で，既存研

究において議論の対象となってきた箇所を順番に取り上げる． 

均衡配分モデルにおける最も基本的な利用者行動はWardrop (1952)によって定義された．

Wardlop の第一原則を以下に示す． 

 

Wardropの第一原則：利用される経路の所要時間はすべて等しく，利用されない経路の所

要時間よりも小さいか，せいぜい等しい．（土木学会，1998） 

 

Wardropは合理的な利用者を仮定している．利用者の行動原理は自身の移動時間を最小化す

ることのみであり，また，行動決定の基準は常に移動時間のみである．この利用者は道路ネ

ットワーク全体における移動時間のすべてを認知しているとも仮定されている．なお，

Wardrop の第一原則に基づく均衡を利用者均衡（User Equilibrium; UE）とも呼ぶ．さらに，

Wardropはもう一つの配分原則を示している． 

 

Wardrop の第二原則：道路網における総走行時間が最小となるように配分する．（土木学

会，1998） 

 

これは一般的にシステム最適化原則（System Optimum: SO）と呼ばれる．他には，ランダム

効用理論に基づいて利用者の効用を定義する，確率的利用者配分原則（Stochastic User 
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Equilibrium: SUE）がある．以下では，交通量配分モデルにおける交通流と移動時間を表現

し，Wardropの第一原則に基づく均衡条件を定義する． 

ノード集合，N とリンク集合，A により定義される道路ネットワーク𝐺(𝑁, 𝐴)を扱う．道

路ネットワークには交通需要の起終点が存在し，これを OD ペアと呼ぶ．OD ペアの集合を

W とする．OD ペア𝑤 ∈ 𝑊の間に存在する経路の集合を𝑘 ∈ 𝐾𝑤とする．OD ペア w を流れる

交通需要を𝑞𝑤とし，その間の経路𝑘を流れる経路交通量を𝑓𝑤,𝑘とする．OD ペア間を流れる

交通需要はすべていずれかの経路に配分されるものとする．各リンク𝑎 ∈ 𝐴を流れる交通量

𝑣𝑎はそのリンクを通過する経路交通量の和で表される．また，各種の交通量は常に非負であ

る．以上の条件を定式化すると以下のようになる． 

∑ 𝑓𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤

= 𝑞𝑤    ∀𝑤 ∈ 𝑊 
(2-1) 

𝑣𝑎 = ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑓𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

   ∀𝑎 ∈ 𝐴 (2-2) 

𝑓𝑤,𝑘 ≥ 0   ∀𝑤 ∈ 𝑊, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (2-3) 

(2-2)における𝛿𝑤,𝑘,𝑎はリンク𝑎に経路交通量𝑓𝑤,𝑘が配分されるときに 1 を，それ以外のときに

0 をとる変数である．リンク a における移動時間はリンク交通量の関数（𝑡𝑎(𝑣𝑎)）として表

されるものとする．なお，ここでは簡単のため，リンク移動時間はそのリンクを流れる交通

量のみで決まり，移動時間は交通量について単調増加するものと仮定する．経路移動時間は

リンク移動時間の和として，以下のように表される． 

𝑐𝑤,𝑘 =∑𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑡𝑎(𝑣𝑎)

𝑎∈𝐴

   ∀𝑤 ∈ 𝑊,∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 
(2-4) 

Wardropの第一原則に基づく均衡条件は以下のように定式化される． 

𝑓𝑤,𝑘 > 0, 𝑐𝑤,𝑘 = 𝜋𝑤   ∀𝑤 ∈ 𝑊, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (2-5) 

𝑓𝑤,𝑘 = 0, 𝑐𝑤,𝑘 ≥ 𝜋𝑤   ∀𝑤 ∈ 𝑊, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (2-6) 

ここで，𝜋𝑤は OD ペア w における最小の経路移動時間である．なお，経路交通量は(2-1)-(2-

3)により制約されており，経路交通量の実行可能領域は凸である．(2-5)と(2-6)における均衡

条件は以下に示す相補性条件としても定式化される． 

𝑓𝑤,𝑘 ⋅ (𝑐𝑤,𝑘 − 𝜋𝑤) = 0   ∀𝑤 ∈ 𝑊,∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (2-7) 

𝑐𝑤,𝑘 − 𝜋𝑤 ≥ 0   ∀𝑤 ∈ 𝑊, ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (2-8) 

上に示した，一連の交通量配分モデルと等価な最適化問題が存在し，Frank-Wolfe 法などの

解法が提案されている．なお，リンク移動時間が複数のリンクの交通量によって決まる場合

（リンク間が相互に干渉する場合），交通量配分問題は相補性問題あるいは変分不等式問題，

不動点問題として定式化する必要がある（土木学会，1998）． 

以上までが，確定的な道路ネットワークを対象とした，基本的な交通量配分モデルであ

る．次に，確率的な道路ネットワークを対象とした，交通量配分モデルの基本モデルを示す．

OD ペア𝑤の間における任意の確率分布に従う交通需要𝑄𝑤を考える．OD ペア w の間の経路
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交通量は以下を満たす． 

∑ 𝐹𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤

= 𝑄𝑤   ∀𝑤 ∈ 𝑊 
(2-9) 

リンク a における交通量はこれを通過する経路交通量の総和として表される． 

𝑉𝑎 = ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(2-10) 

ここで，交通需要と経路交通量，リンク交通量がそれぞれ従う確率分布を一致させるために

は，加法性が保証される確率分布を選択する必要がある． 

一般的に，静的な均衡配分モデルにおいては，リンク移動時間を定義するために BPR 関

数 (Bureau of Public Roads, 1964) が用いられる． 

𝑡𝑎 = 𝑡0𝑎 ⋅ (1 + 𝛼 ⋅ (
𝑣𝑎
𝑐𝑎
)
𝑛

)   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(2-11) 

BPR 関数は確定的な道路ネットワークを対象としたものである．BPR 関数ではリンク a の

移動時間はリンク a の交通量によってのみ決まり，リンク交通量について単調増加する関

数である．確率均衡配分モデルにおいては，この(2-11)の BPR 関数を用いて，確率的なリン

ク移動時間を以下のように定義することが多い． 

𝑇𝑎 = 𝑡0𝑎 ⋅ (1 + 𝛼 ⋅ (
𝑉𝑎
𝐶𝑎
)
𝑛

)   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(2-12) 

ここで，𝐶𝑎はリンク a における確率的なリンク交通容量を表す．リンク移動時間は確率変

数として定義される．リンク移動時間の分布形状は BPR 関数の形状およびリンク交通量と

リンク交通容量それぞれの分布形状に依存する．経路移動時間はその経路を構成するリン

ク移動時間の和として表される． 

𝑇𝑤,𝑘 =∑𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑇𝑎
𝑎∈𝐴

   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(2-13) 

この経路交通量に基づく，運転者の不効用を定義する． 

𝑐𝑤,𝑘 = 𝑑𝑤,𝑘(𝑇𝑤,𝑘) (2-14) 

ここでは，運転者の確定的な不効用を仮定している．𝑑𝑤,𝑘(⋅)は確率変数を入力すると確定値

を返す関数である．この不効用関数のあり方をめぐっては，既存研究において様々な議論が

展開されている．(2-6)に示す運転者の不効用を用いて，利用者均衡，確率的利用者均衡など

の経路選択基準に基づき，交通需要を各経路・リンクに配分する． 

上に示した，移動時間を考慮した交通量配分モデルを踏まえ，以下では既存研究におい

て，モデルの構築に当たって議論の対象となってきた事項について説明する．議論の対象は

以下の 5 点にまとめられる． 

• 交通需要とリンク交通容量の確率分布に関する仮定 

• 交通流と移動時間の定式化における近似計算に関する仮定 

• 経路選択基準に関する仮定 
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• 移動時間の確率分布に関する仮定 

• リンク間の確率的相関に関する仮定 

それぞれの仮定をめぐる議論とその過程を 2.1.2 以降で述べる． 

 

2.1.2 交通需要とリンク交通容量の確率分布 

2.3.1 に示した OD 交通需要は簡単のため，任意の確率分布を仮定していた．しかし，

移動時間不確実性を扱う交通量配分モデルでは，交通需要が従う確率分布を仮定すること

が一般的である．確率的な交通需要をモデル化するにあたって，さまざまな確率分布が提案

されている．Nakayama and Takayama (2003)は二項分布に従う交通需要を仮定している．Clark 

and Watling (2005)はポアソン分布に従う交通需要を仮定している．中山・高山 (2006)は負の

多項分布を仮定している．中でも，正規分布は多くの既存研究において採用されている（例

えば，Chen et al., 2002; Shao et al., 2006; Lam et al., 2008; Uchida, 2015）．正規分布の加法性に

よって，交通流の定式化は容易になる．(2-9)と(2-10)より，交通需要とリンク交通量はそれ

ぞれ，対応する経路交通量の和として表される．このとき，交通需要が正規分布に従うと仮

定すると，経路交通量は正規分布に従う．リンク交通量に関しては経路交通量が互いに独立

である場合，正規分布に従う． 

しかし，正規分布は実数の範囲の全体をとりうる．正規分布に従う交通量あるいは移動

時間，交通容量を仮定すると，それぞれが負の値をとる場合があり，現実の交通現象と比べ

ると定式化上，問題がある．また，正規分布の分布形状は対称である．観測結果から，移動

時間の分布形状は非対称であると指摘されている．例えば，Uno et al. (2009)はバスプローブ

データから観測された移動時間の分布が対数正規分布に従うことを指摘している． 

交通量・交通容量・移動時間の非負性と分布形状の非対称性を保証するため，交通需要

が対数正規分布に従うことを仮定した交通量配分モデルが提案されている（例えば，Sumalee 

and Xu, 2011; Zhou and Chen, 2008; Zhao and Kockleman, 2002）．しかし，対数正規分布には加

法性がないことから，上記の研究では Fenton(1960)に従い，対数正規分布の和は近似的に対

数正規分布で表現できると仮定している．この仮定の下で，経路交通量およびリンク交通量

は対数正規分布に従うこととなる．(2-12)に基づくと，BPR 関数は確定項と確率項に分けら

れる．この確率項は対数正規分布に従うことになり，非負かつ非対称な分布形状をもつリン

ク移動時間が定義される． 

Fenton (1960)では，近似的な加法性を保証するために，扱う対数正規分布が互いに独立

であることを必要とした．したがって，Fenton (1960)を引用した確率均衡配分モデルでは，

リンク間の交通量および移動時間が互いに独立であることを仮定していた（Sumalee and Xu, 

2011など）．リンク交通量とリンク移動時間の共分散が定義されないことから，リンク移動

時間の和である経路移動時間の分散は，その分，過小に評価されることになる．第 3 章では

従来の過程を緩和して，Abu-dayya and Beaulieu (1994)の近似を適用することで，交通需要が
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対数正規分布に従う場合に，経路交通量およびリンク交通量のリンク間の相関を考慮する

手法を提示している． 

表 2-1 は確率均衡配分モデルを扱う既存研究における，交通需要およびリンク交通容

量，交通量配分モデルの定式化，経路選択基準，リンク間相関の有無についてまとめたもの

である． 

 

表 2-1 交通需要と交通容量 

 交通需要 リンク交通容量 定式化 経路選択基準 リンク間相関 

Nakayama and Takayama (2003) 二項分布     

Chen et al. (2002) - 一様分布 UE 平均 - 

Lo and Tung (2003) - 一様分布  平均 - 

Shao et al. (2006) 正規分布 - ロジット型 SUE 平均・標準偏差 なし 

中山・高山 (2006) 負の多項分布 - ロジット型 SUE 平均 - 

Clark and Watling (2005) ポアソン分布 - プロビット型 SUE 平均 - 

Lo et al. (2006) - 一様分布  平均・標準偏差 なし 

Lam et al. (2008) 正規分布 正規分布の逆数 ロジット型 SUE 平均・標準偏差 あり 

内田 (2009) 正規分布 正規分布 プロビット型 SUE 平均・標準偏差 あり 

Chen and Zhou (2010) 対数正規分布 一様分布  パーセンタイル値 なし 

Sumalee and Xu (2011) 対数正規分布 - UE / SO - なし 

Sumalee et al. (2011) ポアソン分布 - プロビット型 SUE 平均・標準偏差  

今村ら (2011) 正規分布 - UE 平均・標準偏差 あり／なし 

Uchida (2015) 正規分布 正規分布 - - あり 

加藤 (2018) 任意 1 正規分布  平均・分散 あり 

Tani and Uchida (2018) 対数正規分布 対数正規分布 ロジット型 SUE 平均・分散 あり 

 

2.1.3 交通流と移動時間の定式化における近似計算 

2.1.1 における基本モデルでは交通流および移動時間を確率変数として定義した．確率

変数として表される各種交通流および移動時間を均衡配分モデルの中で計算するためには，

それぞれの平均および分散共分散を，解を更新する都度に計算する必要がある．交通量およ

び移動時間の平均および分散共分散を解析的に導出できない場合は，確率的な定式化を行

う必要がある．例えば，大量のサンプルが手に入れば，モンテカルロ・シミュレーションを

用いて平均および分散共分散を確率的に計算することは可能である．しかし，大規模な道路

 

1 平均と分散によって規定される任意の確率分布 
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ネットワークを分析する場合，リンク数に対応して，扱う次元は大きくなり，大きな計算資

源を必要とする．計算資源が不足する場合，確率的な定式化を避けるように定式化を工夫す

る，あるいは，近似的に解析的な定式化を実現する必要がある．つまり，確率的ネットワー

クにおける定式化においては，扱う道路ネットワークの規模と計算機の性能が制約となる．

しかし，多くの既存研究および本研究では，解析的に定式化できることを優先しており，確

率的な定式化は採用していない．2.1.3 では，確率的ネットワークを扱う場合において，適

用される近似計算について整理する． 

代表的な確率均衡配分モデルにおいて，リンク移動時間は BPR 関数のような多項関数

によって表されることは 2.1.1で述べた通りである．(2-4)のように，リンク交通量あるいは

リンク交通容量を引数とするリンク移動時間の平均あるいは分散（共分散）を求める場合，

確率変数のモーメントを導出必要がある． 

この議論の前提として，リンクコスト関数が多項関数によって表されるという仮定が

必要である．なお，(2-4)に示す BPR 関数は n 次の多項関数である．n 次以下でリンクコス

ト関数にテイラー級数近似を施して関数の次数を下げて，確率変数のモーメントを求めよ

うとすることは典型的な手法である．例えば，Watling (2002) はリンク移動時間を定義する

多項関数にテイラー級数近似を施した．リンクコスト関数の次数が下がっているため，近似

後の次数までの，確率変数のモーメントを求めればよい．Watling (2002)では 2 次近似した

場合の結果を示している．Clark and Watling (2005)はリンク交通量が多変量正規分布に従う

とき，そのモーメントを Isseris (1918)の手法を用いて計算している．Isseris (1918)に基づく

モーメントの計算は Lam et al. (2008), 内田 (2009), Sumalee et al. (2011)など，リンク交通量

が多変量正規分布に従うことを仮定した研究において適用されている．内田 (2009)では，

リンク交通量とリンク交通容量がそれぞれ正規分布に従うことを仮定している．BPR 関数

の内部において，リンク交通容量の逆数を求めるために，Bras and Georgakakos (1980)の近似

式を適用している．中山・高山 (2006) は交通需要が負の二項分布に従う場合に，積率母関

数を用いて，リンク移動時間の平均と分散を解析的に計算している．なお，交通需要が対数

正規分布に従う場合（例えば，Chen and Zhou, 2010; Sumalee and Xu, 2011; Tani and Uchida, 

2018），対数正規分布では任意の次数のモーメントを解析的に計算できるため，2.1.3で議論

する問題は生じない．なお，第 3 章では，交通需要とリンク交通容量の双方が対数正規分布

に従うと仮定するとき，リンク移動時間の平均と分散共分散が解析的に計算可能であるこ

とを説明している． 

図 2-1 は 2.1.3 で述べた内容をまとめたものである．図 2-1 では 5 種類の確率変数を取

り上げている．図 2-1における，同種間の関係とは異なるレベルの交通量どうしあるいは移

動時間どうしの関係を意味する．同種間の関係の場合，確率変数の基本的な性質によって，

少なくともパラメータに関する加法性は保証される．ただし，加法性を持たない確率変数を

採用した場合，定式化上の配慮が必要となる．リンク交通量が従う確率分布はリンク移動時

間のパラメータを定義する上で問題となる．また，経路移動時間が従う確率分布は 2.1.4で
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述べる，経路選択基準を定義する上で問題となる． 

一方で，異種間の関係とは，リンク交通量とリンク交通容量を引数としてリンク移動時

間を定義するときの確率変数どうしの関係を意味する．問題は確率変数のモーメントを計

算する方法に集約され，その詳細は上で述べた通りである． 

 

 

図 2-1  確率変数間の関係性 

 

2.1.4 経路選択基準 

不確実な交通需要あるいはリンク交通容量を考慮することで，確率的な移動時間が導

出される．運転者は移動時間の不確実性を考慮してリスク回避的な経路選択を行う．リスク

回避的な経路選択行動に関する実証研究は例えば，Liu et al. (2004)，Brownstone et al. (2003)，

Lam and Small (2001)によってなされている．確率均衡配分モデルを扱う既存研究において

は，様々な経路選択基準が提案されてきた．経路選択基準に関する議論は，移動時間価値・

移動時間信頼性価値の推計と関わりが大きい．運転者の経路選択基準および移動時間信頼

性価値の既存研究の推移については，加藤(2018)で詳説されている．2.3.4 では，加藤(2018)

および中山・朝倉 (2014)の記述を参照している．その中から，確率均衡配分モデルの定式化

に関わる部分について述べる． 

確率均衡配分モデルを扱う初期の研究には，経路交通量の平均を経路選択基準として

採用するものがある（例えば，Chen et al., 2002; Lo and Tung, 2003; Clark and Watling, 2005; 中

山・高山, 2006）．リンクコスト関数を𝑡𝑎(⋅)とし，リンク交通量が確率変数であるとき，確率

的リンク移動時間は𝑡𝑎(𝑉𝑎)となる．このとき，リンク移動時間の平均は𝐸[𝑡𝑎(𝑉𝑎)]と表される．

ここで，𝐸[𝑡𝑎(𝑉𝑎)] ≠ 𝑡𝑎(𝐸[𝑉𝑎])であることに注意が必要である．これは移動時間の平均はリ

ンクコスト関数の形状およびリンク交通量の分布形状によって決定されるためである．つ

まり，確率的ネットワークにおける確率的なリンク移動時間の平均には交通需要の不確実

性が反映されており，確定的ネットワークにおけるリンク移動時間とは異なる．この点に関

する詳細な議論は第 4 章において説明される． 

経路移動時間の平均に加えて，標準偏差あるいは分散などの指標を用いることで，経路
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移動時間のばらつきを考慮して，経路選択基準を採用する研究もある．例えば，Lo and Tung 

(2003), Lo et al. (2006)で用いられる Travel Time Budget (TTB)の考え方は多くの既存研究にお

いて用いられている．これは平均旅行時間𝐸[𝑇𝑤,𝑘]とセーフティーマージンの和を経路選択

基準とするものである．例えば，Lo et al. (2006)に基づくと，TTB は以下のように定義され

る． 

𝑏𝑤,𝑘 = 𝐸[𝑇𝑤,𝑘] + 𝜆 ⋅ √𝑣𝑎𝑟[𝑇𝑤,𝑘]   ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , ∀𝑤 ∈ 𝑊 
(2-15) 

ここで，信頼水準を𝜌とし，経路移動時間が TTB, 𝑏𝑤,𝑘以下である確率を 

𝑃 (𝑇𝑤,𝑘 ≤ 𝑏𝑤,𝑘 = 𝐸[𝑇𝑤,𝑘] + 𝜆 ⋅ √var[𝑇𝑤,𝑘]) = 𝜌   ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , ∀𝑤 ∈ 𝑊 
(2-16) 

とすると，次のように変形できる． 

𝑃

(

 
𝑇𝑤,𝑘 − 𝐸[𝑇𝑤,𝑘]

√var[𝑇𝑤,𝑘]

≤ 𝜆

)

 = 𝜌   ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , ∀𝑤 ∈ 𝑊 

(2-17) 

経路移動時間が正規分布に従うと仮定するとき，標準正規分布の累積密度関数Φ(⋅)を導入す

ると，𝜆と𝜌の関係は以下のようになる． 

Φ(𝜌) = 𝜆 (2-18) 

なお，Lo and Tung (2003), Lo et al. (2006)ではリンク移動時間の分布形状によらず，中心極限

定理に基づき，経路移動時間は正規分布に従うと仮定していることに注意が必要である．リ

ンク間の相関を考える場合，前述のように経路移動時間に対して中心極限定理を適用する

ことはできない（Lam et al., 2008）．一般的に，リンク交通量の分布形状が特定されていたと

しても，リンクコスト関数を介することによって，リンク移動時間の分布形状を特定できな

くなる．それでも，一部の研究では（Lam et al., 2008 など）経路移動時間が正規分布に従う

と仮定すると，(2-15)-(2-18)に示す議論が展開できるため，経路選択基準に関する議論が容

易となる． 

今村ら (2011)では移動時間のパーセンタイル値を経路選択基準としている．経路選択

基準を経路移動時間の平均と重み付きの標準偏差の和として定式化していることから，TTB

の一種として分類される．Chen and Zhou (2010) は Mean-Excess Travel Time (METT)を経路

選択基準とする均衡配分モデルを提案している． 

TTB に代表される，経路移動時間の平均と標準偏差に基づく経路選択基準を採用する

場合，dijkstra 法のような最短経路探索アルゴリズムを適用することはできない．第一に，

標準偏差には加法性がない．始点と終点の間を逐次的に最短経路を探索する dijikstra 法のよ

うなアルゴリズムでは，始点と終点の間の経路コストが，その間を構成するリンクコストの

和として表される必要がある．例えば，リンク 1とリンク 2の標準偏差を√𝑣𝑎𝑟[𝑇1], √𝑣𝑎𝑟[𝑇2]

と表すとき，リンク 1 とリンク 2 によって構成される経路移動時間の標準偏差は

√𝑣𝑎𝑟[𝑇1 + 𝑇2] ≠ √𝑣𝑎𝑟[𝑇1] + √𝑣𝑎𝑟[𝑇2]となる．したがって，汎用的な最短経路探索アルゴリ
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ズムが適用できない以上，経路コストを計算するためには，事前に経路-リンク関係を列挙

する必要がある．一方で，経路移動時間の平均と標準偏差に基づく，最短経路アルゴリズム

の開発も行われている（Khani and Boyles, 2015）．dijkstra 法のような経路探索アルゴリズム

は移動時間のリンク間共分散を考慮する場合においても適用できない．これは，dijkstra 法

のような経路探索アルゴリズムでは，リンクコストがリンクごとで分離可能である必要が

あるためである．移動時間のリンク間の確率的相関を考慮する場合は，経路選択基準のいか

んに関わらず，経路情報を列挙することが一般的である（例えば，Lam et al., 2008）． 

確率的な経路選択 (Watling, 2002)と確定的な経路選択の違いに関する議論も存在する．

これは運転者の経路選択における不確実性をどのように扱うかという問題に関する議論で

ある．一般的に，確定的な経路選択では，プロビットモデルあるいはロジットモデルによっ

て計算される，離散的な経路選択確率に従って，OD 交通需要は確定的に各経路に配分され

る．表 2-1 に挙げた研究のほとんどは確定的な経路選択を行っており，本論文で構築したす

べてのモデルも確定的な経路選択を行っている．一方で，確率的な経路選択 (Watling, 2002) 

とは，離散的な経路選択確率に従い，確率的に経路選択を行うものである． 

ランダム効用理論に基づき，経路選択確率を求めるとき，上で示した経路選択基準が離

散選択モデルの引数となる．この引数に対して，ロジットモデルではガンベル分布，プロビ

ットモデルでは正規分布に従う誤差項を仮定する．引数自体は，移動時間の不確実性を考慮

した，運転者の確定的な不効用であることに注意が必要である．この誤差項は，運転者が認

知する確定的な不効用に対する誤差である．すなわち，移動時間の不確実性を考慮して，確

率的利用者均衡に基づいて配分をする場合，確率的な経路移動時間から定義される確定的

な不効用に対する運転者の認知誤差を考慮していることになる（内田, 2009）．なお，本論文

の第 3 章から第 7 章までの各章では，ロジット型の確率的利用者均衡配分に基づき，交通

量配分を行っている．したがって，経路選択行動はいずれも確定的である． 

 

2.1.5 移動時間の確率分布 

2.1.1 で紹介した確率均衡Ⅰ型の各種モデルでは，リンク移動時間の分布形状が特定さ

れている（Yin and Ieda, 2001; Watling, 2006など）．Lo and Tung (2003)はリンク移動時間の分

布形状によらなくとも，中心極限定理によって，経路移動時間が正規分布に従うことを主張

している．しかし，リンク間の確率的な相関を考慮する場合はその限りではない（Lam et al., 

2008）． 

一方で，確率均衡Ⅱ型のモデルではリンク移動時間の分布形状は特定されない場合が

ある．仮に，リンク交通量あるいはリンク交通容量の分布形状が特定されていたとしても，

リンク移動時間についてはパラメータのみ計算されても，分布形状は特定されないという

場合である．この課題に対して，例えば今村ら (2011)では，正規分布に従う交通需要を仮定

しながらも，経路移動時間のパーセンタイル値を計算するために，リンク移動時間が従う確
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率分布を再度定義している． 

リンク移動時間の分布形状は，非対称であることが多くの実証研究から指摘されてい

る．Richardson and Taylor (1978)と Uno et al. (2009)は観測された移動時間が対数正規分布に

従うことを仮定している．また，移動時間は非負である．しかし，正規分布に従う移動時間

を仮定した場合，移動時間がすべての実数を取りうるため，現実問題とそぐわないという批

判がある．一方で，対数正規分布が取りうる値は常に非負であり，この問題に対応できる． 

移動時間信頼性に関する研究では，必ずしもネットワーク規模の交通量配分を考えない

ものも存在し，これらの研究では移動時間の分布形状はより自由に仮定できる．Srinivasan 

et al. (2014)はインド，チェンナイ市の幹線道路で観測された移動時間のデータから，移動時

間分布として shifted-lognormal distribution を仮定することが合理的であると指摘している．

Taylor (2017)は Fosgerou の一連の研究によって提案される移動時間信頼性比を計算するた

めに，Burr分布に従う移動時間を仮定している．Fosgerau and Fukuda (2012)は安定分布を仮

定している．Kim and Mahmassani (2015)はガンマ分布の積の分布を仮定している．なお，本

論文の第 3 章，第 6 章では移動時間は shifted-lognormal distribution に従うと仮定している．

第 4 章ではリンク移動時間が従う確率分布を特定していない．第 5 章では，プローブカー

データによって，経路移動時間を更新するため，今村ら (2014) と同様に，正規分布に従う

経路移動時間を再度仮定している． 

 

表 2-2  移動時間の分布形状 

確率分布 既存研究 

正規分布 Yin and Ieda (2001); Watling (2006); Lo and Tung (2003), Lo et al. (2006)，今

村ら (2011) 

対数正規分布 Uno et al. (2009), Srinivasan et al. (2014)，今村ら (2011) 

安定分布 Fosgerau and Fukuda (2012) 

ガンマ分布 Kim and Mahmassani (2015) 

ブール分布 Taylor (2017), Susilawati et al. (2013) 

 

2.1.6 リンク間の確率的相関 

これまでに紹介してきた確率均衡配分モデルの中には，定式化上の限界によって，リン

ク交通量あるいはリンク移動時間のリンク間の確率的相関が考慮されていないものがある

(例えば，Lo et al., 2006; Shao et al., 2006; Chen and Zhou., 2010; Wang et al., 2014)．しかし，リ

ンク間の交通量あるいは移動時間の確率的相関を無視するという仮定は，現実問題と照ら

し合わせると強い仮定であると言わざるを得ない．特に，経路選択基準が経路移動時間の平

均およびその変動（標準偏差，分散，パーセンタイル値など）を考慮している場合，リンク

移動時間の共分散を無視した場合，経路移動時間の変動を過小に評価することになる．実証
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研究においても，移動時間のリンク間の確率的相関を無視すると，経路移動時間の不確実性

が過小に評価されて交通プロジェクトの評価が不正確になる可能性があることが示されて

いる（例えば Nicholson, 2015; Nicholson and Watling, 2015）． 

リンク間の確率的相関のあるリンク移動時間を考慮した，確率均衡配分モデルは 2.1に

おいて確率均衡Ⅱ型と分類されている．(例えば Prakash et al., 2018) これらのモデルは，一

意でない解を持つ，経路交通量を変数とする，確率均衡配分モデルとして定式化されること

が多い．経路交通量を変数とする確率均衡配分モデルの場合，リンク交通量を変数とするモ

デルと比べて，多くの変数を持つことになる．基本的な dijkstra 法などの経路探索アルゴリ

ズムが適用できないことから，経路を事前に列挙することが一般的である（例えば，Lam et 

al., 2008）．道路ネットワークが大きくなると，考慮すべき経路数が多くなることから，数値

計算上の課題がある．リンク移動時間の確率的相関を持つ確率均衡配分モデルを解くため

のアルゴリズムが提案されているが（Srinivasan et al，2014 など），筆者が知る限りでは，実

用に供するのに十分な，効率的に解けるアルゴリズムはまだ存在しない． 

 

2.2  確率均衡配分モデルの政策評価への応用 

2.1 では，交通需要の不確実性を考慮した確率均衡配分モデルの基本モデルを説明し，

モデルの構築にあたって，既存研究において議論の対象となってきた課題を整理した．ネッ

トワークレベルで政策分析を行うためには，観測データから交通状態を推定し，政策後の交

通状態を予測する必要がある．交通状態を推定，予測する各手法は，確率均衡配分モデルを

内包する．2.2では，2.1 で扱った確率均衡配分モデルを政策分析のために扱った既存研究を

整理し，各テーマにおける課題について述べる．取り扱うテーマは以下の通りである． 

 

2.2.1  ネットワークの損壊を考慮した信頼性評価 

2.2.2  不確実性を考慮した交通状態推定 

2.2.3  自動運転車両と人間が運転する車両による混合流 

2.2.4  移動時間信頼性を考慮したネットワークデザイン 

 

2.2.1-2.2.3 では，現在そして将来的に，道路ネットワークにおける不確実性を分析するにあ

たって，考慮されるべき 3 つの点について，論点と既存研究を整理する．2.2.1 は自然災害

を含む，道路施設の性能に関する不確実性を評価するアプローチおよび既存研究を示す．

2.2.2 は，交通感知器データ，プローブカーデータなどの交通観測データを用いて，ネット

ワークの交通状態を推定するアプローチおよび既存研究を示す．2.2.3 は近年，開発が進ん

でいる自動運転車両の将来的な普及を見越し，自動運転車両の普及過程において，ネットワ

ークの不確実性の観点から考慮すべき事項およびこの問題を扱う既存研究を示す．最後に，

2.2.4 では，ネットワークの不確実性を考慮した政策分析を行う上で用いられる，確率均衡
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配分モデルを制約とするネットワークデザイン問題について整理する． 

 

2.2.1 ネットワークの損壊を考慮した信頼性評価 

道路ネットワークは自然災害あるいは人為由来の災害など，様々なリスクに晒されて

いる．これらのリスクに晒されながら，社会経済活動を継続するためには，事前にこれらの

災害リスクから交通ネットワークを守るための対策が講じられる必要がある．特に，わが国

においては，近年頻発する夏季の集中豪雨，これに伴う土砂災害，あるいは地震，津波，豪

雪など，道路ネットワークは過酷な自然環境の中にある．このような環境にあっては，通常

時におけるネットワークの機能評価だけに基づいて，道路ネットワークを整備するのは不

十分である．リンクの損壊を考慮した道路ネットワークの評価が必要である． 

リンクの損壊には完全に通行ができなくなる途絶や，部分的に車線が通行止めとな

ったり，路面の状態が悪化したりすることにより，走行性能が低下することも含まれる．ネ

ットワークの途絶に関する研究は古くから行われてきた．ネットワークの途絶を評価する

第一のアプローチは道路ネットワークの形状あるいは接続性に着目するものである．Bell 

and Iida (1997)は接続信頼性の概念を示し，その評価方法を示している．国内では飯田ら

(1989)などがノード間信頼性として，接続信頼性を計算している．一般的に，接続信頼性と

は OD 間を接続する経路が存在する確率を表すものである（中山・朝倉，2014）．例えば，

OD 間の接続信頼性は OD 間を結ぶ経路を構成するリンクの途絶確率の積として表される．

この場合，ネットワーク規模が大きくなるに従い，あるいはリンクを途絶させる確率やリン

クを損壊させる確率が小さくなるに従い，OD 間の接続信頼性が小さくなり，計算が困難に

なるという問題がある． 

OD 間の接続性を確率に基づく接続信頼性を指標とするのではなく，OD 間を結ぶ経

路数に着目する方法がある．脆弱性（vulnerability）と呼ばれるこの手法は，リンクが途絶あ

るいは機能が低下することによって，道路ネットワーク全体のパフォーマンスを catastrophic

に低下させうるノードやリンクを検出することを目指す（原田ら，2014 など）．道路管理に

伴う通行規制，あるいは局所的な天候の変化に伴う通行規制など，日常的に発生しうるリン

クの途絶現象，リンクの機能低下現象を扱う場合にはリンク途絶確率が計算可能であるた

め，接続信頼性を道路評価に適用することは比較的現実的である．しかし，100 年に一度の

割合で発生するような，発生頻度の低い降雨災害あるいは地震・津波のようにまれにしか発

生しない災害の場合，リンクの途絶確率は極めて小さくなり，定量的に計算することはより

難しくなる．発生頻度の小さな災害に対しては，災害が発生する確率を定義すること自体が

難しい．災害の発生回数が少ないことから，一度災害が発生すると，確率のパラメータを過

大に推計するおそれがある．このような稀に発生する事象を確率的に扱うことの問題点を

克服する上で，脆弱性の概念が導入された．Taylor et al. (2006)はアクセシビリティ

（accessibility）指標に基づき，道路ネットワークの損壊がもたらす社会経済的な影響を考慮
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して，脆弱性を評価した．Chen et al. (2006)はロジット型の確率的利用者均衡配分モデルに

よって計算される移動時間や一般化費用に基づく，ネットワークベースのアクセシビリテ

ィ指標を提案した． 

接続信頼性あるいは脆弱性分析の場合，リンクは通常状態あるいは途絶状態として離

散的に評価される（Asakura, 1999）．しかし，現実にはリンクの状態は通常あるいは途絶の

間に，機能が低下しつつも通行可能な状態が存在する．つまり，リンクの機能は連続的に定

義される．Chen et al. (1999), Chen et al. (2002)は均衡配分モデルにおいて，確率的なリンク交

通容量を導入することによってリンクの連続的な損壊を考慮した．確率的なリンク交通容

量の導入により，連続的な確率変数であれば，リンクの損壊状態を連続的に定義できる．

Lam et al. (2008)は確率的なリンク交通容量を明示的に定式化していないものの，リンク交

通容量は降雨強度によって影響が及ぶことを仮定し，降雨強度にしたがって，確率的かつ連

続的にリンクが損壊するようなリンクコスト関数を導入した．Lam et al. (2008)は短期的な

降雨リスクを考慮した一方で，Tani et al. (2017)は長期的な降雨リスクを考慮した確率均衡配

分モデルを構築した．降雨強度が大きくなるに従って，降雨の発生確率とリンク移動時間が

小さくなるシナリオを考慮した．運転者が経験するリンク移動時間は，複数の降雨シナリオ

における確率的なリンク移動時間をそれぞれの降雨発生確率によって重みづけられた混合

正規分布に従うと仮定することによって，長期的な降雨リスクが道路ネットワークにおけ

る静的な交通流の均衡に与える影響について分析した． 

 

2.2.2 不確実性を考慮した交通状態推定 

近年の情報通信技術の向上に伴い，交通データを観測するための技術が向上している．

今日では，従来よりも質量ともに多様な道路交通情報がリアルタイムに手に入る．ネットワ

ーク規模で道路事業の効果を測定するためには，入手できるデータの利用を前提として，道

路ネットワーク全体の交通状態を推定する必要がある． 

道路ネットワークの一部のリンクには，リンク交通量を観測するために，交通感知器が

設置されている．交通感知器はリンクに据え付けてあるため，リンク交通量を経時的に観測

することが可能である．しかし，設置および維持に費用がかかることから，道路ネットワー

ク全体に網羅的に設置することは難しい．日本の主要な高速道路や幹線道路の一部区間で

しか感知器が設置されていないのが実情である． 

交通感知器のデータ取得の限界を補うため，プローブカーデータを用いて，交通状態を

推定する研究が多く行われている．プローブカーデータは交通感知器データと異なり，各車

両に GPS 測位システムを導入することで取得できるため，安価で大量のデータを取得でき

ることから，先進国・新興国問わず，広く利用されている．プローブカーは各車両の挙動を

軌跡として観測できる．しかし，同時間帯におけるネットワーク規模の観測はプローブカー

の普及率に依存しているため，道路ネットワーク全体の交通状態の観測をプローブカーの



22 

 

みで行うことは困難である．感知器データとプローブカーデータのそれぞれを用いる場合

において，未観測リンクにおける交通状態を推定するという問題が残されている． 

感知器データを用いて，交通状態を推定する研究は数多い．例えば，Shao et al. (2014) 

は観測リンク交通量と均衡配分モデルによって推定されたリンク交通量の平均と分散共分

散行列の最小二乗誤差を最小化するように，OD 交通需要の平均と分散共分散行列を推定す

る手法を提案している．このモデルは Shao et al. (2015)において，マルチユーザークラスを

考慮した手法に拡張されている． 

プローブカーデータを用いた交通状態の推定は，幹線道路を対象としたものが多くみ

られる．瀬尾ら (2013)は車間距離を計測するプローブカーが観測するデータを用いること

で，First-in-First-out の関係が成り立つ単路部において，q-k 関係，k-v 関係といった交通流

モデルにおける仮定がなくても，交通状態を推定できる手法を構築した．構築した手法はシ

ミュレーションによって検証されている．Seo et al. (2015)は首都高速道路の環状線における

実験データから瀬尾ら (2013)の手法の検証を行い，プローブカーの混入率によって，推定

される交通状態の精度が変化することを報告した．瀬尾・日下部 (2019)は衛星画像とプロ

ーブカーデータを用いて，交通状態を推定する手法を提案している．川崎ら (2017)はデー

タ同化技術を用いて，運転者の経路選択行動を構造化する交通状態推定手法を状態空間モ

デルとして提案している．瀬尾・日下部 (2019)ではノードにおける分岐はプローブカーに

よって実際に観測された値を用いて外生的に与えているのに対して，川崎ら (2017)ではロ

ジットモデルにより経路選択行動を内生化している点が特徴的である． 

Feng et al. (2014)は，プローブカーデータを用いて，幹線道路における移動時間を確率

分布として推定する 2 つの手法を提案している．1つは EM アルゴリズムを用いたものであ

り，もう 1 つはベイズ更新を用いたものである．ある道路区間を通過する交通に着目する

と，リンク移動時間の分布には複数のピークが存在することを報告している．したがって，

リンク移動時間は混合正規分布に従うと仮定している．路線の形状と信号制御に関する情

報と，過去に観測された移動時間の情報を組み合わせて，移動時間分布を更新しながら推定

する手法を構築している． 

プローブカーデータを用いて，ネットワーク規模で交通状態を推定する研究も多く行

われている．原ら(2016)，Hara et al. (2018)はそれぞれプローブカーデータを用いて，道路ネ

ットワーク全体における，リンク速度の補完推定を行っている．原ら(2016)はグラフィカル

ラッソを用いて，リンク間の共分散構造を推定した．Hara et al. (2018)は混合ガウシアングラ

フィカルモデルを利用している．対象とする道路ネットワークの規模が大きくなると推定

するべき共分散構造に対して，推定するべきパラメータ数は増大する．そのため，共分散構

造のスパース性に着目して，交通状態推定を行っている．Rahmani et al. (2017)はスパースな

プローブカーデータの使用を前提として，観測されたデータから，各観測点がたどった経路

の推定と道路ネットワーク全体のリンク移動時間を同時に推定する手法を構築した．この

手法は不動点問題として定式化されている．ストックホルムにおけるタクシーのプローブ
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データを用いて，提案する手法を検証している．Ramezani and Geroliminis (2012)はプローブ

カーデータに対して，マルコフ連鎖に基づき，リンク移動時間を確率分布として推定する手

法を構築した．なお，ネットワーク規模でプローブカーデータを用いて交通状態を推定する

ためには，観測された位置情報と実際のネットワーク形状を紐づけるマップマッチングの

作業が必要であり，多くの研究がなされている（例えば，Miwa et al., 2012）． 

交通状態そのものを推定するだけではなく，観測されたリンク交通量から運転者が認

知する時間価値および移動時間信頼性価値を推定しようとする研究も存在する．Uchida 

(2014)は道路ネットワークにおける均衡制約を内生化した運転者の効用最大化問題を定式

化して，観測リンク交通量から時間価値および移動時間信頼性価値を推定するモデルを構

築した．加藤(2018)は Uchida (2014)で置かれた仮定を緩和し，時間価値の差異についてのマ

ルチユーザークラスを考慮し，道路ネットワーク全体のうち，一部のリンクのみでリンク交

通量が観測される状況において，時間価値および移動時間信頼性価値を推定する枠組みを

提示した． 

 

2.2.3 自動運転車両と人間が運転する車両による混合流 

前節までの，移動時間信頼性に関する議論では，人間が運転する車両（Regular piloted 

human driven vehicle; RHV）のみが道路ネットワーク内に存在するという，従来的な仮定に

基づいていた．しかし，自動運転車両の研究・開発が活発に進んでいる現在，近い将来には

(Connected automated vehicle; CAV）が一般消費者に普及することが期待されており，CAV の

普及を見越した道路管理が必要となる．CAV が普及すると，運転者にとっても利益がある

ほか，CAV の運転挙動が標準化されることに伴い，道路ネットワーク全体の効率性が向上

するという効果も期待される．CAV の普及が道路ネットワークの効率性の向上に貢献する

ならば，道路管理者には，CAV の普及を前提とした，道路ネットワークの整備と管理が求

められる．近年，自動運転車両の将来的な普及を見越して，自動運転車両の普及が道路ネッ

トワークに与える影響について分析する研究が多くなされている．既存研究においては，自

動運転車両の普及が以下に示す変化をもたらす可能性を扱ったものが多い． 

 

1. RHV と CAV の経路選択行動の違い 

2. CAV の混入にともなうリンク交通容量の変化 

 

まず，RHV と CAV の経路選択行動の違いを対象とする研究について述べる．先進技術

の導入によって，異なる種類の車両が混合する交通流を踏まえた研究の原点は，先進旅行者

情報システム（Advanced Traveler Information Systems; ATIS）の問題と関係している．Yang 

(1998) は，ATIS を搭載した車両と搭載していない車両がそれぞれ UE と SUE に従うと仮定

することによって，ATIS 搭載車両と非搭載車両の間における交通情報の取得可能性の違い
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を考慮している．Yang et al. (2007)は Yang (1998)のモデルを Stackelberg game として拡張し，

ATIS搭載車両とそれ以外の車両がそれぞれ SO と UE または Cournot Nash (CN) 均衡に従う

と仮定したモデルを提案している．以上の研究は異なる経路選択基準をそれぞれ有する交

通需要が混合するネットワークを考慮するという点で，利用者の異質性を考慮したマルチ

ユーザークラスの問題（例えば，Lo et al., 2006; Shao et al., 2006）として一般化される． 

異なる経路選択基準を持つ車両が交通流の中に混合するという観点では，ATIS と CAV

は本質的に類似している．ATIS に関する研究を発展させて，CAV と RHV の混合流を考慮

した交通量配分モデルを提案する研究が近年行われている（Chen et al., 2016; Bagloee et al., 

2017; Zhang and Nie, 2018）．これらの研究においても，CAV と RHV の間の経路選択基準の

違いに着目している．Bagloee et al. (2017), Zhang and Nie (2018) および峪・内田 (2018)は，

CAVs と RHV がそれぞれ UE と SO に従うと仮定した．Wang et al. (2019)は CAV が UE，

RHV が Cross Nested Logit ( CNL) モデルに従うことを考慮し，両車両の運転者が認知する

情報の不確実性を考慮している．一方で，Chen et al. (2016)は，CAV と RHV がともに UE に

従うことを仮定した．既存研究における，経路選択基準および交通需要，リンク交通容量に

おける仮定の違いを表 2-3 に示す． 

 

表 2-3 既存研究における経路選択基準と交通需要の比較 
 

CAV/ATIS RHV 交通需要 リンク交通容量 

Yang (1998) UE SUE 確定的 確定的，一定 

Yang et al. (2007) SO UE/CN 確定的 確定的，一定 

Chen et al. (2016) UE UE 確定的 確定的，一定 

Bagloee et al. (2017) SO UE 確定的 確定的，一定 

Zhang and Nie (2018) SO UE 確定的 確定的，一定 

Wang et al. (2019) UE CNL 確定的 確定的，可変 

峪・内田 (2018) SO UE 確率的 確定的，一定 

本論文（第 6 章） UE UE 確率的 確率的，可変 

 

Chen et al.(2016) 以外の上記に示す既存研究は，異なる 2種類の車両が異なる経路選択基準

に従うことを前提としている点で類似している．CAV と RHV の間で，道路ネットワーク全

体の交通状況の認識レベルや時間価値の違いを考慮して，経路選択基準の違いに反映させ

ることは合理的である．しかし，RHV が利己的な運転をする一方で，CAV が道路ネットワ

ーク全体の最適化を実現するために，RHV よりも多くの追加的な費用を負担することには

議論がある．これは，道路管理者がネットワークの効率を向上させることを目的として，

CAV の普及を促進するためには，CAV 利用者に対して何らかの報酬が付与されるべきとの

考えに基づくものである． 

以上に示す既存研究における共通点は，確定的な交通需要と移動時間をそれぞれ仮定
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していることである．RHV の経路選択行動に対して，確率的利用者均衡配分モデルや Cross 

nested logit モデルを適用することにより，運転者の認知誤差を仮定している研究もある（そ

れぞれ，Yang.1998; Wang et al.2019）．これは，経路選択時における完全情報の仮定（2.1.1）

を緩和するものである．これらにおける移動時間は確定的な交通需要に基づくものであり，

移動時間そのものの不確実性を考慮した経路選択行動は含まれていない． 

CAV が普及しても，交通需要の発生には大きな影響がみられないと考えられる一方で，

リンク交通容量には変化があると考えられる．CAV は RHV と比べて，platooning 技術等に

より，車間距離が縮まったり，追従車両が先行車両の動きに対する反応時間が短くなること

によって，より効率的な運転ができるものと考えられている．特に，注目されているのは

CAV と RHV の車頭時間の違いである．CAV の車頭時間は RHV よりも小さく（Levin and 

Boyles, 2016; Wang et al. 2019），CAV の車頭時間のばらつきは RHV よりも小さくなることが

期待されている．RHV の運転行動は，各車両の運転技術が異なるため，不確定要素がある．

もし交通流を構成するすべての運転者の技術が高ければ，リンク交通容量が大きくなり，リ

ンク交通容量のばらつきは小さくなる．一方，運転者の技術が低ければ，リンク交通容量が

小さくなり，リンク交通容量のばらつきは大きくなる． 

CAV と RHV の混合流におけるリンク交通容量を推定する研究が行われている（Levin 

and Boyles, 2015; Levin and Boyles, 2016; Chen et al., 2017; Ghiasi et al., 2017）．Levin and Boyles 

(2015)は CAV の混合率と確定的な車頭時間に基づく，リンク交通容量モデルを構築した．

このモデルは Levin and Boyles (2016)によって，マルチクラスなモデルとして拡張されてい

る．上の研究と同様な，確定的な車頭時間を扱うという仮定は，CAV 混合流におけるリン

ク交通容量を扱う研究において適用されている（例えば，Chen et al., 2017; Pan et al., 2019）．

一方で，Ghiasi et al. (2017)は確率的な車頭時間を考慮し，マルコフ連鎖に基づいてリンク交

通容量を導出した．CAV と RHV の混合流を考慮したリンク交通容量を扱う上記の研究はい

ずれも，動的な交通流を想定したものである． 

静的な均衡配分モデルを用いた研究では，動的な交通流を考慮したリンク交通容量の

定式化を援用するものが多い（例えば，Seo and Asakura, 2017; Wang et al., 2019）．Seo and 

Asakura (2017)では，Newell (2002)の追従モデルを基として，CAV が CAV を追従する場合，

CAV が RHV を追従する場合，RHV が CAV または RHV を追従する場合の 3 つのパターン

における追従車両の反応速度の違いを考慮してリンク交通容量を定式化している．このと

き，リンク内における CAV 混合率が中程度の場合，リンク交通容量が低下することがあり，

CAV の普及段階ではむしろネットワークの効率を低下する可能性について議論している．

Wang et al. (2019) ではリンク移動時間は BPR 関数によって定式化されている．リンク交通

容量は Levin and Boyles (2016) の定式化に従っている．なお，上記の研究では，確率的な交

通需要および確率的なリンク交通容量（Chen et al, 1999; Chen et al., 2002 など）は考慮され

ていない．また，交通需要と移動時間を確率変数として仮定した混合交通流を扱った既存研

究は見当たらない．  
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上記まででは，CAV と RHV が交通流の中で混合した場合に起こる，特有の問題につい

て議論した．続いて，CAV の導入過程において，ネットワークを効率化するための政策に

ついて議論する．CAV は交通安全の向上や労働生産性の向上に貢献するため，社会に利益

をもたらしうる．政策的には，市民の CAV 購入意欲を刺激し，CAV がより普及した社会に

移行することが重要である．政府は市民に CAV の購入を促すためのインセンティブを与え

る政策を行うことができる．そのインセンティブの一つとして，CAV 専用レーンの導入を

扱う研究が行われている．CAV 専用レーンとは，CAV のみが通行できるレーンのことであ

る．通常のレーンとは CAV と人間が運転する車両が同じレーンを共用するものである．CAV

専用レーンと共用レーンを区別して，CAV 混合流を分析するための研究については，すで

に上に示した通りである（例えば，Chen et al., 2017; Ghiasi et al., 2017）． 

複数の研究が CAV 専用レーンの最適配置パターンを決定する問題を扱っている（Chen 

et al, 2016; Zhong and Nie, 2018）．CAV 専用レーンとは，CAV のみが通行できるレーンを意

味する．CAV 専用レーンの設置は，運転者が CAV を購入する動機となり，道路ネットワー

ク全体における CAV の普及を促進させることが期待される．CAV 専用レーンの最適配置問

題は，静的な交通量配分モデルを制約とする一般的なネットワークデザイン問題として定

式化されている．CAV と RHV が混合流を動的なアプローチで研究する例は多い．動的なア

プローチは交通流を評価できるという利点がある一方で，ネットワークデザイン問題に実

装するには限界がある．Wang et al. (2019)が指摘するように，動的交通量配分モデルは，混

合交通流のダイナミクスが経路選択行動に与える影響を考慮することができる（例えば，

Levin and Boyles, 2015; Levin and Boyles, 2016）．しかし，このモデルはシミュレーション計

算を必要とし，計算負担が大きいため，CAV 専用レーンの設置パターンを最適化する問題

のようなネットワークデザイン問題への適用には適していないと指摘されている． 

 

2.2.4 移動時間信頼性を考慮したネットワークデザイン問題 

道路事業の有無がネットワーク全体に与える影響を分析する手法として，ネットワー

クデザイン問題が研究されている．2.2.3の最後で扱った，CAV 専用レーンの最適配置問題

もこれの適用例の一つである．確率均衡配分モデルによって得られる交通量，移動時間ある

いは総移動時間は，政策評価におけるベンチマークとしての利用が期待される．確定的なネ

ットワークにおけるネットワークデザイン問題はこれまで数多くなされているものの，確

率的ネットワークを対象とし，移動時間信頼性を考慮したネットワークデザイン問題につ

いての研究は限られている． 

ネットワークが確定的か確率的かを問わず，均衡制約付きのネットワークデザイン問

題は，連続型ネットワークデザイン問題と離散型ネットワークデザイン問題に分類される．

これまでの文献において，離散型ネットワークデザイン問題を解くためのアルゴリズムと

して，分枝限定法 (LeBlanc, 1975)，支持関数ベースアルゴリズム(Gao et al., 2005)，active-set
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アルゴリズム(Zhang et al., 2014)，シミュレーテッドアニーリング(Fan and Machemehl, 2006)

などが用いられている． 

以上に示す研究はいずれも，確定的な移動時間を仮定している．一方で，移動時間信頼

性を考慮したネットワークデザイン問題は限られている．Uchida et al. (2011)はマルチモー

ダルな連続型ネットワークデザイン問題を提案し，感度分析によって最適解を求めている．

An and Lo (2015)はロバスト最適化を用いて，交通需要の不確実性を考慮したトランジット

ネットワークを最適化する問題を構築し，混合整数線形計画問題として定式化している．

Tani et al. (2017)では，道路ネットワークの防災機能を向上させるための最適資源配分問題を

扱っている．ここで提案されたモデルは，連続型ネットワークデザイン問題に分類され，感

度分析を用いて解を求めている．なお，本論文では，第 6 章において，CAV 専用レーンの

設置位置を最適化する問題を扱っている．第 6 章で提案するモデルは，離散型ネットワーク

デザイン問題に分類される．解を求めるにあたっては，ヒューリスティックアルゴリズムの

一種であるシミュレーテッドアニーリングを採用している． 

 

2.3  本論文の位置づけ 

第 2 章で示した確率均衡配分モデルの基本モデルとその定式化上の課題，および確率

均衡配分モデルを用いて交通状態を推定・予測する各種話題を踏まえて，本論文における各

章の位置づけを説明する． 

第 3 章と第 4 章では，確率均衡配分モデルにおける，定式化上の問題を解決する手法

と，確率的な交通状態に関する新しい解釈を提示する．第 3 章では，第 2章で示した，確率

均衡配分モデルにおける定式化上の 2 点の課題を解決する手法を提示する．第一に，交通流

の定式化における，確率変数間の加法性に関する仮定を緩和する手法を示す．第二に，確率

的なリンク交通量とリンク交通容量を考慮する場合において，確率的なリンク移動時間を

解析的に導出する手法を示す． 

第 4 章では，リンクにおける交通量と移動時間の確率的な関係を取り扱う．2.2で述べ

てきた通り，リンク交通量とリンク移動時間それぞれが確率変数として表現されるとき，そ

れらの確率的な関係をどのように定式化すべきかという問題は，確率均衡配分モデルにお

ける主要な課題の一つである．第 4 章では，交通量と移動時間の確率的な関係を説明するた

めに，金融経済学において提案されたリスクプレミアムおよび確実性等価の概念を導入す

る．この導入によって，確率的な道路ネットワークにおけるリンク交通量の不確実性に起因

するリンク移動時間の不確実性を確定的なリンク交通量ベースの指標を用いて表現できる

ことを示す． 

第 5 章では，道路ネットワーク中から部分的に観測された交通状態を用いて，道路ネッ

トワーク全体の交通状態を推計する手法を構築する．既存研究において，交通感知器データ

およびプローブカーデータを用いて，ネットワーク全体の交通状態を推定するモデルは提
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案されている．第 5 章では，これら 2 つのデータを相補的に用いて，交通状態を推定する手

法を構築する． 

第 6 章では，異なる運転挙動を示す車両が道路ネットワーク中に混在することが，移動

時間あるいはネットワークの効率性に及ぼす影響を分析する．本論文では，自動運転車両と

人間が運転する車両が混在する状況を取り扱うものとする．自動運転車両と人間が運転す

る車両が混合する問題を扱った既存研究については 2.2.3 に示す通りである．第 6 章の貢献

は，確率的な道路ネットワークを対象としたところであり，確定的ネットワークの分析にと

どまった既存研究とは異なる．確率的ネットワークを考えることによって，自動運転車両と

人間が運転する車両の運転挙動の不確実性の違いを反映した交通容量モデルを設計するこ

とが可能となった．運転挙動のばらつきに関する自動運転車両の性能向上が，道路ネットワ

ーク全体の効率性に与える影響を分析できる手法を構築している． 
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第 3 章  リンクの損壊を確率的状態として表現できる交通

量配分モデル 

 

道路ネットワークは自然災害あるいは人間由来の災害によるリスクに晒されており，

このようなリスクはリンク交通容量の変動および不確実性として反映されているものと考

えられる．この章では，OD 交通需要の確率的な変動とリンク交通容量の確率的変動を同時

に扱う新たな確率均衡配分モデルを提案する．交通需要とリンク交通容量はそれぞれ対数

正規分布に従うものと仮定する．対数正規分布の非負特性によって，リンクの途絶あるいは

レーン数の減少など，リンク特性の変化を近似的に扱うことが可能となる．この章で提案す

るモデルは確率的な OD 交通需要を確率的利用者均衡配分原則に従って経路に配分する．

リンクが損壊する状態は，確率的リンク交通容量のパラメータを変化させることによって，

連続的に定義できる．したがって，リンクが損壊していないネットワークの状態と，リンク

が損壊したネットワークの状態を共通の枠組みにおいて比較することが可能となる．モデ

ルはロジット型の不動点問題として定式化される．テストネットワークを用いて，リンクが

損壊した状態と損壊していない状態との比較を行い，その結果を示す． 

 

第 3 章の内容は以下に示す研究をまとめたものである． 

⚫ Tani, R. and Uchida, K. (2018). A Stochastic User Equilibrium Assignment Model under 

Stochastic Demand and Supply Following Lognormal Distributions. Asian Transportation 

Studies, 5(2), 326-348. 

⚫ Tani, R. and Uchida, K. (2017). A Stochastic User Equilibrium Assignment Model under 

Stochastic Demand and Supply Following Lognormal Distributions. The 12th EASTS conference, 

Ho chi min city, September 2017. 

 

3.1 はじめに 

第 2 章では，移動時間信頼性を考慮した政策評価手法をめぐる既存研究を整理し，各手

法の基礎となる確率均衡配分モデルの基本モデルとその課題を示した．第 3 章では，リンク

の機能的損壊を確率的状態として表現できる交通量配分モデルを提示する．また，既存研究

では交通流および移動時間の定式化にあたって，近似計算をそれぞれ適用してきたものの，

これらを解析的に定義する手法を提示する． 

この章では，確率的交通需要とリンク交通容量がそれぞれ対数正規分布に従うことを

仮定したロジット型の SUE 配分モデルについて詳述する．上述の通り，交通需要が対数正

規分布に従うことを仮定した既存研究においては，交通量あるいは移動時間のリンク間の
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確率的相関は考慮されていない．そこで，この章では Fenton (1960)の手法を自然に拡張した

Abu-dayya and Beaulieu (1994)による手法を用いて，交通量と移動時間のリンク間の確率的相

関を近似的に考慮した交通量配分モデルを定式化する．交通量配分モデルでは，リンク交通

量とリンク移動時間はそれぞれ多変量の対数正規分布として表現される．また，リンク交通

容量も確率変数によって表され，対数正規分布に従うものと仮定する．道路ネットワークの

供給側の状態，すなわちリンクの状態は，対数正規分布に従う確率的リンク交通容量として

表される．これにより，さまざまなリンクの損壊を確率的リンク交通容量のパラメータを変

化させることによって表現可能となる．例えば，リンクが部分的に損壊し交通流を阻害する

ときは，リンク交通容量の平均と分散がそれぞれ増加する状態として表現することが可能

となる．なお，リンクの途絶はリンク交通容量の平均が 0にきわめて近い微小量であるとし

て近似的に定義することができる．上記のような仮定に基づき，提案する交通量配分モデル

においてはリンクの途絶を含む，任意のリンクの損壊状態を考慮することができる．道路ネ

ットワークが自然災害あるいは人為的な災害によって損壊したとき，災害から復旧・復興す

る過程における，ネットワーク規模の交通流・移動時間をそれぞれ推計したい場合に，任意

のリンクの損壊状況を考慮できる本モデルは有用である．損壊した道路ネットワークにお

ける混雑，すなわち移動時間および移動時間信頼性の変化を把握できるようになることは，

各種被災パターンを考慮した道路事業の効率性評価あるいは道路ネットワークの脆弱性評

価など，各種の交通計画学的課題を解決する上で有効である． 

第 3 章の構成は以下の通りである．3.1で研究の背景および既存研究の整理，紹介する

手法の概要について説明する．3.2では提案するモデルについて詳述する．特に，対数正規

分布に従う交通需要から，それぞれ同様に対数正規分布に従う経路移動時間，リンク移動時

間を定式化する過程を示す．確率的リンク交通容量を定義し，リンク交通量とともにリンク

移動時間が解析的に導出できることを示す．3.3では，3.2 で定式化した交通流と移動時間に

基づき，交通量配分モデルを定式化する．3.4 では提案するモデルの妥当性を，テストネッ

トワークを用いて検証する．最後に，3.5 において，第 3 章の内容をまとめ，今後，研究を

展開する方向性について述べる． 

 

3.2 定式化 

3.2.1 記号 

 

この章で用いる記号を以下に示す．確率変数は大文字，確定変数は小文字でそれぞれ表記

するものとする． 

 

W OD ペアの集合 

𝐾𝑤 OD ペア w における経路集合 
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N ノード集合 

A リンク集合 

𝑄𝑤 OD ペア w における確率的交通需要 

𝑞𝑤 OD ペア w における確率的交通需要の平均 

𝑐𝑣𝑤 OD ペア w における確率的交通需要の変動係数 

𝐹𝑤,𝑘 OD ペア w における経路 k の交通量 

𝑓𝑤,𝑘 OD ペア w における経路 k の交通量の平均 

𝑉𝑎 リンク a における交通量 

𝑣𝑎 リンク a における交通量の平均 

𝐶𝑎 リンク a における交通容量 

𝑇𝑎 リンク a における移動時間 

𝑇𝑤,𝑘 OD ペア w における経路 k の移動時間 

𝑝𝑤,𝑘 OD ペア w における運転者が経路 kを選択する確率 

𝜂𝑤,𝑘 OD ペア w における経路 k の移動費用 

𝛿𝑤,𝑘,𝑎 リンク a が経路 k を構成するときに 1，それ以外のときに 0をとる変数 

 

3.2.2 モデルの仮定 

 

この章で採用する仮定を以下に示す． 

 

1. 交通需要は独立した対数正規分布に従う（Zhou and Chen, 2008; Sumalee and Xu, 2011）．

各交通需要の平均と変動係数は外生的に与えられており，その標準偏差は平均と変動

係数の積により表される（例えば，Shao et al., 2006; Uchida, 2014）． 

2. 経路交通量は経路選択確率と OD 交通需要の積によって表される（Lam et al., 2008）．し

たがって，経路交通量もまた対数正規分布に従う．仮定 1 と仮定２より，経路交通量の

変動係数は，その経路が属する交通需要の変動係数と一致する（Shao et al, 2006; Uchida, 

2014）． 

3. リンク交通量はそのリンクを通過する経路交通量の和で表される．したがって，リンク

交通量もまた対数正規分布に従うと仮定する．この対数正規分布の加法性は，Abu-

Dayya and Beaulieu (1994)によって近似的に保証されるものとする． 

4. リンク交通容量はリンク間で互いに独立な対数正規分布に従い，非負特性を満たす．な

お，第 3章ではリンク間の統計的独立を仮定しているが，リンク間の相関を考慮したモ

デルへの拡張は可能である． 

5. リンク交通量とリンク交通容量は互いに確率的な相関は持たないものとする（Uchida, 

2014）． 
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3.2.3 確率的交通需要 

 

OD 交通需要は対数正規分布に従うものとする（Zhao and Kockleman, 2002; Zhou and Chen, 

2008; Sumalee and Xu, 2011）．OD ペア w の交通需要は以下のように定義される． 

 𝑄𝑤~𝐿𝑁(𝜇𝑄𝑤 , 𝜎𝑄𝑤
2 ) ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-1) 

なお，交通需要のパラメータ，𝜇𝑄𝑤と𝜎𝑄𝑤
2 はそれぞれ対数正規分布に対応する正規分布の平

均と分散である．OD 交通需要の平均と分散は以下のように定義される． 

 𝐸[𝑄𝑤] = 𝑞𝑤    ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-2) 

 var[𝑄𝑤] = (𝑞𝑤 ⋅ 𝑐𝑣𝑤)
2   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-3) 

Shao et al. (2006)と Uchida (2014)より，交通需要の分散はその平均と変動係数の積の２乗で

定義されるものとする．一方で，Zhou and Chen (2008)あるいは Sumalee and Xu (2011)は分散

平均比，VMR を用いて，交通需要の分散をその平均と VMR の積として定義している．経

路交通量は経路選択確率と交通需要の積によって表される．つまり，交通需要のスカラー倍

として定義されることから，経路交通量は交通需要と同様に対数正規分布に従う． 

 𝐹𝑤,𝑘 = 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑄𝑤   ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-4) 

経路交通量の平均と変動係数はそれぞれ以下の通りである． 

 𝑓𝑤,𝑘 = 𝐸[𝐹𝑤,𝑘] = 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝐸[𝑄𝑤] = 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑞𝑤    ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-5) 

 √var[𝐹𝑤,𝑘] = 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ √var[𝑄𝑤 ] = 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑞𝑤 ⋅ 𝑐𝑣𝑤   ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-6) 

OD ペア w の交通需要の分散は OD ペア w に属する経路交通量どうしの共分散の総和によ

って表される．また，経路交通量の共分散は経路選択確率と交通需要の平均・変動係数によ

って，以下のように定義される． 

var[𝑄𝑤] = ∑ ∑ cov[𝐹𝑤,𝑘 , 𝐹𝑤,𝑗] 

𝑤∈𝑊

 

𝑘∈𝐾𝑤

 

= ∑ ∑ 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑝𝑤,𝑗 ⋅ (𝑞𝑤 ⋅ 𝑐𝑣𝑤)
2 

𝑤∈𝑊

 

𝑘∈𝐾𝑤

 

= (𝑞𝑤 ⋅ 𝑐𝑣𝑤)
2 ⋅ (∑ 𝑝𝑤,𝑘𝑘∈𝐾𝑤 )

2
= (𝑞𝑤 ⋅ 𝑐𝑣𝑤)

2    ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-7) 

上記のように，交通需要の分散は保存される．リンク交通量はそのリンクを通る経路交通量

の和として以下のように表される． 

𝑉𝑎 = ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘
𝑤∈𝑊𝑘∈𝐾𝑤

   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(3-8) 

リンク交通量の平均と分散共分散はそれぞれ以下のように定義される． 

𝐸[𝑉𝑎] = ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐸[𝐹𝑤,𝑘]

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(3-9) 
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cov[𝑉𝑎 , 𝑉𝑏] = var [∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

] 

= ∑ ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝛿𝑤,𝑗,𝑎 ⋅ cov[𝐹𝑤,𝑘 , 𝐹𝑤,𝑗]

𝑗∈𝐾𝑤𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

   ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(3-10) 

ここで，𝑎 = 𝑏であるとき，var[𝑉𝑎] = var[𝑉𝑏] = cov[𝑉𝑎 , 𝑉𝑏]である． 

 

3.2.4 対数正規分布 

 

対数正規分布の基本的な特性について確認する．確率変数𝑍𝑎が対数正規分布に従うとき，𝑍𝑎

はパラメータ𝜇𝑍𝑎と𝜎𝑍𝑎によって規定される． 

𝑍𝑎~𝐿𝑁(𝜇𝑍𝑎 , 𝜎𝑍𝑎
2 )    ∀𝑎 ∈ 𝐴 (3-11) 

𝑍𝑎のパラメータ𝜇𝑍𝑎と𝜎𝑍𝑎はそれぞれ，対数正規分布に対応する正規分布の平均と分散に対応

している．対数正規分布の平均と分散を用いて，パラメータ𝜇𝑍𝑎と𝜎𝑍𝑎は，それぞれ以下のよ

うに表される． 

𝜎𝑍𝑎 = ln (1 +
var[𝑍𝑎]

(𝐸[𝑍𝑎])2
)   ∀𝑎 ∈ 𝐴 

(3-12) 

𝜇𝑎 = ln(𝐸[𝑍𝑎]) −
1

2
𝜎𝑍𝑎    ∀𝑎 ∈ 𝐴 

(3-13) 

ここで，多変量対数正規分布の共分散を検討する．これに対応する多変量正規分布の共分散

は以下のように(3-12)を拡張するように定義される． 

𝜎𝑍𝑎,𝑍𝑎 = ln(1 +
cov[𝑍𝑎 , 𝑍𝑏]

𝐸[𝑍𝑎] ⋅ 𝐸[𝑍𝑏]
)   ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(3-14) 

上に示すパラメータを用いて，多変量対数正規分布の平均と分散共分散はそれぞれ以下の

ように定義される． 

𝐸[𝑍𝑎] = exp(𝜇𝑍𝑎 +
1

2
𝜎𝑍𝑎
2 )∀𝑎 ∈ 𝐴 

(3-15) 

cov[𝑍𝑎 , 𝑍𝑏] = 𝐸[𝑍𝑎] ⋅ 𝐸[𝑍𝑏] ⋅ (exp(𝜎𝑍𝑎,𝑍𝑏) − 1)∀𝑎, 𝑏 ∈ 𝐴 (3-16) 

原則として，対数正規分布の和は対数正規分布に従わない．しかし，対数正規分布に従う交

通需要を仮定する既存研究（例えば，Sumalee and Xu, 2011）では，Fenton(1960)が提案した

手法を適用することにより，対数正規分布の和を対数正規分布によって近似的に表現した．

しかし，この Fenton (1960)の手法では，対数正規分布の間の独立が仮定されている．しかし

ながら，交通量配分モデルにおいては，経路間あるいはリンク間の交通量，および移動時間

の確率的相関を無視せざるをえない．そのため，リンク移動時間のリンク間共分散を定義で

きないことから，運転者が経験する経路移動時間の分散を過小評価することにつながる．移

動コストに対してリスク回避的な運転者を仮定するとき，移動時間時間信頼性を現実と比
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較して，過小に評価して経路選択することになる．そこで，交通需要が対数正規分布に従う

交通量配分モデルにおいて，リンク間の確率的相関を考慮するため，Abu-Dayya and Beaulieu 

(1994)が示す手法を適用することにする．Abu-Dayya and Beaulieu (1994)は，相関のある対数

正規分布の和を対数正規分布で近似する方法を示した．Abu-Dayya and Beaulieu (1994)によ

ると，対数正規分布に従う確率変数𝑍𝑖  の総和について，その 1 次と 2 次のモーメントはそ

れぞれ以下のように表される． 

𝐸[𝑍] = 𝐸[𝑍1 + 𝑍2 +⋯+ 𝑍𝑛] 

= exp(𝜇𝑍 +
𝜎𝑍
2

2
) 

=∑exp(𝜇𝑍𝑖 +
𝜎𝑍𝑖
2

2
)

𝑛

𝑖=1

 

(3-17) 

𝐸[𝑍2] = 𝐸[(𝑍1 + 𝑍2 +⋯+ 𝑍𝑛)
2] 

= exp(2𝜇𝑍 + 2𝜎𝑍
2) 

=∑𝐸[𝑍𝑖
2]

𝑛

𝑖=1

+∑∑𝐸[𝑍𝑖 ⋅ 𝑍𝑗]

𝑛

𝑗=1

𝑛

𝑖=1

 

=∑exp(2𝜇𝑍𝑖 + 2𝜎𝑍𝑖
2 )

𝑛

𝑖=1

+∑∑exp(𝜇𝑍𝑖 + 𝜇𝑍𝑗 +
1

2
(𝜎𝑍𝑖

2 + 𝜎𝑍𝑗
2 + 2𝜎𝑍𝑖,𝑍𝑗))

𝑛

𝑗=1

𝑛

𝑖=1

 

(3-18) 

この近似法を適用することで，相関のある対数正規分布の和を，相関の有無にかかわらず対

数正規分布で表すことができるものと仮定する．第 3 章ではこの手法を交通流の計算に適

用し，(3-8)で示したリンク交通量が対数正規分布に従うものと仮定する．一方で，一連の定

式化の特殊な例として，総交通需要が対数正規分布に従い，各 OD ペア間の交通需要が完全

相関する場合，それに対応するリンク交通量は，一般性を損なうことなく，つまり近似的手

法を用いることなく，対数正規分布に従うことが確認される．以下にその詳細を示す． 

 

3.2.5 近似計算を必要としない交通流の定式化 

 

以下では，対数正規分布の加法性を近似的に仮定することなく，交通流を定式化する手

法を示す．なお，ここで述べる手法は確率分布に依らない一般的な手法である．任意の確率

分布（ここでは例えば，対数正規分布）に従う総交通需要𝑄を仮定する． 

 𝑄~𝐿𝑁(𝜇𝑄, 𝜎𝑄
2) (3-19) 

OD ペア w の交通需要の平均を𝑞𝑤 = 𝐸[𝑄𝑤]，総交通需要の平均を𝑞 = 𝐸[𝑄]とするとき，総交

通需要に対するODペア iの交通需要の割合，𝑝𝑤を𝑝𝑤 = 𝑞𝑤/𝑞  ∀𝑤 ∈ 𝑊と定義する．ここで，

OD ペア w の交通需要は以下に示す対数正規分布に従う確率変数として表される． 

 𝑄𝑤 = 𝑝𝑤 ⋅ 𝑄   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-20) 

 𝑄𝑤~𝐿𝑁(𝜇𝑄 + 𝑙𝑛(𝑝𝑤) , 𝜎𝑄
2)   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-21) 

OD ペア w の交通需要の平均と分散共分散はそれぞれ以下のように定義される． 
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 𝐸[𝑄𝑤] = 𝑒𝑥𝑝 (𝜇𝑄 + 𝑙𝑛(𝑝𝑤) +
𝜎𝑄
2

2
)   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-22) 

 𝑐𝑜𝑣 [𝑄𝑤𝑖 , 𝑄𝑤𝑗] = 𝐸 [𝑄𝑤𝑖 ⋅ 𝑄𝑤𝑗] − 𝐸[𝑄𝑤𝑖] ⋅ 𝐸 [𝑄𝑤𝑗]    ∀𝑤𝑖 , 𝑤𝑗 ∈ 𝑊 (3-23) 

ここで，2つの OD 交通需要の積とその平均は以下のように表される． 

 𝑄𝑤𝑖 ⋅ 𝑄𝑤𝑗 = 𝑝𝑤𝑖 ⋅ 𝑝𝑤𝑗 ⋅ 𝑄
2 

~𝐿𝑁 (2𝜇𝑄 + ln (𝑝𝑤𝑖 ⋅ 𝑝𝑤𝑗) , 2𝜎𝑄
2)   ∀𝑤𝑖 , 𝑤𝑗 ∈ 𝑊 (3-24) 

 𝐸 [𝑄𝑤𝑖 ⋅ 𝑄𝑤𝑗] = 𝑒𝑥𝑝 (2𝜇𝑄 + 𝑙𝑛 (𝑝𝑤𝑖 ⋅ 𝑝𝑤𝑗) + 2𝜎𝑄
2)   ∀𝑤𝑖 , 𝑤𝑗 ∈ 𝑊 (3-25) 

ODペアwにおける経路 kの交通量は経路選択割合，𝑝𝑤𝑘を用いて以下のように定義される． 

𝐹𝑤,𝑘 = 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑄𝑤 

= 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑝𝑤 ⋅ 𝑄 

~𝐿𝑁(𝜇𝑄 + ln(𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑝𝑤), 𝜎𝑄
2) 

(3-26) 

経路交通量の平均と共分散はそれぞれ以下のように表される． 

 𝐸[𝐹𝑤,𝑘] = 𝑒𝑥𝑝 (𝜇𝑄 + 𝑙𝑛(𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑝𝑤) +
𝜎𝑄
2

2
)   ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-27) 

 𝑐𝑜𝑣 [𝐹𝑤,𝑘𝑖 , 𝐹𝑤,𝑘𝑗] = 𝐸 [𝐹𝑤,𝑘𝑖 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘𝑗] − 𝐸[𝐹𝑤,𝑘𝑖] ⋅ 𝐸 [𝐹𝑤,𝑘𝑗]   ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘𝑖 , 𝑘𝑗 ∈ 𝐾𝑤 (3-28) 

2 つの経路交通量の積の平均は以下のように表される． 

 𝐸 [𝐹𝑤,𝑘𝑖 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘𝑗] = 𝑒𝑥𝑝 (2𝜇𝑄 + 𝑙𝑛 (𝑝𝑤
2 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘𝑖 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘𝑗) + 2𝜎𝑄

2)   ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘𝑖 , 𝑘𝑗 ∈ 𝐾𝑤 (3-29) 

リンク a の交通量はこのリンクを通過する経路交通量の和として以下のように表される． 

𝑉𝑎 = ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

 

= ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤
𝑘∈𝐾𝑤

⋅ 𝑝𝑤,𝑘 ⋅ 𝑄

𝑤∈𝑊

 

= (∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤
𝑘∈𝐾𝑤

⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑤∈𝑊

) ⋅ 𝑄 

~𝐿𝑁(𝜇𝑄 + ln(∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤
𝑘∈𝐾𝑤

⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑤∈𝑊

) , 𝜎𝑄
2)   ∀𝑎 ∈ 𝐴 

  (3-30) 

リンク交通量の平均と分散共分散はそれぞれ以下のように表される． 
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𝐸[𝑉𝑎] = exp(𝜇𝑄 + 𝑙𝑛(∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝑾𝑘𝑤∈𝑾

)+
𝜎𝑄
2

2
) 

(3-31) 

cov[𝑉𝑎 , 𝑉𝑏] = 𝐸[𝑉𝑎 ⋅ 𝑉𝑏] − 𝐸[𝑉𝑎] ⋅ 𝐸[𝑉𝑏] (3-32) 

ここで，2つのリンク交通量の積の平均は以下のように表される． 

𝐸[𝑉𝑎 ⋅ 𝑉𝑏] = exp(2𝜇𝑄 + 2𝜎𝑄
2

+ ln((∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝑾𝑘𝑤∈𝑾

) ⋅ (∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑏 ⋅ 𝑝𝑤 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝑾𝑘𝑤∈𝑾

))) 

(3-33) 

総交通需要の分散はそれぞれの OD 交通需要の総和として表される． 

var [∑ 𝑄𝑤
𝑤∈𝑊

] = var [∑ 𝑝𝑤 ⋅ 𝑄

𝑤∈𝑊

] 

= ∑ var[𝑄] + 2 ⋅ ∑ ∑ 𝑝𝑤1 ⋅ 𝑝𝑤2 ⋅ cov[𝑄𝑤1 , 𝑄𝑤2]

𝑤2(≠𝑤1)∈𝑊𝑤1∈𝑊𝑤∈𝑊

 

= ∑ 𝑝𝑤
2 ⋅ var[𝑄] + 2 ⋅ ∑ ∑ 𝑝𝑤1 ⋅ 𝑝𝑤2 ⋅ var[𝑄]

𝑤2(≠𝑤1)∈𝑊𝑤1∈𝑊𝑤∈𝑊

 

= (∑ 𝑝𝑤
𝑤∈𝑊

)

2

⋅ var[𝑄] = var[𝑄] 

  (3-34) 

上に示す，一連の定式化のように，総交通需要を各 OD ペアに交通需要として分配すること

を仮定すると，加法性のない確率分布に対して，Abu-Dayya and Beaulieu (1994)のように，特

別な近似計算をせずとも，相関のある確率変数の和を計算することが可能となる．各 OD 交

通需要，各経路交通量，各リンク交通量はそれぞれ総交通需要のスカラー倍として定義され

るためである． 

OD 間の交通需要が互いに独立である場合，経路交通量の共分散は同じ OD ペアから生

成される経路間でのみ成立する．一方で，OD 間の交通需要の確率的相関を（3-23）のよう

に考慮する場合，経路交通量の共分散は，異なる OD ペアから生成される経路間においても

定義される．この二つの仮定の違いは，配分リンク交通量の変動係数の大小に影響する．例

えば，道路ネットワーク全体の OD 交通需要の変動係数が等しいときを考える．以下では

OD 間で交通需要の確率的相関があるときとないときそれぞれにおいて，リンク交通量の変

動係数を比較する．なお，リンク交通量の平均は OD 間の交通需要の確率的相関の有無にか

かわらず，それぞれ同じである． 
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𝐸[𝑉𝑎] = 𝐸 [∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

] 

= ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐸[𝐹𝑤,𝑘]

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

 

= ∑ (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤

) ⋅ 𝑞𝑤   ∀𝑎 ∈ 𝐴

𝑤∈𝑊

 

  (3-35) 

リンク交通量の分散は以下のとおりである． 

var[𝑉𝑎] = var [∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

] 

= ∑ ∑ ∑𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝛿𝑤,𝑙,𝑎 ⋅ cov[𝐹𝑤,𝑘 , 𝐹𝑤,𝑙]

𝑙∈𝐾𝑙𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

 

= ∑ (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤

)

2

⋅ (𝑐𝑣𝑤 ⋅ 𝑞𝑤)
2

𝑤∈𝑊

 

= (∑ (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤

)

2

⋅ 𝑞𝑤
2

𝑤∈𝑊

) ⋅ 𝑐𝑣𝑄
2  

< (∑ (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤

)

2

⋅ 𝑞𝑤
2

𝑤∈𝑊

) ⋅ 𝑐𝑣𝑄
2 

+( ∑ ( ∑ 𝛿𝑤1,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤1,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤1

) ⋅ 𝑞𝑤1
𝑤1∈𝑊

) ⋅ ( ∑ ( ∑ 𝛿𝑤2,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤2,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤2

) ⋅ 𝑞𝑤2
𝑤2(≠𝑤1)∈𝑊

) ⋅ 𝑐𝑣𝑄
2 

= (∑ (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤

) ⋅ 𝑞𝑤
𝑤∈𝑊

)

2

⋅ 𝑐𝑣𝑄
2 

= 𝐸2[𝑉𝑎] ⋅ 𝑐𝑣𝑄
2    ∀𝑎 ∈ 𝐴 

  (3-36) 

ここで，比較のため，OD 間の交通需要の確率的相関の有無にかかわらず，総交通需要およ

び各 OD 交通需要の変動係数はそれぞれ，𝑐𝑣𝑤 = 𝑐𝑣𝑄   ∀𝑤 ∈ 𝑊であるものとする．(3-36)にお

いて，不等号の左側は OD 間の交通需要が独立である場合であり，右側は OD 間の交通需要
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が確率的相関を持つ場合である．OD 交通需要どうしの共分散は以下のように定義されるも

のとする． 

cov[𝑄𝑤1 , 𝑄𝑤2] = 𝑞𝑤1 ⋅ 𝑞𝑤2 ⋅ 𝑐𝑣𝑄
2 

= 𝑝𝑤1 ⋅ 𝑝𝑤2 ⋅ (𝑐𝑣𝑄 ⋅ 𝑞)
2
   ∀𝑤1, 𝑤2 ∈ 𝑊 

  (3-37) 

そして，２つの OD 交通需要の間の相関を仮定すれば，異なる OD 交通需要に由来する２つ

の経路交通量間の共分散を計算することができる．この場合，リンク交通量の分散は，リン

クを通る経路交通量の共分散の和である．リンク交通量の分散は次式で示される． 

var [𝑉𝑎
′
] = var [∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐹𝑤,𝑘

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

] 

= ∑ ∑ ∑ ∑ 𝛿𝑤1,𝑘,𝑎 ⋅ 𝛿𝑤2,𝑙,𝑎
𝑙∈𝐾𝑤2𝑘∈𝐾𝑤1𝑤2∈𝑊𝑤1∈𝑊

⋅ cov[𝐹𝑤1,𝑘, 𝐹𝑤2,𝑙] 

= ∑ ∑ ∑ ∑ 𝛿𝑤1,𝑘,𝑎 ⋅ 𝛿𝑤2,𝑙,𝑎
𝑙∈𝐾𝑤2𝑘∈𝐾𝑤1𝑤2∈𝑊𝑤1∈𝑊

⋅ 𝑝𝑤1,𝑘 ⋅ 𝑝𝑤2,𝑙 ⋅ cov[𝑄𝑤1 , 𝑄𝑤2] 

= ∑ ∑ ∑ ∑ 𝛿𝑤1,𝑘,𝑎 ⋅ 𝛿𝑤2,𝑙,𝑎
𝑙∈𝐾𝑤2𝑘∈𝐾𝑤1𝑤2∈𝑊𝑤1∈𝑊

⋅ 𝑝𝑤1,𝑘 ⋅ 𝑝𝑤2,𝑙 ⋅ 𝑞𝑤1 ⋅ 𝑞𝑤2 ⋅ 𝑐𝑣𝑄
2 

= (∑ (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘
𝑘∈𝐾𝑤

) ⋅ 𝑞𝑤
𝑤∈𝑊

)

2

⋅ 𝑐𝑣𝑄
2 

= 𝐸2[𝑉𝑎] ⋅ 𝑐𝑣𝑄
2    ∀𝑎 ∈ 𝐴 

  (3-38) 

このネットワークでは，リンク交通量の平均は(3-35)と等しいことに注意する必要がある．

(3-35)と(3-36)から導かれるリンク交通量の変動係数は次のように与えられる． 

√var[𝑉𝑎]

𝐸[𝑉𝑎]
=
√(∑ (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘𝑘∈𝑊𝑘

)
2
⋅ 𝑞𝑤2𝑤∈𝑊 ) ⋅ 𝑐𝑣𝑄

2

∑ (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑝𝑤,𝑘𝑘∈𝐾𝑤 ) ⋅ 𝑞𝑤𝑤∈𝑊

 

<

√var [𝑉𝑎
′
]

𝐸[𝑉𝑎]
 

= 𝑐𝑣𝑄   ∀𝑎 ∈ 𝐴 

  (3-39) 

(3-39)は，独立した OD 交通需要を仮定した場合，(3-35)と(3-36)から導かれるリンク交通量

の変動係数は，常に OD 交通需要の変動係数よりも小さいことを示している．また，リンク

交通量の変動係数は，相関のある OD 交通需要を仮定した場合には，OD 交通需要の変動係

数と等しいことに注意する必要がある． 
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次に，(3-36)の不等号の前後の変動係数の大小関係を調べる．𝑎𝑤 = (∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅𝑘∈𝐾𝑤

𝑝𝑤,𝑘) ⋅ 𝑞𝑤 (∀𝑤 ∈ 𝑊)とすると，(3-36)で示される 2 つのリンク交通量の分散の関係は， 

𝑣𝑎𝑟[𝑉𝑎] = (∑ 𝑎𝑤
2

𝑤∈𝑊

) ⋅ 𝑐𝑣𝑄
2 < (∑ 𝑎𝑤

𝑤∈𝑊

)

2

⋅ 𝑐𝑣𝑄 = 𝑣𝑎𝑟 [𝑉𝑎
′
]   ∀𝑎 ∈ 𝐴 

と表される．ここで，上に示す 2 つのリンク交通量の分散の割合，(∑ 𝑎𝑤
2

𝑤∈𝑊 )/(∑ 𝑎𝑤𝑤∈𝑊 )2 

について考える．一般に n 個の実数（𝑎1, 𝑎2,⋯ , 𝑎𝑛）について， 

1 >
𝑎1
2 + 𝑎2

2 +⋯+ 𝑎𝑛
2

(𝑎1 + 𝑎2 +⋯+ 𝑎𝑛)2
≥
1

𝑛
 

である．上に示す関係を(∑ 𝑎𝑤
2

𝑤∈𝑊 )/(∑ 𝑎𝑤𝑤∈𝑊 )2における関係にあてはめると，リンク a を

通過する OD 交通需要の個数が n に相当する．したがって，OD 間で交通需要の確率的相関

を考慮しない場合，リンク a における分散は，OD 間で交通需要の確率的相関を考慮する場

合と比較して，最小で 1/nだけ小さくなる．なお，リンク交通量の平均は上の 2 つの場合に

おいてそれぞれ等しい．したがって，標準偏差および変動係数は最小で 1/√𝑛だけ小さくな

る． 

 

3.2.6 移動時間 

 

この章では多くの既存研究に従い，リンク移動時間を BPR 関数（Bureau of Public Roads, 

1964）によって表すものとする． 

𝑡𝑎(𝑣𝑎, 𝑐𝑎) = 𝑡0𝑎 ⋅ (1 + 𝛽𝑎 ⋅ (
𝑣𝑎
𝑐𝑎
)
𝑛𝑎

)   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(3-40) 

上式において，𝑡0𝑎はリンク a における自由走行時間を表している．𝛽𝑎と𝑛𝑎はそれぞれリン

ク a における BPR 関数のパラメータである．一般的に，BPR 関数は確定的なリンク交通量

およびリンク交通容量を引数とし，確定的なリンク移動時間を返すことに注意が必要であ

る．第 3章では確率変数としてのリンク交通量とリンク移動時間を引数とし，確率変数とし

てのリンク移動時間を返すように BPR 関数を拡張する．この仮定は Sumalee and Xu (2011)

あるいは Uchida (2014)など，多くの研究において採用されている．確率的リンク移動時間は

以下のように定義される． 

𝑇𝑎(𝑉𝑎, 𝐶𝑎) = 𝑡0𝑎 ⋅ (1 + 𝛽𝑎 ⋅ (
𝑉𝑎
𝐶𝑎
)
𝑛𝑎

)   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(3-41) 

第 3 章ではリンク交通量とリンク交通容量はそれぞれ対数正規分布に従うことを仮定して

いる．リンク交通量とリンク交通容量は以下に示す確率変数𝐷𝑎として統合でき(Uchida, 

2014)，これも同様に対数正規分布に従う．𝐷𝑎を用いて，BPR 関数は以下のように書き直す

ことができる． 

𝑇𝑎(𝐷𝑎(𝑉𝑎 , 𝐶𝑎)) = 𝑡0𝑎 ⋅ (1 + 𝛽𝑎 ⋅ 𝐷𝑎
𝑛𝑎)   ∀𝑎 ∈ 𝐴 (3-42) 
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𝐷𝑎 =
𝑉𝑎
𝐶𝑎
   ∀𝑎 ∈ 𝐴 

(3-43) 

このとき，リンク移動時間の平均と分散共分散はそれぞれ以下のように書ける． 

E[𝑇𝑎] = 𝑡0𝑎 ⋅ (1 + 𝛽𝑎 ⋅ 𝐸[𝐷𝑎
𝑛𝑎])   ∀𝑎 ∈ 𝐴 (3-44) 

cov[𝑇𝑎, 𝑇𝑏] = 𝐸[𝑇𝑎 ⋅ 𝑇𝑏] − 𝐸[𝑇𝑎] ⋅ 𝐸[𝑇𝑏]   ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 (3-45) 

ここで，E[𝑇𝑎 ⋅ 𝑇𝑏]は以下のように計算できる． 

E[𝑇𝑎 ⋅ 𝑇𝑏] = 𝐸 [(𝑡0𝑎 ⋅ (1 + 𝛽𝑎 ⋅ 𝐷𝑎
𝑛𝑎) ⋅ 𝑡0𝑏 ⋅ (1 + 𝛽𝑏 ⋅ 𝐷𝑏

𝑛𝑏))] 

= E[𝑡0𝑎 ⋅ 𝑡0𝑏 ⋅ (1 + 𝛽𝑎 ⋅ 𝐷𝑎
𝑛𝑎 + 𝛽𝑏 ⋅ 𝐷𝑏

𝑛𝑏 + 𝛽𝑎 ⋅ 𝛽𝑏 ⋅ 𝐷𝑎
𝑛𝑎 ⋅ 𝐷𝑏

𝑛𝑏)] 

= 𝑡0𝑎 ⋅ 𝑡0𝑏 ⋅ (1 + 𝛽𝑎 ⋅ 𝐸[𝐷𝑎
𝑛𝑎] + 𝛽𝑏 ⋅ 𝐸[𝐷𝑏

𝑛𝑏] + 𝛽𝑎 ⋅ 𝛽𝑏 ⋅ 𝐸[𝐷𝑎
𝑛𝑎 ⋅ 𝐷𝑏

𝑛𝑏])   ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(3-46) 

確率変数𝐷𝑎
𝑛𝑎~𝐿𝑁(𝜇𝐷𝑎

𝑛𝑎  , 𝜎𝐷𝑎
𝑛𝑎  
2  )に対応する正規分布の平均と分散はそれぞれ以下のように

定義される． 

𝜇𝐷𝑎
𝑛𝑎  = 𝐸[𝑛𝑎 ⋅ 𝑋𝑎] = 𝑛𝑎 ⋅ 𝐸[𝑋𝑎] = 𝑛𝑎 ⋅ 𝜇𝐷𝑎    ∀𝑎 ∈ 𝐴 (3-47) 

𝜎
𝐷𝑎
𝑛𝑎  
2 = var[𝑛𝑎 ⋅ 𝑋𝑎] = 𝑛𝑎

2 ⋅ 𝑣𝑎𝑟[𝑋𝑎] = 𝑛𝑎
2 ⋅ 𝜎𝐷𝑎

2    ∀𝑎 ∈ 𝐴 (3-48) 

ここで，𝑋𝑎 = ln𝐷𝑎 ∀𝑎 ∈ 𝐴である．𝑋𝑎は𝑋𝑎~𝑁(𝜇𝐷𝑎 , 𝜎𝐷𝑎
2 )のように，正規分布に従う．対数正

規分布の基本的な性質により，𝑋𝑎のパラメータはそれぞれ以下のように決まる． 

𝜇𝐷𝑎 = 𝜇𝑉𝑎 − 𝜇𝐶𝑎    ∀𝑎 ∈ 𝐴 (3-49) 

𝜎𝐷𝑎 = 𝜎𝑉𝑎
2 + 𝜎𝐶𝑎

2    ∀𝑎 ∈ 𝐴 (3-50) 

確率変数𝐷𝑎のべき乗もまた対数正規分布に従うことに注意が必要である．リンク移動時間

の積の平均，𝐸[𝑇𝑎 ⋅ 𝑇𝑏]を定義するときに表れる𝐷𝑎𝑏
𝑛 = 𝐷𝑎

𝑛𝑎 ⋅ 𝐷𝑏
𝑛𝑏もまた，対数正規分布に従う．

上に示す計算と同様にして，𝐷𝑎𝑏
𝑛 のパラメータはそれぞれ以下のように表される． 

𝜇𝐷𝑎𝑏
𝑛 = 𝐸[𝑛𝑎 ⋅ 𝑋𝑎 + 𝑛𝑏 ⋅ 𝑋𝑏] 

= 𝑛𝑎 ⋅ 𝜇𝐷𝑎 + 𝑛𝑏 ⋅ 𝜇𝐷𝑎    ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(3-51) 

𝜎𝐷𝑎𝑏
𝑛
2 = var[𝑛𝑎 ⋅ 𝑋𝑎 + 𝑛𝑏 ⋅ 𝑋𝑏] 

= 𝑛𝑎
2 ⋅ var[𝑋𝑎] + 𝑛𝑏

2 ⋅ var[𝑋𝑏] + 2𝑛𝑎 ⋅ 𝑛𝑏 ⋅ cov[𝑋𝑎, 𝑋𝑏] 

= 𝑛𝑎
2 ⋅ 𝜎𝐷𝑎

2 + 𝑛𝑏
2 ⋅ 𝜎𝐷𝑏

2 + 2𝑛𝑎 ⋅ 𝑛𝑏 ⋅ 𝜎𝐷𝑎,𝐷𝑏    ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(3-52) 

本章ではリンク間の交通量の確率的相関を考慮していることから，確率変数𝐷𝑎に対応する

多変量正規分布𝑋𝑎もまた，リンク間の確率的相関が存在する． 

cov[𝑋𝑎 , 𝑋𝑏] = 𝜎𝐷𝑎,𝐷𝑏  

= cov[ln𝐷𝑎 , ln𝐷𝑏] 

= cov[ln𝑉𝑎 − ln𝐶𝑎 , ln 𝑉𝑏 − ln𝐶𝑏] 

= 𝜎𝑉𝑎,𝑉𝑏    ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(3-53) 

 

上式において，リンク交通量とリンク交通容量は互いに独立であることから，リンク移動時

間のリンク間の確率的相関はリンク交通量のみに影響することに注意が必要である． 
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確率的リンク交通量が正規分布に従うと仮定した多くの既存研究においては，リンク

移動時間は多項式によって表されている．正規分布に従うリンク移動時間のべき乗を求め

るにあたり，Clark and Watling (2005)あるいは Uchida (2015)はリンク交通量の平均まわりの

m 次テイラー級数近似を施している．しかし，本章ではリンク a における確率変数𝐷𝑎の𝑛𝑎

次モーメントは対数正規分布の基本的性質により，解析的に直接求めることが可能である．

Uchida (2014)のように，𝐷𝑎が正規分布に従っている場合，このモーメントを求めるにあたり，

Isserlis (1918)が示す手法を用いる必要がある．したがって，リンク交通量およびリンク交通

容量がそれぞれ対数正規分布に従う場合，リンク移動時間の定式化は容易になる． 

BPR 関数の基本的な定義より，リンク移動時間は確定項と確率項を持つことがわかる．

以下に示す通り，確率項は対数正規分布に従う． 

 𝑇̂𝑎 = 𝑇𝑎 − 𝑡𝑎
0~𝐿𝑁 (ln𝛽𝑎 + 𝜇𝐷𝑎

𝑛𝑎 , 𝜎
𝐷𝑎
𝑛𝑎
2 )∀𝑎 ∈ 𝐴 (3-54) 

つまり，リンク移動時間は確定項の分だけ，右に移動するため shifted lognormal distribution

に従うことになる（例えば，Srinivasan et al., 2014）．経路移動時間はリンク移動時間の総和

によって表される． 

 𝑇𝑤,𝑘 = ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑇𝑎𝑎∈𝑨    ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-55) 

経路移動時間もまたリンク移動時間と同様に確定項と確率項で構成される．リンク交通量

の確率項の総和は Abu-Dayya and Beaulieu (1994)によって，対数正規分布に従うと仮定する

ものとする．経路移動時間の確率項は以下のように記述される． 

 𝑇̂𝑤,𝑘 = 𝑇𝑤,𝑘 − ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑡𝑎
0

𝑎∈𝑨 ~𝐿𝑁(𝜇𝑇̂𝑤,𝑘 , 𝜎𝑇̂𝑤,𝑘
2 )   ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-56) 

経路移動時間の確率項のパラメータ，𝜇𝑇̂𝑤𝑘と𝜎𝑇̂𝑤𝑘
2 はリンク交通量の定式化と同様に，Abu-

Dayya and Beaulieu (1994)の近似を用いて計算できる．経路移動時間の平均と分散はそれぞ

れ以下のように定義される． 

 𝐸[𝑇𝑤,𝑘] = ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐸[𝑇𝑎]𝑎∈𝑨    ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-57) 

var[𝑇𝑤,𝑘] = cov [∑𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑇𝑎
𝑎∈𝐴

,∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑇𝑏
𝑏∈𝐴

] 

= ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎𝑏∈𝐴 ⋅ 𝛿𝑤,𝑘,𝑏 ⋅ cov[𝑇𝑎 , 𝑇𝑏]𝑎∈𝐴    ∀𝑤 ∈ 𝑊,∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤    ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 

  (3-58) 

リンク a におけるリンク移動時間の総移動時間は𝑇𝑎 ⋅ 𝑉𝑎 = 𝑇̂𝑎 ⋅ 𝑉𝑎 + 𝑡𝑎
0 ⋅ 𝑉𝑎𝑇𝑎 ⋅ 𝑉𝑎 = 𝑇̂𝑎 ⋅ 𝑉𝑎 +

𝑡𝑎
0 ⋅ 𝑉𝑎となり，右辺の 2つの項はそれぞれ対数正規分布に従う．Abu-Dayya and Beaulieu (1994)

の近似に基づくと，リンク a における総移動時間𝑇𝑎 ⋅ 𝑉𝑎は対数正規分布として近似される．

道路ネットワーク全体の総移動時間∑ 𝑇𝑎 ⋅ 𝑉𝑎 𝑎∈𝐴 もまた，同様の考え方によって，対数正規分

布に従うものとみなすことができる． 
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3.2.7 経路選択行動 

 

3.2.6 までの一連の定式化に基づき，本章では経路移動費用を経路移動時間の平均と分

散の重み付き線形結合として定義する．道路ネットワーク中の運転者はリスク回避的な経

路選択行動をとるものとする．Uchida (2014)に基づくと，運転者が OD ペア w の間の経路 k

を選択するときに負担する費用は以下のとおりである． 

 𝜂𝑤,𝑘 = 𝐸[𝑇𝑤,𝑘] + 𝛾 ⋅ 𝑣𝑎𝑟[𝑇𝑤,𝑘]    ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-59) 

上式中のγは非負であり，運転者のリスク回避の程度を表す係数である．本章では経路移動

費用にランダム効用理論を適用し，運転者の経路移動費用に対する認知誤差を考慮するも

のとする．各誤差項はガンベル分布に従うものとし，各経路移動費用に対して，認知誤差は

互いに独立であるとする．以下に示す，ロジット型の確率的利用者均衡配分モデルを構築す

る．なお，𝜃はロジットモデルにおける誤差項の分散を表している．交通量配分問題は不動

点問題として定式化される． 

 𝒇𝑤 = 𝑞𝑤 ⋅ 𝒑𝑤(𝜼𝑤(𝒇))   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-60) 

 𝑝𝑤,𝑘 =
𝑒𝑥𝑝(−𝜃⋅𝜂𝑤,𝑘)

∑ 𝑒𝑥𝑝(−𝜃⋅𝜂𝑤,𝑘)𝑘∈𝑲𝑤

   ∀𝑤 ∈ 𝑊, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 (3-61) 

 𝒇𝑤 = (𝑓𝑤,1, . . . , 𝑓𝑤,|𝑲𝑤|)
𝑇
   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-62) 

 𝒇 = (𝒇1, . . . , 𝒇|𝑾|)
𝑇
 (3-63) 

 𝒑𝑤 = (𝑝𝑤,1, . . . , 𝑝𝑤,|𝑲𝑤|)
𝑇
   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-64) 

 𝜼𝑤 = (𝜂𝑤,1, . . . , 𝜂𝑤,|𝑲𝑤|)
𝑇
   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (3-65) 

上の定式化において𝑇は行列の転置を表す記号である．なお，上記の不動点問題はブロイラ

ーの不動点定理により，解の存在性が保証される（福島, 2001）．したがって，本章で仮定す

る運転者は交通需要とリンク交通容量の不確実性に由来する，移動時間の不確実性に加え

て，経路選択にあたり，経路移動時間の認知誤差も考慮して経路選択を行うこととなる． 

 

3.3 数値計算 

本節では上記で示した交通量配分モデルの挙動を確認するため実施した数値計算の結

果を報告する．数値計算は大小 2 つのテストネットワークにおいて行われた．BPR 関数の

パラメータ𝛽𝑎と𝑛𝑎はすべてのリンクにおいてそれぞれ 2 と 6である．(3-59)におけるリスク

回避パラメータγ，ロジットモデルにおける運転者の認知誤差を表す分散パラメータθはそ

れぞれ１である．テストネットワーク内の各リンクの長さは 3[km]，自由移動速度は

60[km/hour]である．したがって，各リンクの自由移動時間は 0.05[hour]である．テストネッ

トワーク内の各リンクの交通容量の平均は 1,000[pcu/hour]，分散は 1002[(pcu/hour)2]である．

ここで，pcu は passenger car unit を意味する．図 3-1 は，通常の状態と損壊していない状態
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のそれぞれにおける，リンク交通容量の密度分布の一例である．図 3-1に示す損壊したリン

ク交通容量の平均は 10［pcu/hour］，分散は 1002[(pcu/hour)2]である． 

すべての計算において，解法として逐次平均法(Method of Successive average, MSA)を採

用している(Sheffi, 1985)．均衡状態を得るために設定した反復回数として，テストネットワ

ーク 1では 100回，テストネットワーク 2 では 300 回としている． 

 

図 3-1 リンク交通容量の概念図：左の分布がリンクの途絶をリンク交通容量で近似的に表

したもの．右の分布が通常時のリンク交通容量を表したもの． 

 

3.3.1 単一 OD ペアのテストネットワーク 

 

3.3.1では，図 3-2に示すテストネットワーク 1において数値計算を行った結果を示す．

このネットワークは，3つの経路，5つのリンク，4つのノード，1つの OD ペアから構成さ

れている．表 3-1 に OD 交通需要の詳細を示す．表 3-2 はテストネットワーク 1 における，

リンクと経路の組み合わせを示している．本章が提案するモデルでは，リンク移動時間につ

いてリンク間の確率的相関を考慮しているため，経路移動費用は経路を構成する各リンク

の移動時間の平均と分散共分散を含んでいる．経路ベースの問題となっているため，表 3-2

に示すように，経路情報を事前に列挙する．本数値実験では，リンク 5 を損壊したリンクと

して仮定している． 

 

表 3-1  OD 交通需要 (テストネットワーク 1) 

OD ペア 平均 [pcu/hour] 変動係数 

(1, 4) 1000 0.2 
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表 3-2  経路集合（テストネットワーク 2） 

OD ペア 経路番号 リンクの組み合わせ 

(1, 4) 1 1-4 

 2 1-2-5 

 3 3-5 

 

 

図 3-2 テストネットワーク 1 

 

  

図 3-3  リンク 5 において交通容量の平均と分散を変化させたときの配分交通量の平均

（左）と分散（右） 

 

3.2.2 で述べたように，リンク交通容量は常に非負であるものとする．提案する手法で

は，リンク交通容量の平均と分散の様々に変化させても非負特性を満たすことができる．図

3-3 は，リンク 5において交通容量の平均と分散を変化させたときの配分交通量の平均と分

散の関係を示している．リンク交通容量の平均と分散は，それぞれ 1 から 10,000[pcu/hour]，

10 から 106[pcu/hour)2]と離散的に変化させている．図 3-3から，リンク 5に配分された交通

量の平均は，リンク 5 の交通容量の平均が増加するにつれて増加し，リンク 5 の交通容量

の分散が減少するにつれて増加することがわかる．リンク 5 に配分された交通量の分散に

ついても同様な傾向を見て取れる．また，リンク 5 と経路 2，3を共有するリンク 2，3 上の

交通量は，リンク 5 の交通容量の平均が減少すると減少し，リンク５の交通容量の分散が増

加すると減少する．図 3-3 は，本章で提案するモデルでは，リンク交通容量の平均と分散を

連続的に変化させても，交通需要が配分可能であることを示している． 
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図 3-4 通常時におけるリンク交通量 

 

図 3-5 リンク損壊時におけるリンク交通量 

 

図 3-4に通常状態におけるリンク交通量の分布を，図 3-5 に損壊状態におけるリンク交

通量の分布をそれぞれ示す．損壊状態では，リンク 5のリンク交通容量の平均を 10 [pcu/hour]

としている．リンク 5 のリンク交通容量の変動係数は変化させていない．図 3-4では，ネッ

トワークの形状が対称であるため，リンク 3，4 のリンク交通量の分布とリンク 1，5 のリン

ク交通量の分布が重なっている．図 3-5 から，リンク 5 の損壊により，交通量がリンク 1と

4 に集中していることがわかる．これは，リンク 2，3 がリンク 5 と経路を共有しているた

めである．通常状態でリンク 5を通過する経路交通量は，損壊状態ではリンク 1，4に流れ

ることになる． 
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図 3-6 通常時における経路移動時間 

 

  

図 3-7 リンク損壊時における経路移動時間 

 

図 3-6は通常状態での経路移動時間分布，図 3-7 は損壊状態での経路移動時間分布を示

している．移動時間分布は，3.2.6 で述べたように対数正規分布を移動時間の定数項の分だ

け右に平行移動させたもの（shifted-lognormal distribution）である． 

図 3-7 は，損壊させたリンク 5 を含む経路 2，3 の移動時間の平均と分散が正の無限大

に発散している様子を示している．図 3-7に示す経路 2と 3 の移動時間の分布は，途絶状態

を近似的に表現しているといえる．経路 2 と 3 は利用者から事実上選択されなくなってい

る．その結果，経路 1に交通需要が集中し，経路 1 の移動時間の平均と分散は，通常状態よ

りも大きくなっている．図 3-4 から図 3-7 までのグラフは，表 3-3 および表 3-4 に示す結果

に基づいている． 

表 3-3と表 3-4 より，リンク交通量の変動係数と経路交通量の変動係数は，表 3-1に示

した OD 交通需要の変動係数と等しくなっている．これは，すべてのリンク交通量と経路交

通量が同じ OD 交通需要によって生成されているためである．この場合，(3-8)により，OD
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交通需要の変動係数は，ネットワーク内のリンク交通量と経路交通量の変動係数と等しく

なる．次の 3.4.1 の数値計算の結果が示すように，この関係は，複数の OD ペアが存在する

場合には成立しない． 

 

表 3-3 通常時とリンク損壊時におけるリンク交通量とリンク交通容量 

(テストネットワーク 1) 

リンク  

リンク交通量 [pcu/hour] リンク移動時間 [hour] 

通常時 リンク損壊時 通常時 リンク損壊時 

平均  変動係数 平均  変動係数 平均  変動係数 平均  変動係数 

1 658.8 131.8 1000.0 200.0 0.07 0.04 0.26 0.47 

2 317.6 63.5 0.0 0.0 0.05 5.03×10-4 0.05 0 

3 341.2 68.2 0.0 0.0 0.05 7.73×10-4 0.05 0 

4 341.2 68.2 1000.0 200.0 0.05 7.73×10-4 0.26 0.47 

5 658.8 131.8 0.0 0.0 0.07 0.04 8.61×1040 2.09×1077 

 

表 3-4 通常時とリンク損壊時における経路交通量と経路移動時間 

(テストネットワーク 1) 

経路 

経路交通量 [pcu/hour] 経路移動時間 [hour] 

通常時 
 

リンク損壊時 通常時 リンク損壊時 

平均  変動係数 平均  変動係数  平均 変動係数 平均  変動係数 

1 341.2 68.2 1000.0 200.0 0.12  0.04 0.53  0.85  

2 317.6 63.5 0.0 0.0 0.19  0.07 8.61×1040 2.09×1077 

3 341.2 68.2 0.0 0.0 0.12  0.04 8.61×1040 2.09×1077 

 

3.3.2 複数 OD ペアのテストネットワーク 

 

ここでは，図 3-8 に示すテストネットワークにおいて，数値計算を行った結果を示す．

このテストネットワークは，Nguyen and Dupuis (1984)に基づく有向グラフである．25経路，

19 リンク，13 ノードから構成され，4 つの OD ペアを有する．テストネットワーク内の経

路とリンクの組み合わせを表 3-5 に示す．表 3-6に 4 組の OD 交通需要を示す．各 OD 交通

需要において，2 種類の変動係数が設定されている．表 3-6 のケース 1 では，OD ペア(1,2)

と(4,2)の交通需要の変動係数は 0.2であり，ODペア(1,3)と(4,3)の交通需要の変動係数は 0.25

である．ケース 2 では，変動係数はすべて 0.2 としている．なお，ケース 1 とケース 2 とも

に，OD 交通需要の平均はすべて同じである．リンク損壊時のテストネットワークでは，リ

ンク 2 の交通容量の平均は 1000[pcu/hour]から 10[pcu/hour]に減少するものとする．リンク

損壊時の交通容量の変動係数は変化しないものとする． 
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図 3-8  テストネットワーク 2（Nguyen and Dupuis, 1984） 

 

表 3-5  経路とリンクの組み合わせ (テストネットワーク 2) 

OD ペア 経路番号 リンク集合 OD ペア 経路番号 リンク集合 

(1,2) 1 2-18-11 (1,3) 14 1-6-13-19 

 2 1-5-7-9-11  15 1-5-7-10-16 

 3 1-5-7-10-15  16 1-5-8-14-16 

 4 1-5-8-14-15  17 1-6-12-14-16 

 5 1-6-12-14-15  18 2-17-7-10-16 

 6 2-17-7-9-11  19 2-17-8-14-16 

 7 2-17-7-10-15 (4,3) 20 4-13-19 

 8 2-17-8-14-15  21 4-12-14-16 

(4,2) 9 4-12-14-15  22 3-6-13-19 

 10 3-5-7-9-11  23 3-5-7-10-16 

 11 3-5-7-10-15  24 3-5-8-14-16 

 12 3-5-8-14-15  25 3-6-12-14-16 

 13 3-6-12-14-15    

 

表 3-6  OD 交通需要 

OD ペア ケース 1 ケース 2 

平均 [pcu/hour] 変動係数 平均 [pcu/hour] 変動係数 

(1, 2) 1000 0.2 1000 0.2 

(4, 2) 1500 0.2 1500 0.2 

(1, 3) 800 0.25 800 0.2 

(4, 3) 1000 0.25 1000 0.2 
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表 3-7  通常時とリンク損壊時のリンク交通量とリンク移動時間 

(テストネットワーク 2, ケース 1) 

リンク  

リンク交通量 [pcu/hour] 
 

リンク移動時間 [hour] 
 

通常時  
 

損壊時 
 

通常時  
 

損壊時 
 

平均 変動係数 平均  変動係数 平均  変動係数 平均  変動係数 

1 695.7 140.1 1800.0 282.8 0.08 0.06 5.97 9.26 

2 1104.3 181.7 0.0 0.0 0.38 0.55 8.46×1039 1.57×1076 

3 1269.4 200.4 1152.3 187.0 0.80 1.17 0.48 0.70 

4 1230.6 195.8 1347.7 218.5 0.67 0.99 1.12 1.73 

5 1132.9 160.6 1567.2 199.3 0.40 0.49 2.35 2.82 

6 832.2 124.4 1385.0 188.8 0.11 0.08 1.18 1.48 

7 1283.3 164.4 1466.1 190.9 0.75 0.88 1.64 1.99 

8 292.6 43.0 101.1 15.6 0.05 0.00 0.05 0.00 

9 619.4 102.6 1163.7 165.2 0.06 0.02 0.46 0.58 

10 663.9 85.0 302.5 35.9 0.06 0.02 0.05 0.00 

11 1280.7 185.5 1163.7 165.2 0.79 1.05 0.46 0.58 

12 1020.8 155.7 1422.6 180.7 0.25 0.30 1.33 1.60 

13 1042.0 203.6 1310.2 236.5 0.33 0.59 1.05 1.88 

14 1313.4 178.0 1523.7 187.5 0.88 1.10 1.96 2.31 

15 1219.3 205.0 1336.3 197.3 0.67 1.05 1.01 1.39 

16 758.0 143.5 489.8 87.5 0.09 0.08 0.05 0.01 

17 443.0 73.7 0.0 0.0 0.05 0.00 0.05 0.00 

18 661.3 132.3 0.0 0.0 0.07 0.04 0.05 0.00 

19 1042.0 203.6 1310.2 236.5 0.33 0.59 1.05 1.88 
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表 3-8 通常時とリンク損壊時のリンク交通量とリンク移動時間 

(テストネットワーク 2, ケース 2) 

リンク  

リンク交通量 [pcu/hour] 
 

リンク移動時間[hour] 
 

通常時  
 

損壊時 
 

通常時  
 

損壊時 
 

平均  変動係数 平均  変動係数 平均  変動係数 平均  変動係数 

1 714.4 115.6 1800.0 256.1 0.07 0.04 5.60 7.74 

2 1085.6 175.3 0.0 0.0 0.35 0.48 7.92×1039 1.36×1076 

3 1262.2 191.1 1134.7 181.8 0.75 1.05 0.44 0.62 

4 1237.8 175.1 1365.3 193.7 0.65 0.83 1.11 1.47 

5 1122.1 157.4 1525.7 197.0 0.38 0.45 2.03 2.47 

6 854.5 102.8 1409.0 162.9 0.11 0.07 1.21 1.31 

7 1273.3 158.1 1426.1 189.0 0.71 0.80 1.42 1.74 

8 299.7 36.2 99.5 12.6 0.05 0.00 0.05 0.00 

9 641.1 104.2 1163.1 165.3 0.06 0.02 0.46 0.57 

10 632.3 70.5 263.0 28.2 0.06 0.01 0.05 0.00 

11 1275.7 184.4 1163.1 165.3 0.77 1.02 0.46 0.57 

12 1003.9 152.9 1392.3 175.3 0.23 0.27 1.17 1.39 

13 1088.4 169.5 1382.1 198.3 0.34 0.45 1.21 1.63 

14 1303.6 172.4 1491.8 181.7 0.84 1.01 1.72 2.01 

15 1224.3 204.6 1336.9 196.8 0.68 1.06 1.02 1.40 

16 711.6 109.3 417.9 59.3 0.07 0.03 0.05 0.00 

17 450.9 64.0 0.0 0.0 0.05 0.00 0.05 0.00 

18 634.6 126.9 0.0 0.0 0.06 0.03 0.05 0.00 

19 1088.4 169.5 1382.1 198.3 0.34 0.45 1.21 1.63 

 

 

図 3-9 通常時におけるリンク交通量 (テストネットワーク 2, ケース 1) 
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図 3-10 損壊時におけるリンク交通量 (テストネットワーク 2, ケース 1) 

 

 

図 3-11 通常時におけるリンク移動時間 (テストネットワーク 2, ケース 2) 

 

図 3-12 損壊時におけるリンク移動時間 (テストネットワーク 2, ケース 2) 
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表 3-7に表 3-6の左半分に示したケース 1の OD 交通需要を用いて計算したリンク交通

量とリンク移動時間の平均と変動係数をそれぞれ示す．表 3-8には，表 3-6の右半分のケー

ス 2 の OD 交通需要を用いて計算したリンク交通量とリンク移動時間の平均と変動係数を

それぞれ示す．図 3-9，図 3-10 に，通常時のリンク 1，2，5 の交通量を，損壊時のリンク 1，

2，5の交通量をそれぞれ示す．これらのリンク交通量は，表 3-6の左半分に示すケース 1 の

OD 交通需要を用いて計算したものである．図 3-9の結果と図 3-10 の結果を比較すると，リ

ンク 2の障害により，リンク 1，5上の交通量が増加していることがわかる．損壊状態では

リンク 2 の交通量の平均はほぼゼロであるため，図 3-10 ではリンク交通量の分布が消失し

ているように見える． 

図 3-11 および図 3-12には，通常状態でのリンク 1，2，5の移動時間と損壊状態でのリ

ンク 1，2，5 の移動時間をそれぞれ示す．これらのリンク移動時間は，表 3-6 の右半分に示

すケース 2 の OD 交通需要を用いて計算したものである．図 3-11 に示すリンク移動時間の

平均と分散はともに比較的小さいため，図中の移動時間の分布は，高いピークを持つ，

leptokurtic な分布となっている．図 3-12は，リンク 1 と 5の移動時間の分散が，リンクの近

似的な途絶によって増加していることを示している．図 3-12 に示されたリンク 2 の移動時

間分布は，リンクの移動時間がゼロに近いことを示唆するわけではない．実際には，リンク

移動時間の平均と分散の大きく増加していることを意味している． 

また，表 3-8から計算された経路交通量の変動係数は，表 3-6のケース 2に示したもの

と全て等しい．しかし，表 3-8 に示すリンク交通量の変動係数はいずれも 0.2 未満である．

提案モデルでは，各 OD ペアの交通需要はそれぞれ独立していると仮定しているため，経路

交通量の共分散は，同一の OD 交通需要から生成される経路交通量の間でのみ定義される．

したがって，すべての OD 交通需要の変動係数が同じであっても，ネットワーク内のリンク

交通量の変動係数はその値と一致しない．この詳細は 3.2.5に示すとおりである． 

 

3.4 本章のまとめと課題 

第 3 章では，交通需要とリンク交通容量の不確実性それぞれを考慮した確率的利用者

均衡配分モデルを提案した．提案したモデルは，自然災害や人災により損壊した道路ネット

ワークを分析対象とすることが可能である．交通需要とリンク交通容量それぞれが対数正

規分布に従うと仮定している．そのため，交通流あるいはリンク移動時間を定式化するにあ

たり，従来の研究で必要とされてきた近似計算を施すことなく，リンク移動時間を計算する

ことができる． 

本モデルでは，経路交通量の共分散から，リンク交通量の共分散を定義している．リン

ク交通容量のパラメータを変化させることにより，リンク交通容量の非負特性を満たしな

がら，途絶や部分的な容量の低下など，様々なリンクの損壊の状態を近似的に定義できる．
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そして，損壊した道路ネットワークに対して，通常の配分手続きに基づき，交通量を配分す

ることができる． 

本章で提案したモデルの性能を実証するために，2 つのテストネットワークを用いて，

それぞれ通常状態と損壊状態における数値実験を行った．対数正規分布の非負特性を利用

して，リンクが途絶した状態を近似表現することを可能とするリンク交通容量をモデルに

適用した．対数正規分布の定義の範囲内で，確率的なリンク交通容量の任意のパラメータを

設定することが可能である． 

今後の課題として，災害時などを想定して，OD 交通需要の変動を考慮する必要がある．

損壊した道路ネットワークでは通常と比較して，OD 間の経路コストが増加するため，トリ

ップのキャンセルが発生する．また，災害後には，被災地への緊急支援，復旧・復興，道路

ネットワークの損壊やリンク交通容量の減少に伴う交通渋滞など，道路ネットワークの需

要と供給は災害時に特有の変化を見せる．例えば，優先車両の通行を確保するためには，ネ

ットワーク容量の変化に対応した，交通需要管理が必要となる．本章で提案したモデルを用

いることにより，供給側の復旧過程に対応した需要管理システムの検討に適用されること

が期待される． 

また，トリップのキャンセルについては，運転者間の効用関数の違いに着目する必要が

ある．本章では，シングルユーザークラスの OD 交通需要を想定している．しかし，通常の

道路ネットワークや損壊した道路ネットワークでは，時間価値・移動時間信頼性価値が異な

る運転者が存在する．道路が損壊したときに，運転者間の効用関数の違いが，トリップのキ

ャンセルに与える影響を分析することも研究を発展させる方向のひとつである． 

第 3 章で提案するモデルの特徴は，道路ネットワークがそれぞれ通常状態と損壊状態

であるときに，定式化上の違いがないことである．違いはそれぞれのリンク交通容量のパラ

メータのみである．したがって，定式化上の違いに基づく，アウトプットの差異がないこと

から，通常状態と損壊状態の配分結果を，リンク交通容量の違いのみに注目して比較するこ

とができる． 

道路ネットワークにおける不確実性を考慮して交通流を定式化するにあたり，交通需

要，経路交通量，リンク交通量のそれぞれが従う確率分布の形状に注目する必要がある．第

3 章では，OD 交通需要の間の確率的相関について，一定の仮定を設けることによって，3 種

類の確率変数の分布形状が等しくなることを明らかにした．確率均衡配分モデルにおいて，

交通流と移動時間の定式化を改良することによって，計算量が削減される．本章で提案する

確率均衡配分モデルを用いることによって，移動時間信頼性を考慮したネットワークデザ

イン問題を構築することが容易となる．第 5 章で構築したネットワークデザイン問題の均

衡制約条件において，第 3 章で得られた結果が利用されている． 

将来，自動運転車両が普及したとき，既存の車両と比べてそれぞれの運転挙動は異なる

ことが予想される．このことが交通流あるいは移動時間に違いをもたらす．第 5 章では第 3

章において提案した手法を適用して，異なる運転挙動を示す車両が混合したときの移動時
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間と移動時間信頼性を分析する．さらに，自動運転車両の運転者と既存の車両の運転者の時

間価値と移動時間信頼性価値には違いがあるものと考えられ，この点を考慮して道路ネッ

トワークを分析することも今後の課題である． 
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第 4 章 確定的なリンク交通量に基づく確率的リンク移動

時間の評価手法 

 

本章では，確率的な交通需要を持つ道路ネットワークにおける確率的リンク移動時間

を構造化する手法を構築する．提案する手法では，移動時間の不確実性をリンク交通量に基

づく指標で評価する．リンク移動時間の平均は，リンク交通量の平均とそれに対応する確率

的リンク交通量のリスクプレミアムの両方を用いて表現される．このリスクプレミアムは，

確率的リンク交通量とリンクコスト関数の関係から導かれる確実性等価の概念によって定

義される．金融経済学におけるリスクプレミアムの概念を道路ネットワークの問題に拡張

することによって，リンク移動時間の共分散を計算する手法を提案する．提案する手法では，

2 つの確率的リンク移動時間の積の平均を計算することで，2変数のリスクプレミアムを定

義している．数値計算として，テストネットワークを用いて提案する手法を実証する． 

 

第 4 章は以下に示す研究をまとめたものである． 

• Tani, R., Kato, T., and Uchida, K. (2020). A method for structuring stochastic travel time by using 

risk premiums of stochastic link flow. Transportmetrica A: Transport Science. 

• Tani, R., Kato, T., and Uchida, K. (2018). A method for representing variability of travel time 

based on stochastic link flow. The 23rd International Conference on Transportation Studies, Hong 

Kong, December 2018. 

• 峪龍一，内田賢悦，リンク交通量に基づく移動時間信頼性の評価手法，第 57 回土木計

画学研究発表会，東京都，2018 年 6 月. 

 

4.1 はじめに 

本章では，リンク交通量とリンク移動時間の確率的相関が存在する，一般的な場合にお

いて，リンク移動時間の不確実性を確定的なリンク交通量の増分として定量化する方法を

説明する．本章で提案する手法では，金融経済学における確実性等価とリスクプレミアムの

概念を，道路ネットワークの分析に適用する．確実性等価とリスクプレミアムの概念に基づ

いて，確率的リンク交通量のリンク移動時間に対するリスクプレミアムを用いて，移動時間

と移動時間の不確実性に対する運転者の不便度を定義する．本章では，リンク移動時間の共

分散に相当するリスクプレミアムを定義するために，従来，金融経済学で提案されてきた確

実性等価とリスクプレミアムの定義を，交通ネットワーク解析の文脈で解釈できるように

発展させた．また，本章で提示するネットワークの不確実性を評価する手法を用いて，各リ

ンクがネットワーク全体の不確実性に対する寄与を定義する．これにより，確率的リンク交
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通量の平均とリンク移動時間に対するリスクプレミアムを用いて，リンク移動時間の相関

が存在する場合の運転者の不便度を定量化することが可能となる． 

本章の概要は以下の通りである．4.2 では，確率的な交通流と確率的な移動時間を定式化

し，確率的なリンク移動時間の平均と分散共分散に相当するリンク交通量のリスクプレミ

アムを示す．4.3では，4.2で提案したモデルを，簡単な例とテストネットワークの両方を用

いて実証する．4.4では，第 4 章を小括し，今後の研究における展望を示す． 

 

4.2 定式化 

4.2 では，確率的リンク移動時間と確率的リンク交通量の平均と分散共分散を，確実性

等価・リスクプレミアムの概念に基づいて定式化する．以下に本章で使用する記号を紹介す

る．なお, 大文字は確率変数あるいは集合, 小文字は確定変数あるいは集合の要素である． 

W OD ペアの集合 

w OD ペア w，𝑤 ∈ 𝑊 

𝑄𝑤 OD ペア w の交通需要 

𝑞𝑤 OD ペア w の交通需要の平均 

𝑐𝑣𝑤 OD ペア w の交通需要の変動係数 

𝐾𝑤 OD ペア w の間の経路集合 

k 経路 k, 𝑘 ∈ 𝐾𝑤 

𝐹𝑘
𝑤 OD ペア w の間の経路 kの交通量  

𝑓𝑘
𝑤 OD ペア w の間の経路 kの交通量の平均 

𝐴 リンクの集合 

𝑎 リンク a, 𝑎 ∈ 𝐴 

𝑉𝑎 リンク a の交通量 

𝑣𝑎 リンク a の交通量の平均 

𝑡𝑎(⋅) リンク a の移動時間関数 

𝑡𝑎
0 リンク a の自由走行時間 

𝛼𝑎 , 𝑛𝑎 リンク a の移動時間関数のパラメータ 

𝑐𝑎 リンク a の交通容量 

𝜀𝑎 リンク a の交通量の誤差項 

𝜋𝑎 リンク a の移動時間の平均に対応するリスクプレミアム 

𝑣𝑎
0 リンク a のリンク交通量の確実性等価 

𝜋̂𝑎|𝑏 リンク a と b の間のリンク移動時間の共分散に対応する，リンク a に関するリ

スクプレミアム 

𝑇𝑎 リンク a の移動時間 

π̂𝑎,𝑏 リンク aと b の間のリンク移動時間の共分散に対応するリスクプレミアムの組 
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ΣT リンク移動時間の分散共分散行列 

ΣV リンク交通量の分散共分散行列 

𝑝𝑤
𝑘  運転者が OD ペア w の間で，経路 kを選択する確率 

𝜂𝑤
𝑘  OD ペア w の間の経路 kの移動費用 

 

4.2.1 交通流の定式化 

 

確率的交通需要を仮定する．なお，4.2.1 における交通流の定式化は，2.1.1の基本モデ

ルと同様に，確率的交通需要の分布形状には依らない．しかし，経路交通量あるいはリンク

交通量の分布形状を一致させると，今後の議論が簡単になるため，OD 交通需要は正規分布

などの加法性のある確率分布に従うものと仮定する．OD ペア w の交通需要の平均は𝑞𝑤 =

𝐸[𝑄𝑤]である．なお，𝑄𝑤 は OD ペア w の確率的交通需要を表すものとする．変動係数を𝑐𝑣𝑤

とすると分散はvar[𝑄𝑤] = (𝑐𝑣𝑤 ⋅ 𝑞𝑤)
2と表される．OD 交通需要はその OD ペア間に属する

すべての経路交通量の総和である． 

 𝑄𝑤 = ∑ 𝐹𝑘
𝑤

𝑘∈𝐾𝑤 ∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-1) 

確率的リンク交通量𝑉𝑎はリンク aを通過するすべての経路交通量の総和である． 

𝑉𝑎 = ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐹𝑘
𝑤

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

∀𝑎 ∈ 𝐴 
(4-2) 

 

ここで，𝛿𝑤,𝑘,𝑎 は OD ペア w に属する経路 k がリンク aを通過するとき 1 を，それ以外のと

きは 0 をとる変数である．OD ペア w の交通需要の平均𝑞𝑤 は OD ペア間に属するすべての

経路交通量の平均𝑓𝑘
𝑤 = 𝐸[𝐹𝑘

𝑤]の和である．なお，経路交通量の平均は常に非負である． 

𝑞𝑤 = ∑ 𝑓𝑘
𝑤

𝑘∈𝐾𝑤

∀𝑤 ∈ 𝑊 
(4-3) 

 𝑓𝑘
𝑤 ≥ 0∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , 𝑤 ∈ 𝑊 (4-4) 

リンク交通量の平均𝑣𝑎 = 𝐸[𝑉𝑎]はリンク aを通過するすべての経路交通量の平均の総和であ

る． 

𝑣𝑎 = ∑ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑓𝑘
𝑤

𝑘∈𝐾𝑤𝑤∈𝑊

∀𝑎 ∈ 𝐴 
(4-5) 

   

4.2.2 交通量の確実性等価 

 

4.2.2 では，金融経済学において確立した，確実性等価とリスクプレミアムの概念を，

確率的リンク交通量と確率的リンク移動時間との関係に適用する．簡単な例として，確率変

数 X（金融経済学ではポートフォリオの収益などに相当する；池田，2000）と効用関数𝑢(𝑋)

を考える．期待効用を以下のように表す． 

 𝐸[𝑢(𝑋)] = 𝑢(𝑥𝑜) (4-6) 
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ここで，𝑥0は効用関数𝑢(𝑋)に対する確率変数 X の確実性等価である．換言すれば，確実性

等価とは，効用関数に関して，期待効用を返す確定的な引数のことである．この関係を，リ

ンク移動時間とリンク交通量の関係に適用すると，リンクコスト関数に対して，その平均を

返す，確定的なリンク交通量を得る．なお，本章ではリンクコスト関数として BPR 関数を

採用するものとする．(Bureau of Public Roads, 1964) 

 𝑡𝑎(𝑣𝑎) = 𝑡𝑎
𝑜 ⋅ (1 + 𝛼𝑎 ⋅ (

𝑣𝑎

𝑐𝑎
)
𝑛𝑎
)∀𝑎 ∈ 𝐴 (4-7) 

ここで，𝑐𝑎と𝑡𝑎
𝑜はそれぞれリンク交通容量と自由走行時間である．α𝑎と𝑛𝑎は BPR 関数のパ

ラメータである．BPR 関数においては通常，移動時間および交通量は確定的に扱われる．し

かし，第 2 章で言及したように本論文では，リンク交通量およびリンク移動時間はそれぞれ

確率変数として扱われる（Lam et al., 2008; Uchida, 2014)． 

 𝑡𝑎(𝑉𝑎) = 𝑡𝑎
𝑜 ⋅ (1 + 𝛼𝑎 ⋅ (

𝑉𝑎

𝑐𝑎
)
𝑛𝑎
)∀𝑎 ∈ 𝐴 (4-8) 

なお，本論文では簡単のため，確定的なリンク交通容量を考える．第 2 章では，交通需要が

従う様々な確率分布が既存研究において検討されてきたことを示した．本章では，対数正規

分布に従う交通需要を仮定した．本章ではリスクプレミアムに関する定式化の説明を容易

とするため，正規分布に従う交通需要を仮定して議論を進める．背景の詳細については 4.2.5

の最後で説明する． 

確率的リンク交通量𝑉𝑎は確定項𝑣𝑎 と確率項𝜀𝑎で構成される．このとき，リンク交通量

のリスクプレミアム𝜋𝑎はリンク交通量の確実性等価と平均を用いて，以下のように定義さ

れる． 

 𝜋𝑎 = 𝑣𝑎
𝑜 − 𝑣𝑎∀𝑎 ∈ 𝐴 (4-9) 

ここで，𝑣𝑎
0はリンク交通量の確実性等価である．この確実性等価を用いて，リンク移動時間

の平均は以下のように再定義される． 

 𝐸[𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜀𝑎)] = 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)∀𝑎 ∈ 𝐴 (4-10) 

上式の両辺に対して，1次のテイラー級数近似をそれぞれ施すと，以下のようになる． 

𝐸[𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜀𝑎)] ≈ 𝐸 [𝑡𝑎(𝑣𝑎) +
1

2
𝑡𝑎
(2)(𝑣𝑎) ⋅ 𝜀𝑎

2] 

= 𝑡𝑎(𝑣𝑎) +
1

2
𝑡𝑎
(2)
(𝑣𝑎) ⋅ 𝑣𝑎𝑟[𝑉𝑎] ∀𝑎 ∈ 𝐴 

(4-11) 

 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎) ≈ 𝑡𝑎(𝑣𝑎) + 𝑡𝑎
(1)
(𝑣𝑎) ⋅ 𝜋𝑎∀𝑎 ∈ 𝐴 (4-12) 

ここで，𝑡𝑎
(𝑛)はリンク移動時間をリンク交通量の平均に関して n階微分したことを意味する．

(4-11)ではリンク交通量が正規分布に従うと仮定している．正規分布では，2 次よりも高次

元のモーメントは無視できるほど小さいため，2 次よりも高次元の項を考慮する必要はない．

また，(4-10)の右辺は(4-12)のように線形近似されているものと仮定する．上記の 2つの近似

式から，平均リンク交通量のリスクプレミアムに関する線形の方程式が導出される．(4-10)-
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(4-12)を解くことで，リンク交通量のリスクプレミアムは閉形式として近似的に定義される． 

𝜋𝑎 =
1

2

𝑡𝑎
(2)
(𝑣𝑎)

𝑡𝑎
(1)
(𝑣𝑎)

𝑣𝑎𝑟[ 𝑉𝑎]∀𝑎 ∈ 𝐴 
(4-13) 

(4-9)と(4-13)によると，リンク交通量の確実性等価はリンク交通量の平均とリスクプレミア

ムを用いて以下のように表現される． 

𝑣𝑎
𝑜 = 𝑣𝑎 + 𝜋𝑎 

= 𝑣𝑎 +
1

2

𝑡𝑎
(2)
(𝑣𝑎)

𝑡𝑎
(1)
(𝑣𝑎)

𝑣𝑎𝑟[ 𝑉𝑎]∀𝑎 ∈ 𝐴 

(4-14) 

リンク交通量の確実性等価は，リンクコスト関数のパラメータとリンク交通量の平均と分

散によって決まる．上記の議論は Pratt(1964)の内容に基づいている．リンク交通量のリスク

プレミアムはリンク交通量の分散が 0 に近づくときに 0 に収束する．つまり，このときリ

ンク交通量は確定変数として収束する． 

 lim
var[𝑉𝑎]→0

𝜋𝑎 = 0 ∀𝑎 ∈ 𝐴 (4-15) 

(4-13)によって定義されるリンク交通量のリスクプレミアムは，リンク交通量に確率項が存

在することにより，リンクコスト関数において，リンク交通量の確実性等価をリンク交通量

の平均よりも大きくしていると解釈できる．図 4-1はリンク移動時間の平均とリンク交通量

の確実性等価との関係を示したものである．図 4-1 において，リンク移動時間，𝑡𝑎(𝑣𝑎)はリ

ンク交通量の平均が𝑣𝑎=1,000 [PCU/hour]であるときと解釈できる．リンク移動時間の平均は

E[𝑡𝑎(𝑉𝑎)]はリンク移動時間，𝑡𝑎(𝑣𝑎)よりも大きくなる．ここで，リンク交通量の確実性等価

𝑣𝑎
0は𝐸[𝑡𝑎(𝑉𝑎) = 𝑡𝑎(𝑣𝑎

0)]に従って計算される．したがって，リンク移動時間の平均を求めると

きを考えると，リンク交通量のリスクプレミアム，𝜋𝑎はリンク交通量の平均に対する追加的

なリンク交通量であると解釈できる． 

 

  

図 4-1 リンク移動時間の平均とリンク交通量のリスクプレミアムの関係 

 

一般に金融経済学において，効用関数と確率分布するポートフォリオの収益との関係
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から，Pratt (1964)に基づくリスクプレミアムを導出するためには，次の 2 つの条件のいずれ

かを満たす必要がある（池田，2000）． 

 

・効用関数が２次関数である． 

・ポートフォリオの収益が楕円分布に従う． 

 

上の 2 つの条件をリンク交通量とリンク移動時間の関係にあてはめると，既存研究におい

てリンクコスト関数は 2 次以上の次数であることが多く，第一の仮定を採用することは非

現実的である．そこで本論文では，確率的リンク交通量が楕円分布に従うものと仮定するこ

とによって，上の条件を満たすものとする．多くの既存研究（例えば Shao et al.,2006; Lam 

et al.,2008; Uchida, 2014)では，リンク交通量は楕円分布の典型例である正規分布に従うと仮

定している．正規分布を仮定することで，その加法性によって，交通流モデルの定式化が容

易となる．以下の議論では，正規分布に従うリンク交通量，交通需要を仮定するものとする． 

なお，単にリスクプレミアムを定義するためであれば，必ずしもリンク交通量が楕円

分布族に属する必要はない．しかし，Pratt (1964)あるいは池田(2000)においては，リスクプ

レミアムを近似的に定義し，その後の議論を容易に進めるために，ポートフォリオの収益が

正規分布あるいは楕円分布に従うことを仮定しているにすぎない．  

 

4.2.3 リンク移動時間の分散共分散行列 

 

4.2.3では，リンク移動時間の共分散に対応する，2変量リスクプレミアムを導出する．

2 変量リスクプレミアムはリンク移動時間の共分散（cov[𝑇𝑎 , 𝑇𝑏] = 𝐸[𝑇𝑎 ⋅ 𝑇𝑏] − 𝐸[𝑇𝑎] ⋅ 𝐸[𝑇𝑏]）

のうち，E[𝑇𝑎 ⋅ 𝑇𝑏]から直接的に導出される．2 変量リスクプレミアムの組（𝜋̂𝑎|𝑏と𝜋̂𝑏|𝑎）は

以下の条件を満たすように定義される． 

 𝐸[𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜀𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜀𝑏)] = 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋̂𝑏|𝑎)∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-16) 

2 変量リスクプレミアムを用いて，リンク移動時間の共分散を定義する． 

 cov[ 𝑇𝑎 , 𝑇𝑏] = 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋̂𝑏|𝑎) − 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋𝑏) (4-17) 

リンク移動時間の共分散cov[𝑇𝑎, 𝑇𝑏]が所与であるとき，2 変量リスクプレミアムの組，

(𝜋̂𝑎|𝑏, 𝜋̂𝑏|𝑎)は一意に決まらない．これは(4-17)に対応する非線形な曲線上で定義される各点

が 2 変量リスクプレミアムの候補となりうるためである．金融経済学において，同様な議論

が行われている．Duncan (1977)は 2 変量の効用関数を考えるときに，その 2 変量に対応す

るリスクプレミアムの組を特定するために，効用関数を一次近似する手法を提案している．

Duncan (1977)の手法をリンク交通量とリンク移動時間の関係に適応した例は付録 4A に示

す．Duncan (1977)の手法は簡便に 2変量リスクプレミアムの組を特定できるものの，いずれ

の各変量の不確実性がどれほど期待効用に対して影響を及ぼしているかを分析できない．

本章の問題意識に戻して考えると，リンク移動時間の共分散は 2 つのリンク交通量の不確
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実性を反映している．このとき Duncan (1977)の手法では，2 つのリンク交通量それぞれの不

確実性がどれほどリンク移動時間の共分散に反映されているのかを知ることができない．

そこで，本章では 2 変量リスクプレミアムの定義を拡張することによって，リンク移動時間

の共分散を，2 つのリンク交通量に基づくリスク要因に分解する．2 変量リスクプレミアム

に基づくリンク移動時間の共分散は以下のように書き換えられる． 

 cov[ 𝑇𝑎 , 𝑇𝑏] = (𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) + 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)) ⋅ (𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋̂𝑏|𝑎) − 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋𝑏)) 

                          −𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋̂𝑏|𝑎) + 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋𝑏)  

  (4-18) 

上に示すように，リンク移動時間の共分散は(4-18)の右側の第１項で示す積の項と，(4-18)の

右側の第 2項および第 3項で示す交差項に分解することができる．2 変量リスクプレミアム

(𝜋̂𝑎|𝑏, 𝜋̂𝑏|𝑎)
𝑇
が定義されるとき，以下の式が成り立つとする． 

 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋̂𝑏|𝑎) − 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋𝑏) = 0     ∀𝑎, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-19) 

このとき，リンク移動時間の共分散は以下のように表される． 

 cov[ 𝑇𝑎 , 𝑇𝑏] = (𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) + 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)) ⋅ (𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋̂𝑏|𝑎) − 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋𝑏)) (4-20) 

 (4-19)は，(4-17)で定義された，2 変量リスクプレミアムの実行可能領域を制約する恒等式

とみなすことができる．(4-17)，(4-19)，(4-20)の関係の幾何学的な意味を，図 4-2 を用いて

説明する．幾何学的には，２つの異なるリンク移動時間の共分散 cov[𝑇𝑎 , 𝑇𝑏]は，図 4-2 の点

Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ，Ｆで囲まれた帯状の領域の面積に対応する．(4-19)が示す条件は𝑚が 1

以上の実数であるとき，𝑂𝐶⃗⃗⃗⃗  ⃗ = 𝑚 ∙ 𝑂𝐹⃗⃗⃗⃗  ⃗であることを意味する．点 C が取りうる領域は(4-17)

で定義されており，図 4-2 では曲線として表示されている．本研究では，実行可能領域(4-

17)と(4-19)で定義された直線の交点を 2変量リスクプレミアムとして特定する． 

図 4-2 はリンク-移動時間ベースの幾何学的表現を表している．一方で図 4-3 はリスク

プレミアムベースの幾何学的表現を表している．図 4-3における(4-17)と(4-19)の交点は，図

4-2 で示す交点に対応する．図 4-2 は，リンクコスト関数に関する図 4-3 の写像として解釈

できる．Duncan(1977)の方法によるリスクプレミアムの組の解は，argmin 𝜋̂𝑎|𝑏
2 + 𝜋̂𝑏|𝑎

2 を解く

ことによって得られる．つまり，Dancan(1977)が提示した問題は実行可能領域(4-17)を制約

とする 2 次ノルム最小化問題となっている． 
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図 4-2 リンク移動時間の共分散の幾何学的な説明（移動時間に基づく説明） 

 

 

図 4-3 リンク移動時間の共分散の幾何学的な説明（リスクプレミアムに基づく説明） 

 

（4-17）のように，リンク移動時間の共分散の理論的な定義に基づいて，2 変量リスクプレ

ミアムを計算すると，大きな計算資源を必要とする．計算を簡単とするため，(4-20)で示さ

れるリンク移動時間の近似式を用いて，2変量リスクプレミアムを簡易的に定義する手法を

提案する．(4-20)で与えられたリンク移動時間の近似式を用いる．(4-16)の両辺の 1次テイラ

ー級数近似はそれぞれ以下の通りである． 

 𝐸[𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜀𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜀𝑏)] ≈ 𝑡𝑎(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏) +
1

2
𝑡𝑟(𝑼𝑎,𝑏𝜮𝑎,𝑏)∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-21) 

 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋̂𝑏) ≈ 𝑡𝑎(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏) + 𝒖𝑎,𝑏
𝑇 𝝅̂𝑎,𝑏∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-22) 

ここで，各種ベクトル・行列は以下のように表される． 
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 𝒖𝑎,𝑏 = 𝛻(𝑡𝑎(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏)) = [
𝑡𝑎
(1)
(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏)

𝑡𝑎(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏
(1)
(𝑣𝑏)

] ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-23) 

 π̂𝑎,𝑏 = [
𝜋̂𝑎|𝑏
𝜋̂𝑏|𝑎

]   ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴   (4-24) 

 

𝑼𝑎,𝑏 = 𝛻
2(𝑡𝑎(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏)) 

= [
𝑡𝑎
(2)
(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏) 𝑡𝑎

(1)
(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏

(1)
(𝑣𝑏)

𝑡𝑏
(1)
(𝑣𝑏) ⋅ 𝑡𝑎

(1)
(𝑣𝑎) 𝑡𝑎(𝑣𝑎) ⋅ 𝑡𝑏

(2)
(𝑣𝑏)

] ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(4-25) 

 𝜮𝑎,𝑏 = [
𝑣𝑎𝑟[𝑉𝑎] 𝑐𝑜𝑣[𝑉𝑎 , 𝑉𝑏]

𝑐𝑜𝑣[𝑉𝑎 , 𝑉𝑏] 𝑣𝑎𝑟[𝑉𝑏]
]∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-26) 

(4-23)と(4-25)における∇は偏微分の操作を表し，[𝜕/𝜕𝑣𝑎, 𝜕/𝜕𝑣𝑏 ]
𝑇のように定義される．(4-

10)-(4-12)と同様に，２次元以上の項は無視できるほど小さいことから，(4-16)の両辺に対し

て 2 次のテイラー級数近似を施す．Duncan (1977)の手法を適用すると，2 変量リスクプレミ

アムは以下に示す式の解として定義される． 

u𝑎,𝑏
𝑇 𝜋̂𝑎,𝑏 −

1

2
𝑡𝑟(U𝑎,𝑏Σ𝑎,𝑏) = 0   ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(4-27) 

(4-27)は 2 変量リスクプレミアムの組の集合を表しており，2 変量リスクプレミアムの組は

特定されない．Duncan (1977) は一般化逆行列を用いてこれを特定している．図 4-3 に示す

ように，Duncan (1977)の方法は，原点と式(4-27)で表される解の集合との間の２次ノルムを

幾何学的に最小化することによって，２変量リスクプレミアムを特定する．この方法は簡便

であるものの，得られた２変量リスクプレミアムの組を解釈するための理論的な背景を持

たない．そこで，提案モデルでは，幾何学的解釈が可能になるように，2 変量リスクプレミ

アムの組を特定する．(4-19)と(4-27)で示される非線形連立方程式系を解くことによって，リ

ンク移動時間の分散共分散行列は次のように表される． 

 ΣT = 𝑋T
+ ∘ 𝑋T

+ (4-28)  

𝑋T
+と𝑋T

+，そしてそれぞれの成分は以下の通りである． 

 XT
+ = [

𝑋1|1
+ ⋯ 𝑋1||𝐴|

+

⋮ ⋱ ⋮
𝑋|𝐴||1
+ ⋯ 𝑋|𝐴|||𝐴|

+
] (4-29) 

 XT
− = [

𝑋1|1
− ⋯ 𝑋|𝐴||1

−

⋮ ⋱ ⋮
𝑋1||𝐴|
− ⋯ 𝑋|𝐴|||𝐴|

−
] (4-30) 

 𝑋𝑎|𝑏
+ = 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) + 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)∀𝑎, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-31) 

 𝑋𝑎|𝑏
− = 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) − 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)∀𝑎, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-32) 

𝐴 ∘ 𝐵 (∀𝐴, 𝐵 ∈ ℝ𝑛×𝑛)は，2 つの行列 A と B のハダマード積を意味する．分散共分散行列の

各要素は，2つのリスク成分，すなわち，𝑋𝑎|𝑏
+ と𝑋𝑏|𝑎

−   (または𝑋𝑎|𝑏
− と𝑋𝑏|𝑎

+ ) (∀𝑎, 𝑏 ∈ 𝐴)の積と
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して表される．この形式は，リンク移動時間の共分散を，2 辺が𝑋𝑎|𝑏
+ と𝑋𝑏|𝑎

− ，または𝑋𝑎|𝑏
− と

𝑋𝑏|𝑎
+ で与えられる矩形の面積で表すことができることを意味する． 

これまでの一連の定式化によって，リスクプレミアムと 2 変量リスクプレミアムは，上

記のように確率的リンク移動時間の積の平均と平均に対応して構造化される．リスクプレ

ミアムと 2 変量リスクプレミアムを構造化することで，道路ネットワーク全体のリスクを

リンクベースの指標で測定することができる．金融リスク管理の分野では，ポートフォリオ

リスクはリスク要因の変動に依存する．本章では，ポートフォリオリスクとリスク要因がそ

れぞれ確率的な総移動時間と確率的交通量に対応することを前提としている．この議論の

詳細は付録 4B で述べる．なお，(4-31)と(4-32)より，risk component 行列とリンク移動時間

の平均𝑣𝑎，リンク移動時間の平均に対応するリスクプレミアム𝜋𝑎そしてリンクコスト関数

が所与であるとき，π̂𝑎|𝑏 (∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴)は一意に求まる． 

上記で定義したリスクプレミアムと 2 変量リスクプレミアムを用いて，リンク移動時

間の平均と分散共分散，経路移動時間の平均と分散はそれぞれ以下のように定義される． 

 𝐸[𝑇𝑎] = 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)∀𝑎 ∈ 𝐴 (4-33) 

 𝑐𝑜𝑣[𝑇𝑎 , 𝑇𝑏] = 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑏) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋̂𝑏|𝑎) − 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎) ⋅ 𝑡𝑏(𝑣𝑏 + 𝜋𝑏)∀𝑎, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-34) 

 𝐸[𝑇𝑤,𝑘] = ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝐸[𝑇𝑎]𝑘∈𝐾𝑤 ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , ∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-35) 

var[𝑇𝑤,𝑘] = var [ ∑ 𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝑇𝑎
𝑘∈𝐾𝑤

] 

=∑∑𝛿𝑤,𝑘,𝑎 ⋅ 𝛿𝑤,𝑘,𝑏 ⋅ cov[𝑇𝑎, 𝑇𝑏]

𝑏∈𝐴𝑎∈𝐴

   ∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , ∀𝑤 ∈ 𝑊 

  (4-36) 

 

4.3 数値計算 

提案する手法を実証するために，道路ネットワークが 2 つのリンクで構成される例と

テストネットワークを用いて数値計算を行った結果を示す． 

 

4.3.1 2 リンクの例 

 

簡単な例として，リンク交通量の平均と分散共分散行列を  v = [1000, 800]𝑇，Σv =

𝑐𝑣2 ⋅ [
10002 𝜌 ⋅ 1000 ⋅ 800

𝜌 ⋅ 1000 ⋅ 800 8002
]とする．なお，リンク交通量の変動係数 cv と相関係数

ρ はそれぞれ 0.5 と 0.2 とする．BPR 関数𝑡0𝑖, α, 𝑛, 𝑐𝑖 (𝑖 ∈ {1, 2}) のカリブレーションパ

ラメータをそれぞれ 0.05, 2, 6, 1000 とした．リンク移動時間の平均に対応するリスクプレ
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ミアムを𝛑𝑇 = (80, 100)𝑇とする． 

 

図 4-4 2 変量リスクプレミアム 

 

図 4-4は，(4-17)，(4-19)，(4-27)で示される，2 変量リスクプレミアムについての３つの領域

を示している．図 4-4 の実線①は(4-17)で示した曲線である．点線②，③はそれぞれ(4-27)，

(4-19)で示した曲線である．2 変量リスクプレミアムの集合は，(4-19)と(4-27)からなる非線

形連立方程式系を解くことで特定される．例えば，cov[𝑇1, 𝑇2]またはcov[𝑇2, 𝑇1]に対応する二

変量リスクプレミアムの集合は，(4-19)と(4-27)で示される非線形連立方程式系を解くこと

により，π̂ = [97.3, 113.6]𝑇として計算される．リンク移動時間の分散共分散行列とそれに対

応する 2 つの行列XT
+, XT

−をそれぞれ以下のように求める． 

 𝜮𝑻 = [
0.0023 0.0027
0.0027 0.0508

] (4-37)  

 𝑿𝑻
+ = [

𝑋1|1
+ 𝑋1|2

+

𝑋2|1
+ 𝑋2|2

+ ] = [
0.2044 0.1986
0.4679 0.5471

] (4-38) 

 𝑿𝑻
− = [

𝑋1|1
− 𝑋2|1

−

𝑋1|2
− 𝑋2|2

− ] = [
0.0115 0.0136
0.0058 0.0928

] (4-39) 

(4-37)のリンク移動時間の分散共分散は，(4-11)の右辺と(4-21)の右辺をそれぞれ用いて，テ

イラー級数近似により算出する．(4-38), (4-39)の結果は，上記で指定した(4-29), (4-30)とπ̂を

用いて直接計算できる．上記の方法で求められた 2変量リスクプレミアムの組を図 4-4にお

ける十字印によって示す． 
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4.3.2 テストネットワークにおける数値計算 

 

テストネットワークにおいて交通量配分したリンク交通量とリンク移動時間の結果を

用いて，risk component 行列を導出する過程を示す．提案したモデルを Nguen and Dupuis 

(1984)が使用したテストネットワークを用いて実証する．このテストネットワークにおいて

交通量配分計算を実施し，得られたリンク交通量とリンク移動時間を用いて，リンク移動時

間の平均に対応するリスクプレミアムのベクトルと，その分散共分散行列に対応する 2 変

量リスクプレミアムの行列をそれぞれ計算する．テストネットワークは，4 つの OD ペア，

25 の経路，19のリンクから構成されている．OD ペアは，(1, 2)，(1, 3)，(4, 2)，(4, 3)である．

経路とリンクの組み合わせは第 3 章の表 3.5と同じである． 

各 OD ペアの交通需要の平均とその変動係数をそれぞれ 1,000[PCU/hour]と 0.2 と設定

する．BPR 関数のパラメータはすべて 3.1 と同じである．ここでは，ロジット型確率的交通

量配分モデルを定式化する．このモデルでは，経路選択確率はロジットモデルによって離散

的な確率変数として決定される．提案する手法に従って計算されるリスクプレミアムは，リ

ンク交通量の平均と分散共分散とリンクコスト関数の形状によってのみ決定される． 

リンクと経路の組み合わせは固定されており，4 つの OD 交通需要が 25 の経路に配分

されている．確率的交通配分モデルは次のような不動点問題として定式化される． 

 𝒇𝑤 = 𝑞𝑤 ⋅ 𝒑𝑤(𝜼𝑤(𝒇))∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-40) 

ここで， 

 𝑝𝑘
𝑤 =

𝑒𝑥𝑝(−𝜃⋅𝜂𝑘
𝑤)

∑𝑘∈𝑲𝒘 𝑒𝑥𝑝(−𝜃⋅𝜂𝑘
𝑤)
∀𝑘 ∈ 𝐾, ∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-41) 

 𝐟𝑤 = (𝑓𝑤,1,⋯ , 𝑓𝑤,|K𝑤|)   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-42) 

 𝐟 = (f1,⋯ , f|𝑊|)   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-43) 

 𝐩𝑤 = (𝑝𝑤,1,⋯ , 𝑝𝑤,|𝐾𝑤|)   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-44) 

 𝛈𝑤 = (𝜂𝑤,1,⋯ , 𝜂𝑤,|𝐾𝑤|)   ∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-45) 

運転者の認知誤差を表すパラメータ𝜃は 1である．上記の交通量配分モデルは経路ベースの

アルゴリズムによって解かれる．なお，本研究では，解の更新は逐次平均法（Sheffi, 1985）

に基づいた．運転者は経路移動時間の平均と分散を考慮して，リスク回避的な経路選択行動

をとるものとする．運転者が経路選択をする際の不効用関数は以下の通りである． 

 𝜂𝑤,𝑘 = 𝐸[𝑇𝑤,𝑘] + 𝛾 ⋅ 𝑣𝑎𝑟[ 𝑇𝑤,𝑘]∀𝑘 ∈ 𝐾𝑤 , ∀𝑤 ∈ 𝑊 (4-46) 

リスク回避の程度を表す係数γは 2 である．なお，パラメータ𝛾が０であるとき，運転者はリ

スク中立的な経路選択行動をとるものとする．パラメータγは経路移動時間の分散を不効用

に変換するための較正係数として解釈される．この不効用に関する仮定は Fosgerau and 

Engelson (2011)の議論に基づいている． 
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4.3.3 数値計算の結果 

 

数値計算の結果として得られたリンク移動時間の分散共分散行列を以下に示す．図 4-6

と図 4-7 はそれぞれリンク交通量とリンク移動時間の分散共分散行列を表している．図 4-8

と図 4-9 は(4-25)から(4-29)にかけて定義した，risk component行列（XT
+とXT

−）をそれぞれ表

している． 

  

図 4-6  リンク交通量の分散共分散行列 

 

 

図 4-7  リンク移動時間の分散共分散行列 
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図 4-8 Risk component 行列，XT
+ 

 

 

図 4-9 Risk component 行列，XT
− 

 

図 4-8と図 4-9 が示すように，risk component 行列，XT
+とXT

−の相対的な傾向は互いに等

しい．これは，(4-28)と(4-29)より，XT
+ − 𝐭𝟏𝑇 とXT

−𝑇 + 𝐭𝟏𝑇がそれぞれ等しいためである．こ

こで，𝐭はリンク移動時間の平均を表すベクトルであり，𝟏はすべての要素が一であるベクト

ルである．XT
+ − 𝐭𝟏𝑇あるいはXT

−𝑇 + 𝐭𝟏𝑇を列に沿って総和をとると，リンク移動時間の分散

共分散行列の成分に対応する各リンクの移動時間の総和を表すベクトルを得る．（図 4-10）．

ベクトルの各要素はそれぞれ∑ 𝑡𝑎 (𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑎′) 
(𝑎 ∈ 𝐴)𝑎∈𝐴 である． 
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図 4-10 リンク移動時間の分散共分散行列の成分に対応する各リンクの移動時間の総和 

 

(4-28)と(4-29)の定義により，𝑋𝑇
+ − 𝐭𝟏𝑇と𝑋𝑇

−𝑇 + 𝐭𝟏𝑇の 2つの行列はそれぞれ等しい．換言す

れば，2 つの行列は互いにそれぞれ2𝐭𝟏𝑇と−2𝐭𝟏𝑇だけ平行移動したものである．また，図

4-10 に示す，ベクトルの各成分の相対的な順序と平均リンク移動時間 tの相対的な順序は

互いに類似している．これは，𝑡𝑎 (𝑣𝑎 + 𝜋̂𝑎|𝑎′)と𝑡𝑎′ (𝑣𝑎′ + 𝜋̂𝑎′|𝑎)の比は，(4-19)に示すリ

ンク移動時間の平均によって決まるためである． 

 

4.4 小括 

第 4 章では，確率的リンク移動時間の平均と共分散を構造化する方法を提案した．本章

では，金融経済学において開発された確実性等価とリスクプレミアムの概念を拡張した指

標を用いて，確率的リンク移動時間の平均と共分散を再定義した．確率的な交通需要を考慮

すると，リンク交通量とリンク移動時間は多変量の確率変数として表現される．提案する手

法では，リンク移動時間の平均と共分散は，それぞれリンク交通量の平均とリスクプレミア

ム，2 変量リスクプレミアムで定義される．確率的リンク交通量のリスクプレミアムと 2 変

量リスクプレミアムは，リンクコスト関数の形状とリンク交通量の平均と分散によって定

義される．特に，2 つのリンク間の移動時間の共分散は，2 つの risk component によって分

解することができる．各 risk componentは，各リンクの交通量に対応している． 

本章で提案した手法を，テストネットワークにおける配分計算から得られたリンク交

通量とリンク移動時間それぞれの平均と分散共分散に適用した．提案する手法によって，リ

ンク移動時間の分散共分散を各リンクの risk component に分解した． 

本章で提案した手法は，交通需要の不確実性を考慮した確率均衡配分モデルの均衡制
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約を伴うネットワークデザイン問題に適用することができる．また，提案する手法を現実の

道路ネットワークで観測されたデータに適用することも主要な課題である．付録 4B におい

て，提案したリスクプレミアムの指標を用いて，各リンクの交通量と移動時間の情報から，

道路ネットワーク全体のリスク寄与度を計算する手法を示した．テストネットワークにお

いて，実際に数値計算を行い，結果を示すことも今後の課題である． 

 

付録 4A  Duncan (1977)の手法 

ここでは，Duncan (1977)の手法をネットワーク問題に適用した場合の定式化を示す．

Duncan (1977)では，リンク移動時間の共分散に対応する 2 変量リスクプレミアムの組は，

(4-24)を直接解くことによって得られる．(4-20)の Moore-Penroseの一般化逆行列を導入する

ことにより，以下に示す 2 変量リスクプレミアムの組を特定することができる． 

π̂𝑎,𝑏 =
1

2
(u𝑎,𝑏
𝑇 )

−
𝑡𝑟[U𝑎,𝑏Σ𝑎,𝑏]    ∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 

(4-A1) 

以下に示すように，(𝒖𝑎,𝑏
𝑇 )

−
 は𝒖𝑎,𝑏

𝑇 の一般化逆行列である． 

 (𝒖𝑎,𝑏
𝑇 )

−
=

𝒖𝑎,𝑏

‖𝒖𝑎,𝑏‖
2∀𝑎 ∈ 𝐴, 𝑏 ∈ 𝐴 (4-A2) 

ここで，(4-A1)の“tr”は転置操作を意味する記号である．𝐮𝑎,𝑏は非零ベクトルである．(4-A1)

のように特定される 2 変量リスクプレミアムは 2 次ノルムを最小化することによって求ま

る．各リンクペア(𝑎, 𝑏 ∈ 𝐴)に対して，上記の手法によって 2 変量リスクプレミアムを定義す

ることができる．|𝐴| × |𝐴|通りの 2 変量リスクプレミアムの組を求めたとき，それぞれの第

一成分を集めて，|𝐴| × |𝐴|の行列Π1を定義する．同様にして，それぞれの第二成分を集めて，

|𝐴| × |𝐴|の行列Π2を定義する．それぞれの行列の成分は以下の通りである． 

 Π1 = (

𝜋̂1|1 ⋯ 𝜋̂1||𝐴|
⋮ ⋱ ⋮

𝜋̂|𝐴||1 ⋯ 𝜋̂|𝐴|||𝐴|

) ,Π2 = (

𝜋̂1|1 ⋯ 𝜋̂|𝐴||1
⋮ ⋱ ⋮

𝜋̂1||𝐴| ⋯ 𝜋̂|𝐴|||𝐴|

)(= Π1
𝑇)  (4-A3) 

 

付録 4B  リスクプレミアムを用いた道路ネットワークの評価手法 

道路ネットワーク全体の総移動時間の平均は，リスクプレミアムを用いて以下のよう

に表される． 

 𝐸[𝑇𝑇] = ∑ 𝐸[𝑇𝑎] = ∑ 𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)𝑎∈𝐴𝑎∈𝐴   (4-B1) 

リンク移動時間の平均，𝑣𝑎が微小量𝛥𝑣𝑎だけ変化するとき，総移動時間の微小変化は以下の

とおりである． 

 𝛥𝐸[𝑇𝑇] = ∑ 𝑒𝑎 ⋅ 𝛥𝑣𝑎𝑎∈𝐴   (4-B2) 

ここで，𝑒𝑎はリンク交通量の平均𝑣𝑎についての総移動時間の平均E[𝑇𝑇]の感度である． 
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𝑒𝑎 =
𝜕𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)

𝜕𝑣𝑎
 

=
𝜕𝑡𝑎(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)

𝜕(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)
⋅
𝜕(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎)

𝜕𝑣𝑎
 

= 𝑡𝑎
(1)(𝑣𝑎 + 𝜋𝑎) ⋅ (1 +

𝑑𝜋𝑎
𝑑𝑣𝑎

)   ∀𝑎 ∈ 𝐴 

(4-B3) 

(4-13)より，𝑑𝜋𝑎/𝑑𝜋𝑎は以下のように導出される． 

𝑑𝜋𝑎
𝑑𝑣𝑎

=
𝑑

𝑑𝑣𝑎
(
1

2

𝑡𝑎
(2)(𝑣𝑎)

𝑡𝑎
(1)(𝑣𝑎)

𝑣𝑎𝑟[𝑉𝑎])   ∀𝑎 ∈ 𝐴 
(4-B4) 

特にリンク移動時間の分散を総交通需要の変動係数とリンク交通量の平均の積，var[𝑉𝑎] =

(𝑐𝑣 ⋅ 𝑣𝑎)
2で表す場合 (Tani and Uchida, 2018)，𝑑𝜋𝑎/𝑑𝜋𝑎は次のように表される． 

𝑑𝜋𝑎
𝑑𝑣𝑎

=
1

2
(𝑛 − 1) ⋅ 𝑐𝑣2   ∀𝑎 ∈ 𝐴 

(4-B5) 

総移動時間の分散を以下に示すようなベクトル表記で表す． 

 𝑣𝑎𝑟[𝑇𝑇] = 𝒆𝜮𝒗𝒆
𝑇 (4-B6) 

Σ𝑣はリンク交通量の分散共分散行列であり，𝑒は以下に示す感度ベクトルである． 

 𝒆 = (𝑒1,⋯ , 𝑒|𝐴|) (4-B7)  

移動時間の不確実性が総移動時間の標準偏差で測られる場合，リスクは感応度に対して線

形同次関数であるため，the Euler’s homogeneous function theoremを適用することによって，

リンク交通量の平均𝑣𝑎に関するリスク寄与度は次のように計算される． 

𝑟𝑎 =
𝜕√𝑣𝑎𝑟[𝑇𝑇]

𝜕𝑒𝑎
⋅ 𝑒𝑎 =

𝑒𝑎

√𝑣𝑎𝑟[𝑇𝑇]
⋅∑𝑒𝑎 ⋅ 𝜎𝑎𝑏
𝑏∈𝐴

∀𝑎 ∈ 𝐴 
(4-B8) 

∑𝑟𝑎
𝑎∈𝐴

= √𝑣𝑎𝑟[𝑇𝑇] 
(4-B9) 

ここで，𝜎𝑎𝑏はリンク a と b の間の交通量の共分散を意味する．同様に，移動時間の不確実

性が総移動時間の分散によって測られる場合，リスクは感度に対して 2 次同次関数である

ため，リンク交通量の平均，𝑣𝑎に関するリスク寄与度は次のように計算される． 

𝑠𝑎 =
1

2

𝜕 𝑣𝑎𝑟[𝑇𝑇]

𝜕𝑒𝑎
⋅ 𝑒𝑎 =∑𝑒𝑎 ⋅ 𝜎𝑎𝑏

𝑏∈𝐴

∀𝑎 ∈ 𝐴 
(4-B10) 

∑𝑠𝑎
𝑎∈𝐴

= 𝑣𝑎𝑟[𝑇𝑇] 
(4-B11) 

 (4-B10)を計算するためには
𝜕𝜋̂𝑎|𝑏

𝜕𝑣𝑎
と
𝜕𝜋̂𝑏|𝑎

𝜕𝑣𝑎
を陽に定義する必要がある．定義の詳細を以下に示

す．リンク交通量の平均，𝑣𝑖  (∀𝑖 ∈ A)に関して，恒等式(4-19)の一次の偏微分は以下のように

求まる． 
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𝜕𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)

𝜕𝑣𝑖
⋅ 𝑡𝑗(𝑤𝑗) + 𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖) ⋅

𝜕𝑡𝑗(𝑤𝑗)

𝜕𝑤𝑗

𝜕𝑤𝑗

𝜕𝑣𝑖
 

−
𝜕𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗)

𝜕𝑤𝑖

𝜕𝑤𝑖
𝜕𝑣𝑖

⋅ 𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗) = 0   ∀𝑖 ∈ 𝐴 

(4-B12) 

ここで， 

 𝑤𝑖 = 𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗,𝑤𝑗 = 𝑣𝑗 + 𝜋̂𝑗|𝑖    ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝐴 (4-B13) 

𝜕𝑤𝑖
𝜕𝑣𝑖

= 1 +
𝜕𝜋̂𝑖|𝑗

𝜕𝑣𝑖
,
𝜕𝑤𝑗

𝜕𝑣𝑖
=
𝜕𝜋̂𝑗|𝑖

𝜕𝑣𝑖
   ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝐴 

(4-B14) 

𝜕𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)

𝜕𝑣𝑖
= 𝑡𝑖

(1)(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖) ⋅ (1 +
𝜕𝜋𝑖
𝜕𝑣𝑖
)   ∀𝑖 ∈ 𝐴 

(4-B15) 

リンク交通量の平均に関するリンクコスト関数の逆関数を用いて，2 変量リスクプレミアム

𝜋̂𝑗|𝑖は以下のように導出される． 

𝜋̂𝑗|𝑖 = 𝑡𝑗
−1 (𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗) ⋅

𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗)

𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)
) − 𝑣𝑗 

=

(

  
 𝑐𝑗

𝑛

𝛼

(

 
 𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗) ⋅

𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗)

𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)

𝑡0,𝑗
− 1

)

 
 

)

  
 

1
𝑛

− 𝑣𝑗    ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝐴 

(4-B16) 

連鎖律によって，リンク交通量の平均に関してπ̂𝑗|𝑖を以下のように偏微分できる． 

𝜕𝜋̂𝑗|𝑖

𝜕𝑣𝑖
=
𝜕𝑡𝑗
−1(𝑢)

𝜕𝑢

𝜕𝑢

𝜕𝑣𝑖
   ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝐴 

(4-B17) 

ここで， 

𝑢 = 𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗) ⋅
𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗)

𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)
   ∀𝑖 ∈ 𝐴, 𝑗 ∈ 𝐴 

(4-B18) 

𝜕𝑡𝑗
−1(𝑢)

𝜕𝑢
=
𝑐𝑗
𝑛 ⋅ 𝑡0𝑖

𝑡0𝑗
⋅ (
𝑢

𝑐
)
𝑛

+ (
𝑐𝑗
𝑛 ⋅ 𝑡0𝑖

𝛼
⋅ (𝛼 (

𝑢

𝑐𝑗
)

𝑛

+ 1) − 1)

1
𝑛−1

   ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝐴 

(4-B19) 

𝜕𝑢

𝜕𝑣𝑖
= 𝑡𝑖

(1)(𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗) ⋅ (1 +
𝜕𝜋̂𝑖|𝑗

𝜕𝑣𝑖
) ⋅
𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗)

𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)
 

+𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗) ⋅ (
𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗)

𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)
)

(1)

   ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝐴 

(4-B20) 

𝑡𝑖
(1)(𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗) = 𝑡0𝑖 ⋅ 𝛼 ⋅ 𝑛 ⋅ 𝑐𝑖

−𝑛 ⋅ (𝑣𝑖 + 𝜋̂𝑖|𝑗)
𝑛−1
   ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝐴 (4-B21) 
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(
𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗)

𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)
)

(1)

=
𝜕

𝜕𝑣𝑖
(
𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗)

𝑡𝑖(𝑣𝑖 + 𝜋𝑖)
) 

= −
𝑡𝑗(𝑣𝑗 + 𝜋𝑗) ⋅ 𝛼 ⋅ 𝑛 ⋅ (

𝑣𝑖 + 𝜋𝑖
𝑐𝑖

)
𝑛

𝑡0𝑗 ⋅ (𝑣𝑖 + 𝜋𝑖) ⋅ (𝛼 ⋅ (
𝑣𝑖 + 𝜋𝑖
𝑐𝑖

)
𝑛

+ 1)
2 ⋅ (1 +

𝜕𝜋𝑖
𝜕𝑣𝑖
)   ∀𝑖, 𝑗 ∈ 𝐴 

(4-B22) 

(4-B12)-(4-B16)と(4-B17)-(4-B22)の線形連立方程式を解くことによって，2 変量リスクプレ

ミアム，𝜕𝜋̂𝑖|𝑗/𝜕𝑣𝑖と𝜕𝜋̂𝑗|𝑖/𝜕𝑣𝑖のリンク移動時間の平均に関する偏微分を導出できる．同様の

手順によって，
𝜕𝜋̂𝑖|𝑗

𝜕𝑣𝑗
と
𝜕𝜋̂𝑗|𝑖

𝜕𝑣𝑗
の偏微分もまた導出できる． 
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第 5 章 観測データに基づく不確実性を考慮した交通状態

の推定 

 

第 5 章では，交通感知器データとプローブカーデータの双方を用いて，確率的な経路移

動時間を推定する手法を提案する．道路ネットワーク内の各 OD ペアに対する確率的な交

通需要は，交通感知器データを用いた最尤推定によって推定される．最尤推定によって得ら

れた経路移動時間をベイズ推論における事前分布とする．この事前分布を，プローブカーか

ら観測された経路移動時間を用いて更新する．更新された経路移動時間は，経路移動時間に

関する事後分布とみなす．数値実験により，経路移動時間の推定過程を検証した． 

 

第 5 章の内容は以下に示す研究をまとめたものである． 

⚫ Tani, R., Owada, T. and Uchida, K. (2020), Path travel time estimation method by incomplete 

traffic data, International Journal of Intelligent Transportation Systems Research, 18, 43-52. 

⚫ Tani, R., Owada, T. and Uchida, K., Path travel time estimation method by incomplete traffic data, 

第 16回 ITS シンポジウム 2018，京都市，2018年 12月． 

 

5.1. はじめに 

第 5 章では，道路ネットワーク全体のうち，部分的に観測された交通データ（交通感知

器データとプローブカーデータ）を組み合わせて，道路ネットワーク全体の確率的な経路移

動時間を推定する手法を提案する．まず，Uchida(2015)や Uchida and Kato (2017)にならって

最尤推定法を用いて多変量分布型の経路移動時間を推定する．次に，プローブカーによって

観測された移動時間データを用いて，最尤推定によって求めた経路移動時間を更新する．道

路ネットワークにおいて事前に想定した経路集合のうち，ある同時間帯においてすべての

経路でプローブカーデータが収集されるわけではない．部分的に観測された経路移動時間

のデータを用いて，ベイズ推論に基づいて，経路移動時間の同時分布を更新する．本章で提

案する手法の特徴としては，感知器データとプローブカーデータの特性を考慮して，それぞ

れを組み合わせて，交通需要と移動時間の不確実性を考慮した交通量配分モデルに基づい

て，道路ネットワーク全体の交通状態を推定する点が挙げられる． 

本研究の特徴としては，ネットワーク規模での交通状態推定において，運転者の経路選

択行動を内生化している点があげられる．また，プローブカーデータを利用する上でマップ

マッチングの問題がある(例えば，Miwa et al., 2012; Liu et al., 2017)．しかし，本研究ではプ

ローブカーデータのマップマッチングはすでに行われたものと仮定する． 

本章の構成は以下の通りである．5.2 では，提案する手法で使用する表記法と仮定を示
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し，確率的な交通需要を持つ道路ネットワークにおける交通流および移動時間を定式化す

る．感知器データに基づいて推定された経路移動時間の同時分布を，プローブカーによって

観測された経路移動時間を用いて更新する手法を提案する．5.3では，テストネットワーク

において，提案する手法の検証を行う．最後に本章の結論と今後の研究の方向性を述べる． 

 

5.2. 定式化 

5.2.1 記号と仮定 

 

本章で使用した主な記号は以下の通りである．本章では，確率変数を大文字で表し，そ

のパラメータなどの確定的な変数を小文字で表す． 

 

𝐴 リンクの集合 

𝐴0 交通量が観測されたリンクの集合 

𝑊 OD ペアの集合 

𝐽𝑖 OD ペア i の間の経路の集合 

𝛿𝑎𝑗 リンク a が経路 j に含まれるとき１を，それ以外のときに０をとる変数 

𝑄𝑖 OD ペア w における確率的リンク交通量 

𝐹𝑖𝑗 OD ペア i における経路 jの交通量 

𝑉𝑎 リンク a の交通量 

𝑝𝑖𝑗 OD ペア w における経路 k を運転者が選択する確率 

𝑐𝑣 交通需要𝑄𝑖の変動係数 

𝑐𝑎 リンク a の交通容量 

𝜃(𝑎) リンク a に隣接するリンクの集合 

𝑐𝑖𝑗(𝑓) OD ペア i の経路 jにおける一般化移動費用 

 

本章では，以下の 5 つの仮定を設けている． 

1. |𝐴|本のリンクで構成される道路ネットワークにおいて，リンク交通量が観測可能な

リンクが|𝐴0|本存在する． 

2. モデルを単純化するため，確率的な OD 交通需要と確定的なリンク交通容量を仮定し

ている． 

3. 道路ネットワーク内の各 OD 交通需要は正規分布に従っており，その変動係数はすべ

ての OD ペア間で同じである． 

4. 道路ネットワーク内の経路交通量は経路選択確率と対応するOD交通需要を乗算する

ことで計算される．経路選択確率は，確率的利用者均衡配分モデルを用いて計算され

る． 
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5. 道路ネットワークにおけるリンク交通量は，リンクを通過する経路交通量の合計で表

される． 

6. リンク交通量と経路移動時間はともに多変量正規分布に従うものと仮定する． 

 

5.2.2 経路移動時間の事前分布の導出 

 

道路ネットワーク内の各リンク交通量と移動時間は，観測されたリンク交通量が確率

変数に従うと仮定して計算する．道路ネットワーク内の複数のリンクで，交通感知器によっ

て観測されたリンク交通量が，潜在的な確率変数の実現値であると仮定する．したがって，

観測されたリンク交通量を用いて尤度関数が定義される．各 OD 交通需要に関して尤度関

数を最大化することで，交通感知器によって推定されていないリンクも含めて，道路ネット

ワーク全体のリンク交通量の多変量分布を推定できる．リンク交通量が推計されると，リン

ク移動時間が解析的に求まるため，経路移動時間の多変量分布が導出される．これをベイズ

推論における事前分布として扱う． 

 

5.2.3 確率的リンク交通量 

 

OD 交通需要は確率変数であり，その平均と分散はそれぞれ𝐸[𝑄𝑖] = 𝑞𝑖とvar[𝑄𝑖] =

(𝑐𝑣 ⋅ 𝑞𝑖)
2である．経路𝑗 ∈ 𝐽𝑖の経路交通量𝐹𝑖𝑗は経路選択割合𝑝𝑖𝑗を用いて以下のように表され

る． 

𝐹𝑖𝑗 = 𝑝𝑖𝑗 ⋅ 𝑄𝑖  ∀𝑖 ∈ I, ∀𝑗 ∈ J𝑖 (5-1) 

確率的経路交通量𝐹𝑖𝑗の平均と共分散はそれぞれ𝑓𝑖𝑗 = 𝑝𝑖𝑗 ⋅ 𝑞𝑖とcov[𝐹𝑖𝑗 , 𝐹𝑖𝑘] = 𝑝𝑖𝑗 ⋅ 𝑝𝑖𝑘 ⋅ var[𝑄𝑖]

である．経路選択割合𝑝𝑖𝑗  (𝑗 ∈ 𝐽𝑖)は後述する確率的利用者均衡配分モデルによって決定され

るものとする．経路交通量の平均は以下の条件を満たすものとする． 

∑𝑓𝑖𝑗
𝑗∈𝐽𝑖

= 𝑞𝑖    ∀𝑖 ∈ I (5-2) 

経路交通量の分散は以下のように表される． 

var[𝐹𝑖𝑗] = var[𝑝𝑖𝑗 ⋅ 𝑄𝑖] = (𝑝𝑖𝑗)
2
⋅ var[𝑄𝑖] = (𝑐𝑣 ⋅ 𝑓𝑖𝑗)

2
   ∀𝑖 ∈ I, ∀𝑗 ∈ J𝑖 (5-3) 

以下に示すように，OD 交通需要の分散はその OD ペアに属する経路交通量の分散共分散の

和として表される． 
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var[𝑄𝑖] =∑var[𝐹𝑖𝑗]

𝑗

+∑∑cov[𝐹𝑖𝑗1 , 𝐹𝑖𝑗2]

𝑗2𝑗1

 

= (𝑝𝑖𝑗)
2
⋅ 𝑣𝑎𝑟[𝑄𝑖] +∑ ∑ 𝑝𝑖𝑗1 ⋅ 𝑝𝑖𝑗2

𝑗2≠𝑗1

⋅

𝑗1

𝑣𝑎𝑟[𝑄𝑖] 

= (𝑐𝑣 ⋅ 𝑞𝑖)
2 ⋅ (∑𝑝𝑖𝑗

𝑗

)

2

= (𝑐𝑣 ⋅ 𝑞𝑖)
2      ∀𝑖 ∈ I 

(5-4) 

リンク a の交通量𝑉𝑎は以下のように定義される． 

𝑉𝑎 =∑∑𝛿𝑎𝑗 ⋅ 𝐹𝑖𝑗
𝑗∈𝐽𝑖𝑖∈𝐼

  ∀𝑎 ∈ A (5-5) 

リンク交通量の平均と分散共分散はそれぞれ以下のように表される． 

𝐸[𝑉𝑎] =∑∑𝛿𝑎𝑗 ⋅ 𝑓𝑖𝑗
𝑗∈𝐽𝑖𝑖∈𝐼

 

=∑∑𝛿𝑎𝑗 ⋅ 𝑝𝑖𝑗 ⋅ 𝑞𝑖
𝑗∈𝐽𝑖𝑖∈𝐼

= 𝑣𝑎  ∀𝑎 ∈ A 

(5-6) 

cov[𝑉𝑎 , 𝑉𝑏] = var [∑∑𝛿𝑎𝑗 ⋅ 𝛿𝑏𝑗 ⋅ 𝐹𝑖𝑗
𝑗∈𝐽𝑖𝑖∈𝐼

]∀𝑎, 𝑏 ∈ A (5-7) 

𝑎 = 𝑏のとき，(7)はリンク交通量の分散となる． 

 

5.2.4 確率的移動時間 

 

リンク移動時間は BPR 関数に従って以下のように表される． 

𝑡𝑎(𝑣𝑎) = 𝑡𝑎
0 (1 + 𝛾 (

𝑣𝑎
𝑐𝑎
)
𝜆

) ∀𝑎 ∈ A (5-8) 

ここで，𝑡𝑎
𝑜は自由走行時間，γ と λ は BPR 関数のパラメータである．確率的リンク交通量に

ついての関数として，リンク移動時間を再定義すると以下のようになる． 

𝑡𝑎(𝑉𝑎) = 𝑡𝑎
0 + 𝛾̂𝑎 ⋅ (𝑉𝑎)

𝜆 ∀𝑎 ∈ A (5-9) 

ここで，𝛾̂𝑎 = 𝑡𝑎
0 ∙ 𝛾/(𝑐𝑎)

𝜆のように係数をまとめている．Uchida and Kato (2017)に従い, リン

ク移動時間は以下に示すように，リンク交通量の平均周りの m 次(m≥1)テイラー級数近似に

よって表されるものとする． 

𝑡𝑎(𝑉𝑎) =∑𝑏𝑙𝑎 ⋅ E[(𝑉𝑎 − 𝑣𝑎)
𝑙]

𝑚

𝑙=0

 ∀𝑎 ∈ A (5-10) 

ここで，𝑏𝑙𝑎はテイラー級数近似の l 次の係数である．リンク移動時間の平均は以下のよう

に表される．したがって，リンク移動時間はリンク交通量についての多項関数として表され

る． 
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E[𝑡𝑎(𝑉𝑎)] =∑𝑏𝑙𝑎 ⋅ E[(𝑉𝑎 − 𝑣𝑎)
𝑙]

𝑚

𝑙=0

 ∀𝑎 ∈ A (5-11) 

リンク移動時間の分散共分散は以下のように表される． 

cov[𝑡𝑎(𝑉𝑎), 𝑡𝑏(𝑉𝑏)] 

= ∑ ∑ 𝑏𝑙1𝑎 ⋅ 𝑏𝑙2𝑎

𝑚

𝑙2=0

𝑚

𝑙1=0

⋅ E[(𝑉𝑎 − 𝑣𝑎)
𝑙1 ⋅ (𝑉𝑏 − 𝑣𝑏)

𝑙2] − 𝐸[𝑡𝑎(𝑉𝑎)] ⋅ 𝐸[𝑡𝑏(𝑉𝑏)]  ∀𝑎, 𝑏 ∈ A 
(5-12) 

(5-12)の定式化の詳細については，Uchida and Kato (2017)を参考にされたい．以下では，簡

単のため，リンク移動時間の平均と分散・共分散をそれぞれ𝑡̂𝑎(𝜈𝑎)と𝜎𝑎
2(𝜈𝑎)，𝜎𝑎𝑏(𝜈𝑎𝑏, 𝜈𝑎 , 𝜈𝑏)

と表現するものとする．OD ペア i の経路 j における経路移動時間Ξ𝑖𝑗は以下のように表され

る． 

Ξ𝑖𝑗 =∑𝑡𝑎(𝑉𝑎)

𝑎∈𝐴

⋅ 𝛿𝑎𝑗  ∀𝑖 ∈ I, ∀𝑗 ∈ J𝑖 (5-13) 

経路移動時間𝛯𝑖𝑗の平均と分散，共分散はそれぞれ以下のように表される． 

𝜉𝑖𝑗 =∑ 𝑡̂𝑎(𝜈𝑎)

𝑎∈𝐴

⋅ 𝛿𝑎𝑗  ∀𝑖 ∈ I, ∀𝑗 ∈ J𝑖 (5-14) 

var[Ξ𝑖𝑗] = ∑𝜎𝑎
2(𝜈𝑎)

𝑎∈𝐴

⋅ 𝛿𝑎𝑗 + 2 ⋅∑ ∑ 𝛿𝑎𝑗 ⋅ 𝛿𝑏𝑗 ⋅ 𝜎𝑎𝑏
𝑏(≠𝑎)∈𝐴𝑎∈𝐴

(𝜈𝑎𝑏 , 𝜈𝑎 , 𝜈𝑏)   ∀𝑖 ∈ I, ∀𝑗 ∈ Ji (5-15) 

cov[Ξ𝑖𝑗 , Ξ𝑖𝑘  ] = cov [∑𝛿𝑎𝑗
𝑎∈𝐴

⋅ 𝑡𝑎(𝑉𝑎),∑𝛿𝑏𝑗
𝑏∈𝐴

⋅ 𝑡𝑏(𝑉𝑏)] 

=∑∑𝛿𝑎𝑗 ⋅ 𝛿𝑏𝑘 ⋅ 𝜎𝑎𝑏
𝑏∈𝐴𝑎∈𝐴

(𝜈𝑎𝑏, 𝜈𝑎 , 𝜈𝑏) ∀𝑖 ∈ I, ∀𝑗 ∈ J𝑖 , ∀𝑘 ∈ J𝑖 

(5-16) 

ここで，OD ペア𝑖の経路移動時間は，以下に示す多変量正規分布に従うものとする． 

Ξ~MVN(ξ, Σp) (5-17) 

経路移動時間の平均と分散共分散はそれぞれ以下の通りである． 

ξ = (𝜉11,⋯ , 𝜉𝑖𝑗 , ⋯ , 𝜉|𝐼|,|𝐽|)
𝑇
 

Σp = (

var[Ξ11] ⋯ cov[Ξ11, Ξ|𝐼|,|𝐽| ]

⋮ ⋱ ⋮
cov[Ξ|𝐼|,|𝐽|, Ξ11 ] ⋯ var[Ξ|𝐼|,|𝐽|]

) 

𝑇 は行列の転置操作を意味する記号である．本章で開発するモデルでは，交通感知器で観測

されたリンク交通量からネットワーク全体のリンク交通量を最尤推定によって求めてから，

ベイズ推論の概念に基づき，観測されたプローブデータを用いて，最尤推定によって得られ

た経路移動時間を更新する．通常，確率均衡配分モデルにおいては，経路移動時間は運転者

の経路選択行動においてのみ用いられるため，平均と分散（あるいは標準偏差，パーセンタ

イル値）のみがわかれば充分である．しかし，本研究では，道路ネットワーク全体における

経路移動時間の多変量分布の共分散も，プローブデータによって更新することを目的とし

ているため，経路移動時間の共分散を明示している点が特徴である． 
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上記までの定式化に従い，ロジット型の確率的利用者均衡配分モデルを構築する．交通

量配分問題は第 3 章で構築したモデルと同様に，経路交通量の平均に関する不動点問題と

して定式化する． 

𝑓𝑖𝑗 = 𝑝𝑖𝑗(𝐜(𝐟)) ⋅ 𝑞𝑖   ∀𝑖 ∈ I, ∀𝑗 ∈ J𝑖 (5-18) 

ここで，各経路の一般化費用と経路交通量の平均を表すベクトルは以下の通りである． 

𝐜 = (𝑐11(f),⋯ , 𝑐|𝐼||𝐽|𝐼||(f))
𝑇

 

𝐟 = (𝑓11, ⋯ , 𝑓|𝐼||𝐽|𝐼||)
𝑇
 

経路選択確率はロジットモデルに基づいて決まるものとする．経路選択確率𝑝𝑖𝑗は次のよう

に定義される． 

𝑝𝑖𝑗 =
exp (−𝜙𝑐𝑖𝑗)

∑ exp (−𝜙𝑐𝑖𝑗
𝐽𝑖
𝑗=1 )

 (5-19) 

(5-19)の ϕはガンベル分布の分散パラメータに対応している．ここで，経路移動コスト𝑐𝑖𝑗は，

第 3 章のモデルと同様に，以下に示される経路移動時間の平均と重み付きの分散の和とし

て定義される． 

𝑐𝑖𝑗 = 𝜉𝑖𝑗 + 𝜂 ⋅ var[Ξ𝑖𝑗] (5-20) 

ここで，(5-20)の η は経路移動時間の分散に対する運転者のリスク回避度を表している．5.24

までにおいて確率的な交通流と移動時間を定式化した．定式化の基本的な考え方は Uchida 

(2015)および Uchida and Kato (2017)に従った． 

 

5.2.5 交通感知器データ 

 

交通感知器が設定されているリンクの集合𝐴0を考える．ここでは，𝐴0の各リンクにおい

て，1時間ごとのリンク交通量が H 日間観測されたと仮定する．観測されたリンク交通量は

次のように表される． 

𝑣̂ℎ = (𝜈̂1
ℎ,⋯ , 𝜈̂|𝐴0|

ℎ )
𝑇
   ℎ = 1,⋯ ,𝐻 (5-21) 

OD 交通需要の平均𝐪は以下の通りである． 

𝐪 = (𝑞1,⋯ , 𝑞|𝐼|)
𝑇
 (5-22) 

交通量が観測されたリンクAoにおけるリンク交通量は以下の通りである． 

𝐕̂(𝐪, 𝑐𝑣) = (𝑉̂1,⋯ , 𝑉̂|𝐴0|)
𝑇
 (5-23) 

𝐕̂(𝐪, 𝑐𝑣)~MVN(v̂(𝐪, 𝑐𝑣), Σ̂(𝐪, 𝑐𝑣)) (5-24) 

上述の通り，観測リンク交通量を生成する多変量正規分布に従う潜在的なリンク交通量が

存在すると仮定している．その潜在的なリンク交通量は確率的利用者均衡配分問題を解く

ことによって得られるものと仮定している．リンクコスト関数あるいは道路ネットワーク
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の形状などの情報は外生的に与えられており，分析の仮定において変化しないものと仮定

すると，リンク交通量の平均と分散共分散は各 OD ペアにおける交通需要の平均と変動係

数によって決まることになる．ここで，観測リンク交通量の平均ベクトルと分散共分散行列

はそれぞれ以下の通りである． 

v̂(𝐪, 𝑐𝑣) = (𝑣̂1, ⋯ , 𝑣̂|𝐴0|)
𝑇 

Σ̂(𝐪, 𝑐𝑣) = (

var[𝑉̂1] ⋯ cov[𝑉̂1, 𝑉̂|𝐴0|]

⋮ ⋱ ⋮
cov[𝑉̂|𝐴0|, 𝑉̂1] ⋯ var[𝑉̂|𝐴0|]

) 

上記までの表現に基づき，観測リンク交通量についての尤度関数を以下に定義する．この対

数化された尤度関数を最大化することによって，𝐪と𝑐𝑣の両方が推定される． 

ln 𝐿̂(𝐪, 𝑐𝑣) = −
𝐻 ⋅ 𝜌

2
⋅ log( 2𝜋) −

𝐻

2
⋅ log(∏𝜆𝑖

𝜌

𝑖=1

) 

−
1

2
⋅∑(v̂ℎ
𝐻

ℎ=1

− v̂(𝐪, 𝑐𝑣))Σ̂−(𝐪, 𝑐𝑣) (v̂ℎ − v̂(𝐪, 𝑐𝑣))
𝑇
 

(5-25) 

𝐪, 𝑐𝑣の両方が推定されると，確率的な経路移動時間や確率的なリンク交通量が，確率的利

用者均衡配分モデルによって同時に推定される．したがって，上に示す尤度関数は均衡制約

を内包していることに注意が必要である．上記の関数において，λi (𝑖 = 1,⋯ , 𝜌)は行列

Σ̂(𝐪, 𝑐𝑣)およびΣ̂−(𝐪, 𝑐𝑣)の非負の固有値である．なお，Σ̂−(𝐪, 𝑐𝑣)はΣ̂Σ̂−Σ̂ = Σ̂を満たす一般化

逆行列である．したがって，この尤度関数は，観測リンク交通量の分散共分散行列Σ̂(𝐪, 𝑐𝑣)

の正則性の有無を問わず，定義できる． 

上記のフレームワークにより，観測されたリンク交通量を用いて，経路移動時間の多変

量正規分布が推定される．この経路移動時間の分布をベイズ推論における事前分布とみな

す．以下では，プローブデータを用いて事前分布としての経路移動時間分布を更新する方法

について説明する． 

 

5.2.6 経路移動時間の事後分布の推定 

 

5.2.5 で示したように，交通感知器から得られた観測リンク交通量を用いて，最尤推定

を実施し，経路移動時間の同時分布を推定する．この経路移動時間分布をベイズ推論におけ

る事前分布とみなし，プローブカーから観測された経路移動時間を尤度と仮定して，事前分

布を更新して，経路移動時間の事後分布を得る． 

現実には，すべての車両にプローブ計測器が設置されているわけではない．したがって，

ある時間帯における，道路ネットワーク全体の経路移動時間を観測することは難しい．プロ

ーブカーによる観測データの取得が限定的であるという前提に基づいて，道路ネットワー

ク全体の経路移動時間を可能な限り広範囲に推定する方法が必要とされる．そのため，道路
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ネットワーク全体のうち，部分的に観測された経路移動時間のデータセットに基づき，事前

分布を逐次的に更新する手法が求められる．そこで，本章では Dominici et al. (2000)で提案

された手法を経路移動時間の事前分布を更新する過程に適用する． 

 

5.2.7 観測データに基づく経路移動時間の更新 

 

Dominici et al. (2000)は，不完全な観測データを尤度として用いた事後分布の推定方法を

提案しており，本章ではこの方法に従うものとする．本章では，事前分布が多変量正規分布

に従うため，多変量正規分布の共役性によって，得られる事後分布も多変量正規分布に従う．

本章では，経路移動時間の事前分布の分散共分散行列が既知であると仮定する．そして，経

路移動時間の平均をベイズ推論に基づいて更新する．経路移動時間の事後分布の平均パラ

メータは次のように定義される． 

𝚵̃~MVN(ξ, 𝚺p) (5-26) 

ξ~MVN(𝐦̃, 𝐁̃) (5-27) 

where 

𝐁̃ = (∑(𝑞𝑔 + 𝑛𝑔)𝑀𝑔
𝑇(𝑀𝑔Σ𝑝𝑀𝑔

𝑇)
−1
𝑀𝑔

𝐺

𝑔=0

)

−1

 

𝐦̃ = 𝐁̃∑(𝑞𝑔 + 𝑛𝑔)𝑀𝑔
𝑇(𝑀𝑔Σ𝑝𝑀𝑔

𝑇)
−1
𝑀𝑔𝑀𝑔

𝑇𝑚𝑔

𝐺

g=0

 

Σpは，経路移動時間の事前分布の分散共分散行列である．本章では，分散共分散行列は既知

であると仮定する．したがって，提案する手法では経路移動時間の平均のみを推定すること

になる．添え字の𝑔はデータグループ1 ≦ 𝑔 ≦ 𝐺の識別子である．𝐺は𝐺 ≦ 𝑛（𝑛：観測グルー

プの総数）を満たすグループの最大数である．データグループ𝑔における𝑞𝑔は事前分布の精

度に対応する指標であり，𝑛𝑔はデータグループ𝑔に含まれるデータ数である．𝑀𝑔は，各グル

ープの観測データに対応して，経路移動時間の平均と分散共分散行列の両方の次元を縮小

するための行列である．例えば，対象とする経路数が 3であり，グループ𝑔に経路 1 と経路

2 の交通量のみが観測されている場合，次元縮小行列，𝑀𝑔は次のように表される． 

M𝑔 = (
1 0 0
0 1 0

)  

ハイパーパラメータ𝐦̃𝑔は以下のように表されるものとする． 

𝐦̃𝑔 =
𝑞𝑔a𝑔 + 𝑛𝑔m𝑔

𝑞𝑔 + 𝑛𝑔
 (5-28) 

ハイパーパラメータ𝐦̃𝑔に関連する各種パラメータは以下のように表される． 
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a𝑔 = 𝐌𝑔ξ,  𝐦𝑔 =
1

𝑛𝑔
∑ 𝐌𝑔ξ̂𝑘𝑔𝑘𝑔  

𝛏̂𝑘𝑔 = (ξ̂𝑘𝑔
1 ,⋯ , ξ̂𝑘𝑔

|𝑃|
)
𝑇
は観測された経路移動時間のベクトルである．ここで，|𝑃|は道路ネット

ワーク中の経路数である．𝑘𝑔はグループ𝑔のデータ番号を意味する添字である．データセッ

トは𝐺個のグループに分割されている．各グループには，観測された経路移動時間が複数存

在する．そのため，𝑘𝑔によって個別の経路移動時間を区別する．上記の定式化の詳細につい

ては Dominici et al. (2000)を参照されたい． 

 

5.3  数値計算 

5.3.1  設定 

 

ここでは，提案する手法を，図 5-1に示す Sioux-Falls ネットワーク（LeBlanc et al., 1975）

に適用する．なお，本章における数値計算では，テストネットワークの各ノード間は 1本の

有向グラフによって結ばれているものとする．したがって，テストネットワークは，38 本

の有向リンクと 24個のノードから構成されている．本数値計算では，ノード１からノード

18 までと，ノード 12 からノード 20 までの 2 組の OD ペアを想定する．各 OD ペアは，表

5-1 に示すように，3 つの経路を有するものとする．各 OD ペアの経路数は，処理の簡略化

と数値計算結果の簡略化のために制限している． 

 

 

図 5-1  テストネットワーク 
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表 5-1  OD 交通需要と経路 

OD ペア 経路番号 経路-リンク組み合わせ 

 

1:1→18  

1 1→3→10→12→15 

2 2→4→5→9→11→12→15 

3 2→7→16→17→18→19 

 

2:12 →20 

4 16→17→23→25→34 

5 16→21→26→29→33 

6 20→36→37→38 

 

各 OD 交通需要の変動係数𝑐𝑣を 0.1 とする．リンク移動時間は，BPR 関数(5-8)によって計算

される．ここでは，簡単のために，(5-8)を次のように書き換える． 

𝑡𝑎(𝑣𝑎) = 𝛼𝑎 + 𝛽𝑎 (
𝑣𝑎
𝑐𝑎
)
𝜆

 ∀𝑎 ∈ A (5-29) 

ここで，α＝𝑡𝑎
0 ⋅ 𝛾𝑎，𝛽𝑎＝𝑡𝑎

0 ⋅ 𝛾𝑎とする．道路ネットワークの各リンクのパラメータ𝛽𝑎と𝑐𝑎を

それぞれ 0.1 と 100 とする．表 5-2 に示すように，道路ネットワーク内の 4 本のリンクでリ

ンク交通量が 10 回観測された状況を仮定する． 

 

表 5-2  観測リンク交通量 

リンク交通量 [pcu/hour] 

リンク 1 リンク 2 リンク 16 リンク 20 

96 170 186 52 

93 168 205 47 

78 165 189 41 

81 160 211 44 

103 142 191 42 

83 146 183 58 

102 144 207 48 

79 159 192 60 

91 149 201 59 

76 157 189 46 

 

本章では，6.3節で提案したフレームワークを適用し，観測されたリンク交通量と上記のパ

ラメータの両方を用いて, 経路の移動時間の事前分布を計算する．2 つの OD 交通需要の平

均は(𝑞1,𝑞2)=(242.5,168.2)と推定された．推定された OD 交通需要に基づき，交通量配分を行

うと経路移動時間の分布を得る．得られた経路移動時間の平均ベクトルと分散共分散行列
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を以下に示す． 

𝛍 = (79.8 80.1 80.1 71.6 71.4 71.8) 

𝚺𝐩 =

(

  
 

2.978
2.074
0.111
0
0
0

2.074
2.488
0.637
0.113
0.068
0

0.111
0.637
2.323
1.419
1.075
0

0
0.113
1.409
1.208
0.914
0

0
0.068
1.075
0.915
1.093
0

0
0
0
0
0

0.122)

  
 

 

 

5.3.2  観測経路移動時間を用いた推定 

 

5.3.2では，観測された経路移動時間を用いて，5.3.1 における最尤推定によって求めた

経路移動時間の事前分布を更新し，経路移動時間の事後分布を推定する．表 5-3に観測され

た経路移動時間の例を示す．表 5-3 に示す観測された経路移動時間を用いて，経路移動時間

の事後分布を推定する．観測された経路移動時間は 3 つのグループに分けられる．グループ

1 では，経路 1 と経路 4 で移動時間が 2 回観測される．グループ 2 では，経路 2 と経路 4で

移動時間が 2 回観測される．グループ 3 では，経路 3，経路 5，経路 6 で移動時間が 3回観

測される．各グループの経路移動時間は，同一期間に同時に観測されたものとする．表 5-3

の各グループでは，いずれかの経路において移動時間が観測されていない．しかし，3 つの

グループにおいて，各経路の移動時間は少なくとも１回は観測されている． 

 

表 5-3  観測経路移動時間のサンプル 

グループ 経路番号 
 

1 2 3 4 5 6 

1 72 - - 81 - - 

2 - 78 - 69 - - 

3 - - 86 - 85 87 

 

経路移動時間の平均の事後分布のハイパーパラメータはそれぞれ以下の通りである． 

𝐦̃ = (75.4 77.0 83.0 75.7 79.7 81.9) 

𝐁̃ =

(

  
 

0.815
0.323
−0.038
0.007
−0.006
0

0.323
0.651
0.119
−0.002
0.027
0

−0.038
0.119
0.495
0.170
0.187
0

0.007
−0.002
0.170
0.195
0.108
0

−0.006
0.027
0.187
0.108
0.255
0

0
0
0
0
0

0.041)
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図 5-2  経路移動時間の平均 (上: OD ペア 1; 下: OD ペア 2) 

 

図 5-2は，経路移動時間の事前分布と事後分布の両方を示している．経路移動時間の事前分

布は実線，事後分布は破線で示している．OD ペア 1 では青線が経路 2, 緑線が経路 3 を表

す．OD ペア 2 では青線が経路 4，緑線が経路 5を表す．経路 3 と経路 5の観測された移動

時間は，対応する経路移動時間の平均の事前分布よりも大きいため，これらの経路移動時間

の事後分布の平均は，対応する事前分布の平均よりも大きくなる． 

次に，一部の経路移動時間が観測されていない例における数値計算の結果を示す．表 5-

4 に観測経路移動時間のサンプルを示す．表 5-4の観測サンプルを用いて，経路移動時間の

事後分布を推定する．観測された経路移動時間は 2 つのグループに分かれている．グループ

1 では，経路 1 と経路 4 で移動時間が 2 回観測されている．グループ 2 では，経路 2と経路

4 で移動時間が 2 回観測されている．各グループの経路移動時間は，同一期間に同時に観測

されたものと仮定している．表 5-4 では，道路ネットワーク内の全ての経路移動時間が同時

に観測されるグループは存在していない．また，経路 3，経路 5，経路 6の移動時間はいず

れのグループにおいても観測されていない． 

 

表 5-4  観測経路移動時間のサンプル 

グループ 経路番号 
 

1 2 3 4 5 6 

1 72 - - 81 - - 

2 - 78 - 69 - - 

 

経路移動時間の平均の事後分布のハイパーパラメータをそれぞれ以下に示す． 
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𝐦̃′ = (75.1 77.7 83.4 74.3 73.4 71.8) 

𝐁′
̃

=

(

  
 

0.819
0.311
−0.077
−0.000
0.004
0

0.311
0.684
0.230
0.023
0.009
0

−0.077
0.230
0.912
0.284
0.218
0

0.000
0.023
0.284
0.242
0.183
0

0.004
0.009
0.218
0.183
0.539
0

0
0
0
0
0

0.122)

  
 

 

 

 

図 5-3  経路移動時間の平均の分布 

(上: OD ペア 1; 下: OD ペア 2) 

 

図 5-3は経路移動時間の事前分布と事後分布の両方を表している．表 5-4と表 5-3 を比べる

と，表 5-4 では，表 5-3 におけるグループ 3 のデータが除外されている．また，経路 5 と 6

でデータが観測されていない．𝐁̃′と𝐁̃を比較すると，𝐁̃′における経路 5と 6の分散は𝐁̃の

分散よりも大きい．また，𝐦̃′における経路 6 の値は，観測データがないため，事前分布の

ものと変化しない．経路 3 と経路 5 の移動時間は観測されていないが，これら 2 つの移動

時間は経路 2 と経路 4 の移動時間と相関があるため，経路移動時間の平均の事後分布は事

前分布と比べて変化する． 

 

5.3.3  経路移動時間の更新 

 

5.3.3 では，経路移動時間の平均のハイパーパラメータを更新する過程を示す．経路移

動時間の更新過程では，リンク交通量についての最尤推定を通じて交通感知器データから
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推計される経路移動時間は，ベイズ統計学における経路移動時間の平均の事前分布に対応

している．この経路移動時間の平均の事前分布は多変量正規分布に従うと仮定する．この多

変量正規分布から生成されたサンプル観測データを用意する．この生成されたサンプル観

測データが非欠測パラメータ pの割合に従って，欠損されるものとする．この非欠測パラメ

ータ𝑝は対象とする道路ネットワーク内の各交通需要における非プローブ車両の混合率と

して解釈される．5.3.2 に示す事前分布からランダムに 1,000個のサンプルを生成した．非欠

測パラメータ pの違いによる，経路移動時間の平均の更新過程を検証するために，非欠測パ

ラメータをそれぞれ 0.1，0.3，0.5の 3つのパターンで設定した．図 5-4, 図 5-5, 図 5-6 はそ

れぞれ，経路移動時間の平均の事後分布におけるハイパーパラメータ𝐦̃の推移を示している． 

 

 

図 5-4  ハイパーパラメータ𝐦 の推移 (𝑝 = 0.1) 

 

 

図 5-5  ハイパーパラメータ𝐦 の推移 (𝑝 = 0.3) 
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図 5-6  ハイパーパラメータ𝐦 の推移 (𝑝 = 0.5) 

 

図 5-4，図 5-5，図 5-6を参照すると，非欠測パラメータ p が大きいとき，多くのサンプル数

を必要としなくても，ハイパーパラメータが安定して収束することがわかる．図 5-7 は，非

欠測パラメータ p をそれぞれ変化させたときの，経路１のハイパーパラメータ mの更新過

程を示している． 

 

 

図 5-7  ハイパーパラメータ𝐦の推移 (経路 1) 

 

図 5-7 の結果から，それぞれ p=0.3 と p=0.5 のときのハイパーパラメータは，p=0.1 のハイ

パーパラメータに比べて，サンプルを生成した元の確率分布である，事前分布の平均に近づ

くことがわかる． 

次に，予測分布と事前分布を比較するために，それぞれ多変量正規分布に従う 2つの分

布間の KL ダイバージェンスを計算する．KL ダイバージェンスの定義は以下の通りである． 
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KL[𝑝1(x)|𝑝2(x)] = −∫𝑝1(x) ln
𝑝2(x)

𝑝1(x)
𝑑x (5-30) 

本章では，事前分布，尤度分布，事後分布が多変量正規分布に従うと仮定している．したが

って，KL ダイバージェンスは次のように規定される． 

KL[𝑝1(x)|𝑝2(x)] 

=
1

2
{(ξ2 − ξ1)

𝑇Σ2
−1(ξ2 − ξ1) + 𝑇𝑟[Σ2

−1Σ1)] + ln
|Σ2|

|Σ1|
− 𝑑} 

(5-31) 

なお，𝑝1(x)と𝑝2(x)はそれぞれ以下のように多変量正規分布に従う． 

𝑝1(x)~MVN(ξ1, Σ1), 𝑝2(x)~MVN(ξ2, Σ2) 

(5-31)中の T は，ベクトルまたは行列の転置操作を意味する記号である．なお，d は多変量

確率変数の次元である．図 5-8 に非欠測パラメータ p の KL ダイバージェンスの推移を示

す．p=0.3 ならびに p=0.5 のとき，KL ダイバージェンスは，p=0.1 のときの KL ダイバージ

ェンスよりも早く 0 に収束している．この結果から，非欠測パラメータ p が経路移動時間

のパラメータ推定の効率に影響を与えることがわかる． 

 

 

図 5-8  KL ダイバージェンスの推移 

 

5.4  小括  

本章では，交通感知器とプローブカーからそれぞれ観測されるリンク交通量と経路移

動時間を組み合わせて，経路移動時間の同時分布を推定する手法を提案した．提案手法では，

道路ネットワーク全体のリンク交通量の同時分布に対して最尤法を適用し，交通感知器に

よって観測されたリンク交通量から，リンク交通量とリンク移動時間の同時分布それぞれ

を推定する．リンク移動時間の同時分布がわかると経路移動時間の同時分布を推定できる．

均衡制約付きの最尤推定問題を解くことで得られた経路移動時間分布は，ベイズ統計にお

ける事前分布になると仮定することで，プローブカーから得られる観測された経路移動時



90 

 

間によって経路移動時間を更新することができる．このようにして，経路移動時間の事後分

布が得られる． 

実際の道路ネットワークでは，全てのリンクに交通感知器が設置されていないため，あ

る時間帯において，対象とするすべてのリンクにおいて，交通感知器からリンク交通量を観

測することができない．また，プローブカーの普及率が低い場合には，プローブカーデータ

の量にも限界がある．このような交通感知器データやプローブカーデータの制約から，観測

機会ごとのデータセットが不完全な交通観測データを前提とした，経路移動時間推定手法

が必要となる．5.3 では，Sioux Falls のテストネットワークを用いた数値計算を実施した．

経路移動時間の更新過程を示し，経路移動時間分布の収束過程を示した． 

今後の課題としては，実際に観測された交通データを用いて，提案手法を実際の道路ネ

ットワークに適用することがあげられる． 
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第 6 章 異なる運転挙動を示す車両が混在したときのネッ

トワークデザイン問題 

 

第 6 章では，道路ネットワークから部分的に観測された，リンク交通量および経路移動

時間のデータを用いて，道路ネットワーク全体の交通状態を推定する手法について述べた．

観測データを用いることで，過去および現在の交通状態を推定することができる．推定され

た道路ネットワーク全体の確率的な情報を用いて，追加的な道路事業を実施したことによ

る，道路ネットワーク全体に波及する影響を予測することができる．本章は，自動運転車両

が普及した将来を見越し，自動運転車両の普及過程における，自動運転車両と人間が運転す

る車両が混在する交通流における，道路ネットワークの利用効率性を高めるための政策を

発見するための手法を示すものである． 

本章では，確率的な交通需要と移動時間の不確実性を考慮した上で，異なる運転挙動を

示す車両が混在したときのネットワークデザイン問題を扱う．具体的には，道路ネットワー

クを効率化するように，Connected automated vehicle (CAV) 専用レーンの配置パターンを最

適化する手法について述べる．CAV と Regular human piloted vehicle（RHV）との大きな違い

は，運転者の運転行動である．将来実現する，CAV の運転挙動は従来の RHV と比べて，合

理化あるいは標準化されると考えられる．RHV の運転挙動は運転者によってばらつく．こ

のばらつきはリンク交通容量の変動に直結する．CAV の普及過程における，CAV と RHV の

混合流が，道路ネットワークの全体におよぼす影響を評価するため，リンク交通量における

CAV の混合率が大きくなると，リンク交通容量の平均が増加し，リンク交通容量のばらつ

きが小さくなるという仮定を設ける．したがって，CAV の混合率が大きくなると，リンク

移動時間の平均とばらつきは小さくなる．この仮定に基づき，CAV と RHV の間の運転挙動

とそのばらつきの違いを考慮した交通量配分モデルを構築した．交通量配分モデルは変分

不等式問題として定式化される．この交通量配分モデルを均衡制約とした，ネットワークデ

ザイン問題を構築した．提案するモデルを検証するために，テストネットワークを用いた数

値計算を行った． 

 

第 6 章の内容は以下に示す研究をまとめたものである． 

⚫ Tani, R., Sumalee, A. and Uchida, K. (2020), Travel time reliability-based optimization problem 

for CAVs dedicated lanes, (In submitting). 

⚫ Nitta, S., Tani, R., Kato, T. & Uchida, K. (2019), Estimation of travel time reduction benefit 

considering the travel time reliability in an autonomous vehicle prevailed road network, Journal 

of the Eastern Asia Society of Transportation Studies, 13, 664-677. 
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⚫ Tani, R. & Uchida, K. (2019), Reliability-based traffic assignment model considering mixed 

traffic flow of automated and connected vehicles and human-driven vehicles, The 24th 

International Conference on Transportation Studies, Hong Kong. 

 

6.1 はじめに 

第 6 章に関連する既存研究については，すでに 2.2.3 において整理されている．第 6章

に示す結果に至るまでの過程は以下の通りである．Nitta et al. (2019)は交通需要が CAV と

RHV のいずれかである場合を想定し，それぞれが SO と UE に従う交通量配分モデルを定

式化している．交通需要と移動時間の不確実性を考慮し，それぞれのケースにおいて移動時

間および移動時間信頼性便益を計算するための手法を検討している．峪・内田(2018)は CAV

と RHV がそれぞれ SO と UE に従い，両者の混合流を考慮した配分モデルを提案した．峪・

内田(2018)では，Tani and Uchida (2018)に基づき，交通需要が対数正規分布に従いながらも，

OD 交通需要間の相関を考慮することによって，交通流の定式化における確率分布の加法性

を保証するための近似計算を適用していない．本章における交通流の定式化は峪・内田

(2018)を拡張したものである．また，これまでの一連の研究においては，CAV と RHV の混

合流における，リンク内の CAV 混合率によって変動する確率的なリンク交通容量は考慮さ

れていない． 

本章では，確率的ネットワークを対象として，ネットワークを効率化するように CAV

専用レーンを最適に配置する問題を扱う．著者の知る限り，確率的な交通需要と移動時間の

信頼性を考慮し，CAV 専用レーンの設置個所を最適化するモデルは検討されてこなかった．

本章で提案するモデルは，均衡制約付きのバイレベル計画問題として定式化される．上位問

題は，ヒューリスティックアルゴリズムであるシミュレーテッドアニーリングアルゴリズ

ムを用いて解かれる．下位レベル問題である交通量配分問題は，関連研究 (Zhang and Nie, 

2018; Chen et al., 2016; Wang et al., 2019)と同様に変分不等式問題として定式化される．CAV

と RHV のそれぞれ異なる運転挙動を表現するために，混合交通流を考慮した確率的なリン

ク交通容量 (例えば，Chen et al., 1999; Sumalee and Kurauchi, 2006; Tani and Uchida, 2018)を想

定した．確率的な交通流と確率的な移動時間の定式化は，Tani and Uchida (2018)の定式化に

従う．提案するリンク交通容量の平均と分散は，あるリンク交通量の中で CAV の混合率が

増加したときにそれぞれ増加し，減少すると仮定する．CAV と RHV はともに UE に従うこ

とを仮定している．この点は Chen et al. (2016)と同様である．変分不等式問題の求解は

Sheffi(1985)の逐次平均法を用いる． 

本章の貢献は 3 つある．第一に，本章では，確率的な交通需要と確率的なリンク交通容

量を考慮した確率均衡配分モデルにおいて，CAV と RHV の混合流を考慮した．第二に，

CAV 混合率に従って，リンク移動時間の平均および分散が変化するモデルを交通量配分モ

デルに組み込んだ．第三に，提案した確率均衡配分モデルを，CAV の専用レーンの最適配
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置を決定するネットワークデザイン問題に適用した． 

本章の構成は以下の通りである．6.2 では，本章で提案するモデルの表記法と仮定を整

理したのちに，一連の定式化を示す．6.3 ではテストネットワークにおける数値計算の結果

を示した．6.4では，本章の内容をまとめ，今後の研究に向けた課題を示した． 

 

6.2  定式化 

本章で対象とする道路ネットワークは G(N, A)と表される．N と A はそれぞれノードと

リンクの集合を表す． 

 

6.2.1  記号と仮定 

 

本章で使用する表記法は以下の通りである．大文字の斜体は確率変数を，小文字の斜体

は確定変数を表す．大文字は集合，太字はベクトルを表す． 

 

𝑁 ノードの集合 

𝐴 リンクの集合 

𝐼 OD ペアの集合 

𝐽𝑖,ℎ OD ペア i における車両モード h∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉}の経路の集合 

𝑄 総交通需要（平均:𝑞，変動係数:𝑐𝑣） 

𝑄ℎ 車両モード h の総交通需要 

𝑄𝑖
ℎ OD ペア i における車両モード hの交通需要（平均：𝑞𝑖

ℎ） 

𝐹𝑖𝑗
ℎ OD ペア i における車両モード hの経路 j の交通量（平均：𝑓𝑖𝑗

ℎ） 

𝑉𝑙
ℎ レーン h における車両モード hの交通量（平均：𝑣𝑙

ℎ） 

𝐶𝑙
ℎ レーン h における交通容量（平均𝑐𝑙：変動係数：𝑐𝑣𝑙） 

𝑝𝑙 レーン h における CAV の混入率 

L 𝐿 = 𝐿𝑑 ∪ 𝐿𝑠と定義されるレーンの集合．なお，𝐿𝑑と𝐿𝑠はそれぞれ，CAV 専用レー

ンと共用レーンの集合． 

𝑇𝑙 レーン h における移動時間 

𝑇𝑖𝑗 OD ペア i における経路 jの移動時間 

 

本論文では，以下の前提条件を設定している． 

1. 提案するネットワークデザイン問題の目的関数は，総移動時間の平均と総移動時間の

重み付き標準偏差の和で定義される． 

2. 総交通需要は対数正規分布に従うと仮定する(Tani and Uchida, 2018)．各 OD ペア，経路

交通量，レーン交通量の交通需要は対数正規分布に従うことを導出する．レーン移動時



94 

 

間は shifted-lognormal distribution に従う(Srinivasan et al., 2014)．また，交通需要の平均

と変動係数は外生的に与えられるものとする． 

3. 各 OD ペアには，CAV と RHV それぞれの交通需要があるものとする．各 OD ペアにお

ける CAV の混合率は全ての OD ペアにおいて共通であると仮定している． 

4. レーン交通容量は対数正規分布に従うものとする．レーン交通容量の平均と変動係数

は，各レーン交通量における CAV の混合率によって決定される．あるレーンの交通量

の全体に占める CAV の混合率が大きくなるに従い，レーン交通容量の平均が大きくな

り，分散が小さくなるものとする．したがって，レーン移動時間の平均および分散が大

きくなるものとする． 

 

6.2.2  道路ネットワークの設定 

 

本章では，道路ネットワーク中の各リンクは，並行する 2 本のレーンを持つものと仮定

する．2 つのレーンが取りうる組み合わせは，(i)一方が CAV 専用レーンで，もう一方が共

用レーン，(ii)両方とも共用レーンのいずれかである．少なくとも，すべてのリンクにおい

て，1 本のレーンは共用レーンとして使用されるものとする．したがって，リンクベースで

道路ネットワークを見た場合，CAV と RHV ともに，政策変数によって途絶する経路は存在

しない．また，すべてのリンクにおいて，1 本のレーンは CAV 専用レーンあるいは共用レ

ーンとして使用するかどうかを政策変数によって決めることになる．本論文では，道路ネッ

トワーク中の経路はレーンの集合として表現される．したがって，OD 間の経路移動時間は

その経路を構成するレーンの移動時間の総和として表現される．CAV と RHV はすべて共用

レーンを走行できる一方で，CAV のみが CAV 専用レーンを走行できる．したがって，道路

ネットワーク中に 1 本以上の CAV 専用レーンが設置される場合，CAV は RHV と比べて，

利用可能な経路数が多いこととなる．道路ネットワーク中のすべてのレーンの集合は𝐿 =

𝐿𝑑 ∪ 𝐿𝑠と表記される．ここで，𝐿𝑑は CAV 専用レーンの集合であり，𝐿𝑠は共用レーンの集合

である．各レーン𝑙 ∈ 𝐿はレーン交通容量𝐶𝑙を持つものとする．各レーンの交通容量の平均と

変動係数は，そのレーンの CAV 混合率によってのみ決まるものとする．図 6-1 は本章で定

義する専用レーンと共用レーンの概念を示している．この例におけるテストネットワーク

は，1組の OD ペア，2 本の経路，3本のリンクによって構成される．したがって，6 本のレ

ーンと 3つのノードによって構成されるネットワークとなる．運転者は各ノードにおいて，

レーンを変更することができる．したがって，同一リンク内において，車両が隣のレーンに

移動することは考慮されていない． 

道路管理者は CAV 専用レーンを設置する箇所を決定できるものとする．図 6-1 の例の

ように，政策変数ベクトル𝐱が(𝑥1, 𝑥2, 𝑥3) = (0, 0, 1)であるとき，リンク 3 の 1本のレーンが

CAV 専用レーンに転換される．リンク数は 3 本であるため，取りうる政策の総数は23 = 8

通りとなる．すべてのリンクにおいて，CAV 専用レーンを設置できるものとすると，取り
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うる政策の数は2|𝐴|通りである．本章ではリンクとレーンの概念は 6.2.2 に従って区別され

るものとする． 

 

図 6-1  共用レーンと CAV 専用レーンの概念 

 

6.2.3  交通流 

 

CAV と RHV が混合した交通流の定式化は峪・内田(2018)，Nitta et al. (2019)および Tani 

and Uchida (2018)に基づいている．本章における交通流の定式化は，3.2.5 における定式化を

発展させたものである．対数正規分布に従う確率的総交通需要 Q を仮定する．総交通需要

の平均と変動係数は外生的に与えられ，それぞれ𝑞と cvとして表される． 

𝐸[𝑄] = 𝑞 (6-1) 

var[𝑄] = (𝑞 ⋅ 𝑐𝑣)2 (6-2) 

各 OD 交通需要における CAV の混合率は，対象とする道路ネットワーク全体で等しいと仮

定する．車両モード h (∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉})の総交通需要は，総交通需要における CAV の混合率

𝑝ℎと総交通需要の積で表される． 

𝑄ℎ = 𝑝ℎ ⋅ 𝑄   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} (6-3) 

ここで，𝑝ℎは∑ 𝑝ℎℎ∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉} = 1を満たす．各 OD ペアの総交通需要の平均と分散共分散は

以下のように表される． 

𝐸[𝑄ℎ] = 𝑝ℎ ⋅ 𝑞   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} (6-4) 

cov [𝑄ℎ, 𝑄ℎ
′
] = 𝑝ℎ ⋅ 𝑝

ℎ′
⋅ (𝑞 ⋅ 𝑐𝑣)2   ∀ℎ, ℎ′ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} 

(6-5) 

ここで，ℎ = ℎ′であるとき，(6-5)は車両モード h の総交通需要の分散を表す．上記までの

総交通需要の定式化に従い，車両モード h における OD ペア iの交通需要は以下のように定

義される． 

𝑄𝑖
ℎ = 𝑝ℎ,𝑖 ⋅ 𝑄ℎ 

= 𝑝ℎ,𝑖 ⋅ 𝑝ℎ ⋅ 𝑄   ∀𝑖 ∈ 𝐼, ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 

(6-6) 
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ここで，𝑝ℎ,𝑖(≥ 0)は𝑄ℎに占める，車両モード h における OD ペア i の交通需要の割合であ

り，∑ 𝑝ℎ,𝑖 = 1𝑖 を満たすものとする．各交通需要の平均と分散共分散は以下のようにそれぞ

れ定義される． 

𝐸[𝑄𝑖
ℎ] = 𝑝ℎ,𝑖 ⋅ 𝐸[𝑄

ℎ] 

= 𝑝ℎ,𝑖 ⋅ 𝑝ℎ ⋅ 𝑞   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 

(6-7) 

cov [𝑄𝑖
ℎ, 𝑄

𝑖′ 

ℎ′] = 𝑝ℎ,𝑖 ⋅ 𝑝ℎ ⋅ 𝑝ℎ′,𝑖′ ⋅ 𝑝ℎ′ ⋅
(𝑞 ⋅ 𝑐𝑣)2  ∀ℎ, ℎ′ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖, 𝑖 ′ ∈ 𝐼 

(6-8) 

車両モード hの OD ペア i における経路 j の交通量は以下のように定義される． 

𝐹𝑖𝑗
ℎ = 𝑝ℎ,𝑖,𝑗 ⋅ 𝑄𝑖

ℎ 

= 𝑝ℎ,𝑖,𝑗 ⋅ 𝑝ℎ,𝑖 ⋅ 𝑝ℎ ⋅ 𝑄   ∀𝑖 ∈ 𝐼, ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} 

(6-9) 

ここで，𝑝ℎ,𝑖,𝑗(≥ 0)は車両モード hの OD ペア iにおける経路 j の交通量に対応する割合であ

り，∑ 𝑝ℎ,𝑖,𝑗 = 1𝑗 を満たすものとする．各経路交通量の平均と分散共分散は以下のように,そ

れぞれ表される． 

𝐸[𝐹𝑖𝑗
ℎ] = 𝐸[𝑝ℎ,𝑖,𝑗 ⋅ 𝑄𝑖

ℎ] 

= 𝑝ℎ,𝑖,𝑗 ⋅ 𝑝ℎ,𝑖 ⋅ 𝑝ℎ ⋅ 𝑞   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼, ∀𝑗 ∈ 𝐽𝑖,ℎ 

(6-10) 

cov [𝐹𝑖𝑗
ℎ , 𝐹

𝑖′𝑗′
ℎ′ ] = 𝑝ℎ,𝑖,𝑗 ⋅ 𝑝ℎ,𝑖 ⋅ 𝑝ℎ ⋅ 𝑝

ℎ′,𝑖′,𝑗′
⋅ 𝑝
ℎ′,𝑖′

⋅ 𝑝
ℎ′
⋅ (𝑞 ⋅ 𝑐𝑣)2    

∀ℎ, ℎ′ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖, 𝑖′ ∈ 𝐼, ∀𝑗, 𝑗′ ∈ 𝐽𝑖,ℎ 

(6-11) 

ここで，𝑝ℎ,𝑖および𝑝ℎは外生的に与えられる変数であるが，経路選択確率𝑝ℎ,𝑖,𝑗はのちに示す

交通量配分問題を解く過程で内生的に求まる．経路交通量とその平均は常に非負である． 

𝐹𝑖𝑗
ℎ ≥ 0   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼, ∀𝑗 ∈ 𝐽𝑖,ℎ (6-12) 

𝐸[𝐹𝑖𝑗
ℎ] ≥ 0   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼, ∀𝑗 ∈ 𝐽𝑖,ℎ (6-13) 

各 OD ペアにおいて，経路交通量の総和はその元となる OD 交通需要と等しくなければなら

ないため，確率変数とその平均についてそれぞれ以下の条件を保つ． 

∑ 𝐹𝑖𝑗
ℎ

𝑗∈𝐽𝑖,ℎ

= 𝑄𝑖
ℎ   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 (6-14) 

∑ 𝐸[𝐹𝑖𝑗
ℎ]

𝑗∈𝐽𝑖,ℎ

= 𝐸[𝑄𝑖
ℎ]   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 (6-15) 

車両モード h の車両がレーン l を走行するときの交通量は以下の通りである． 

𝑉𝑙
ℎ =∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙 ⋅ 𝐹𝑖𝑗

ℎ

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖∈𝐼

   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑙 ∈ 𝐿 (6-16) 

ここで，𝛿𝑖,𝑗,𝑙はレーン l が経路𝑗 ∈ 𝐽𝑖,ℎを構成するときに 1 を，それ以外のときに 0 をとる変

数である．5.2.2 で説明した通り，道路ネットワーク中の各リンクは 2 本のレーンで構成さ

れている．車両モード hが各レーンに流れる交通量の平均は以下の通りである． 
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𝐸[𝑉𝑙
ℎ] =∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙 ⋅ 𝐸[𝐹𝑖𝑗

ℎ]

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖∈𝐼

   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉}  ∀𝑙 ∈ 𝐿 (6-17) 

上の定式化において，𝑙 ∈ 𝐿𝑠であれば，レーン l は共有レーンである．𝑙 ∈ 𝐿𝑑であれば，レ

ーン lは CAV 専用レーンである． 

  (6-9)より，経路交通量は各種交通量を規定する割合と総交通需要の割合の積によって

表現される．つまり，経路交通量は総交通需要のスカラー倍になっている．(6-16), (6-17)

に示すように，レーン交通量は経路交通量の和で表されることから，レーン交通量もまた

総交通需要のスカラー倍として定式化されている． 

𝑉𝑙
ℎ =∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙 ⋅ 𝐹𝑖𝑗

ℎ

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖∈𝐼

= 𝑝𝑙
ℎ ⋅ 𝑄   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉}  ∀𝑙 ∈ 𝐿 (6-18) 

ここで，𝑝𝑙
ℎはレーン交通量𝑉𝑙

ℎに対応するスカラー量である．このレーン交通量の特性によ

って，車両モード h のレーン l における交通量の分散を以下に示す形で定式化することが

できる． 

 

var[𝑉𝑙
ℎ] = var [∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙 ⋅ 𝐹𝑖𝑗

ℎ

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖∈𝐼

] 

=∑∑ ∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙

𝑗′∈𝐽
ℎ,𝑖
′

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖′∈𝐼
𝑖∈𝐼

⋅ 𝛿
𝑖′,𝑗′,𝑙

⋅ cov [𝐹𝑖𝑗
ℎ , 𝐹

𝑖′𝑗′
ℎ ] 

=∑∑ ∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙

𝑗′∈𝐽
ℎ,𝑖
′

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖′∈𝐼
𝑖∈𝐼

⋅ 𝛿
𝑖′,𝑗′,

⋅ 𝑝ℎ,𝑖,𝑗 ⋅ 𝑝
ℎ,𝑖′,𝑗′

⋅ cov [𝑄𝑖
ℎ, 𝑄

𝑖′ 

ℎ ] 

= (∑(∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙 ⋅ 𝑝ℎ,𝑖,𝑗
𝑗∈𝐽ℎ,𝑖

) ⋅ 𝑞𝑖
ℎ

𝑖∈𝐼

)

2

⋅ 𝑐𝑣2 

= (𝑣𝑙
ℎ ⋅ 𝑐𝑣)

2
   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉}, ∀𝑙 ∈ 𝐿 

(6-19) 

ここで，レーン交通量と OD 交通需要の平均はそれぞれ𝑣𝑙
ℎ = 𝐸[𝑉𝑙

ℎ]と𝑞𝑖
ℎ = 𝐸[𝑄𝑖

ℎ]のように簡

略的に表記される．なお，レーン l におけるすべての車両モードの交通量の和，

𝑉𝑙(= ∑ 𝑉𝑙
ℎ

ℎ∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉} )の分散は以下のように表される． 
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var[𝑉𝑙] = var [ ∑ 𝑉𝑙
ℎ

ℎ∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉}

] 

= var [ ∑ ∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙 ⋅ 𝐹𝑖𝑗
ℎ

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖∈𝐼ℎ∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉}

] 

= ∑ ∑ ∑∑ ∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙

𝑗′∈𝐽
ℎ
′
,𝑖
′

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖′∈𝐼
𝑖∈𝐼

⋅ 𝛿
𝑖′,𝑗′,𝑙

⋅ cov [𝐹𝑖𝑗
ℎ , 𝐹

𝑖′𝑗′
ℎ′ ]

ℎ′∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉}
ℎ∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉}

 

= ∑ ∑ ∑∑ ∑ ∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙

𝑗′∈𝐽
ℎ,𝑖
′

𝑗∈𝐽ℎ,𝑖𝑖′∈𝐼
𝑖∈𝐼

⋅ 𝛿
𝑖′,𝑗′,𝑙

⋅ 𝑝ℎ,𝑖,𝑗 ⋅ 𝑝
ℎ,𝑖′,𝑗′

ℎ′∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉}
ℎ∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉}

⋅ cov [𝑄𝑖
ℎ, 𝑄

𝑖′ 

ℎ′
] 

= ( ∑ (∑(∑ 𝛿𝑖,𝑗,𝑙 ⋅ 𝑝ℎ,𝑖,𝑗
𝑗∈𝐽ℎ,𝑖

) ⋅ 𝑞𝑖
ℎ

𝑖∈𝐼

)

ℎ∈{𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉}

)

2

⋅ 𝑐𝑣2 

= (𝑣𝑙 ⋅ 𝑐𝑣)
2   ∀𝑙 ∈ 𝐿 

(6-20) 

ここで，𝑣𝑙 = 𝐸[𝑉𝑙]である．上記の定式化より，各種レーン交通量の分散はレーン交通量の

平均と総交通需要の変動係数の積の 2 乗によって表されていることがわかる．この定式化

は Tani and Uchida (2018)の自然な拡張となっている．(6-19)と(6-20)の具体的な関係は，本章

末に示す付録において，簡単なテストネットワークを用いて説明される． 

 

6.2.4  混合流におけるレーン交通容量 

 

CAV と RHV の混合流を扱う既存研究においては，交通需要および移動時間と同様に，

レーン交通容量は確定的に扱われている(例えば，Bagloee et al., 2017; Zhang and Nie, 

2018;Wang et al., 2019)．既存研究において提案されるリンク（レーン）交通容量の定式化で

は，CAV と RHV の車頭時間がそれぞれ異なることを仮定することによって，運転挙動の違

いを表現している．本研究では，以下に示す Wang et al. (2019)のリンク（レーン）交通容量

を採用するものとする． 

𝑐𝑙(𝑣𝑙
𝐶𝐴𝑉 , 𝑣𝑙

𝑅𝐻𝑉) =
1

𝑝𝑙(𝑣𝑙
𝐶𝐴𝑉, 𝑣𝑙

𝑅𝐻𝑉) ⋅
1

𝑐𝑙,𝐶𝐴𝑉
+ (1 − 𝑝𝑙(𝑣𝑙

𝐶𝐴𝑉, 𝑣𝑙
𝑅𝐻𝑉)) ⋅

1
𝑐𝑙,𝑅𝐻𝑉

    

∀𝑙 ∈ 𝐿 

(6-21) 

where 
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𝑝𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉, 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉) =
𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉

𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 + 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉 =
𝑝𝑙
𝐶𝐴𝑉

𝑝𝑙
𝐶𝐴𝑉 + 𝑝𝑙

𝑅𝐻𝑉  ∀𝑙 ∈ 𝐿 
(6-22) 

ここで，𝑐𝑎,𝐶𝐴𝑉と𝑐𝑎,𝑅𝐻𝑉はそれぞれ CAV の混合率が 100%，0%であるときのレーン交通容量

である．レーン交通容量は CAV 混合率についての関数となっている．しかし，この仮定で

は CAV と RHV の車頭時間の不確実性の違いは表現されていない．本研究では，交通流全

体に対する CAV の混合率が大きくなると，レーン交通容量の平均は大きく，分散は小さく

なるような状況を仮定する．そこで，確率的なレーン交通容量，𝐶𝑎,𝐶𝐴𝑉, 𝐶𝑎,𝑅𝐻𝑉，𝐶𝑎(⋅)を以下

のように定義する．  

𝐶𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉, 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉) 

=
1

𝑝𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉) ⋅
1

𝐶𝑙,𝐶𝐴𝑉
+ (1 − 𝑝𝑙(𝑉𝑙

𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑙
𝑅𝐻𝑉)) ⋅

1
𝐶𝑙,𝑅𝐻𝑉

∀𝑙 ∈ 𝐿  

(6-23) 

本章では第 3 章と同様に，レーン交通容量𝐶𝑎,𝐶𝐴𝑉,  𝐶𝑎,𝑅𝐻𝑉，𝐶𝑎(⋅)はそれぞれ対数正規分布に

従うものと仮定する．Fenton (1960)に従い，対数正規分布の加法性を近似的に認めるものと

する．混合流における CAV の混合率を以下のように定義する． 

𝑝𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉, 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉) =
𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉

𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 + 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉 =
𝑝𝑙
𝐶𝐴𝑉

𝑝𝑙
𝐶𝐴𝑉 + 𝑝𝑙

𝑅𝐻𝑉  ∀𝑙 ∈ 𝐿 
(6-24) 

CAV と RHV のレーン交通量はそれぞれ対数正規分布に従う．通常，対数正規分布には加法

性が保証されないが，3.2.5 に示す手法を適用することによって，(6-6)の分母を計算できる．

図 6-2と図 6-3 は，CAV と RHV のレーン交通量の平均をそれぞれ変化させたときの，レー

ン交通容量の平均と標準偏差をそれぞれ表している．  

 

図 6-2 レーン交通容量の平均 
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図 6-3  レーン交通容量の標準偏差 

 

6.2.5 混合流における移動時間 

 

他の章と同様にレーン移動時間は BPR 関数（Bureau of Public Roads, 1964）によって決

まるものとする．なお，レーン移動時間は CAV と RHV のレーン交通量および，それらに

よって決まるレーン交通容量を引数とする確率変数である． 

𝑇𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉) 

= 𝑡𝑙
0 ⋅ (1 + 𝛽𝑙(𝑉𝑙

𝐶𝐴𝑉, 𝑉𝑙
𝑅𝐻𝑉) ⋅ (

𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 + 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉

𝐶𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉)
)

𝑛𝑙

)∀𝑙 ∈ 𝐿𝑎 ∀𝑎 ∈ 𝐴 

(6-25) 

レーン移動時間は shifted-lognormal distribution (Srinivasan et al., 2014; Tani and Uchida, 2018)に

従う．すなわち，レーン移動時間は確定項と対数正規分布に従う確率項から構成される．レ

ーン移動時間の平均と分散はそれぞれ以下のとおりである． 

𝐸[𝑇𝑙] = 𝑡𝑙
0 ⋅ (1 + 𝛽𝑙(𝑉𝑙

𝐶𝐴𝑉, 𝑉𝑙
𝑅𝐻𝑉) ⋅ 𝐸 [(

𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 + 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉

𝐶𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉, 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉)
)

𝑛𝑙

] )   ∀𝑙 ∈ 𝐿 

(6-26) 

var[𝑇𝑙] = 𝐸[𝑇𝑙
2] − (𝐸[𝑇𝑙])

2   ∀𝑙 ∈ 𝐿 (6-27) 

where 

𝐸[𝑇𝑙
2] = (𝑡𝑙

0)2 ⋅

(

  
 
1 + 2𝛽𝑙(𝑉𝑙

𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑙
𝑅𝐻𝑉) ⋅ 𝐸 [(

𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 + 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉

𝐶𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉)
)

𝑛𝑙

]

+𝛽𝑙
2(𝑉𝑙

𝐶𝐴𝑉, 𝑉𝑙
𝑅𝐻𝑉) ⋅ 𝐸 [(

𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 + 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉

𝐶𝑙(𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉)
)

2𝑛𝑙

]
)

  
 

 

(6-28) 

レーン交通量とレーン交通容量の比とそのべき乗はそれぞれ対数正規分布に従う．(6-8)に

おいて，𝛽𝑎(⋅)は CAV の混合率によって変化するパラメータと仮定する． (6-5)で

𝐶𝑎(𝑉𝑎
𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑎

𝑅𝐻𝑉)がすでに得られているとき，第 3 章における手法と同様に，レーン移動時間
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の平均と分散を計算するにあたって近似計算（例えば，Uchida, 2014）は必要としない．図

6-4と図 6-5はそれぞれ，CAVとRHVのレーン交通量の平均をそれぞれ変化させたときの，

レーン移動時間の平均と標準偏差をそれぞれ表している． 

 

 

図 6-4  レーン移動時間の平均 

 

図 6-5  レーン移動時間の標準偏差 

 

交通量について，レーン間の相関を考慮していることから，レーン移動時間のレーン間

共分散を定義することは可能である．しかし，本研究では，簡単のため，経路コストはその

経路を通過するレーンの移動時間の平均と分散の和で表されるものとする．つまり，レーン

コストは分離されている．この仮定を設けることによって，交通量配分計算において，経路

列挙は要求されない．したがって，既存の最短経路探索アルゴリズム（例えば，dijkstra 法）

を適用することができる．経路移動時間はその経路を通過するレーンの移動時間の和とし

て，以下のように表される． 
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𝑇ℎ,𝑖,𝑗 =∑𝛿ℎ,𝑖,𝑗,𝑙 ⋅ 𝑇𝑙
𝑙∈𝐿

   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 ∀𝑗 ∈ 𝐽𝑖 ,  
(6-29) 

経路移動時間の平均と分散はそれぞれ以下のように表される． 

𝐸[𝑇ℎ,𝑖,𝑗] =∑𝛿𝑖,𝑗,𝑙
𝑙∈𝐿

∙ 𝐸[𝑇𝑙]    ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 ∀𝑗 ∈ 𝐽ℎ,𝑖 
(6-30) 

var[𝑇ℎ,𝑖,𝑗] =∑𝛿𝑖,𝑗,𝑙
𝑙∈𝐿

∙ var[𝑇𝑙]   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 ∀𝑗 ∈ 𝐽ℎ,𝑖 
(6-31) 

運転者はリスク回避的な経路選択行動をとるものとする．経路移動費用を以下のように定

義する． 

𝜂ℎ,𝑖,𝑗 = 𝐸[𝑇ℎ,𝑖,𝑗] + 𝛾 ⋅ √var[𝑇ℎ,𝑖,𝑗]    ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 ∀𝑗 ∈ 𝐽ℎ,𝑖 
(6-32) 

ここで，γはリスク回避度を表すパラメータである．本研究における運転者は移動時間と移

動時間信頼性に基づいて，経路を選択するものと仮定する．異なる 2 つのリンクに属するレ

ーンの間の交通量の共分散は解析的には定式化される．しかし，本論文では単純のため，移

動時間のばらつきは，レーン移動時間の共分散を考慮しない，経路移動時間の標準偏差に基

づいて運転者によって考慮されるものとする． 

 

6.2.6 下位問題：交通量配分モデル 

 

下位問題としての交通量配分問題を変分不等式問題として定式化する（Zhang and Nie, 

2018; Wang et al., 2019）．交通量配分問題における均衡条件は以下のとおりである． 

𝑓ℎ,𝑖,𝑗 ⋅ (𝜂ℎ,𝑖,𝑗 − 𝜋ℎ,𝑖) = 0   ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 ∀𝑗 ∈ 𝐽𝑖   

𝜂ℎ,𝑖,𝑗 − 𝜋ℎ,𝑖 ≥ 0, 𝑓ℎ,𝑖,𝑗 ≥ 0 ∀ℎ ∈ {𝐶𝐴𝑉, 𝑅𝐻𝑉} ∀𝑖 ∈ 𝐼 ∀𝑗 ∈ 𝐽𝑖 

(6-33) 

ここで， 𝑓ℎ,𝑖,𝑗 = 𝐸[𝐹ℎ,𝑖,𝑗]である．また，𝜋𝑖はODペア iにおける最小の経路移動費用である． 

 

6.2.7 上位問題：ネットワークデザイン問題 

 

提案するモデルは 2 レベル計画問題として定式化される．上位問題は道路ネットワー

ク全体における総移動時間の平均と分散の和を最小化する．なお，各総交通需要における

CAV 混合率は所与であるものとする． 

min𝑍(𝐱) =∑𝐸[𝑉𝑙(𝐱) ⋅ 𝑇𝑙(𝐱)]

𝑙∈𝐿

+ 𝛾 ⋅ √∑var[𝑉𝑙(𝐱) ⋅ 𝑇𝑙(𝐱)]

𝑙∈𝐿

 

(6-34) 

w.r.t.                         x = (𝑥1,⋯ , 𝑥𝑎 ,⋯𝑥𝐴) (6-35) 

本問題では，(6-4)に示す総交通需要における CAV 混合率𝑝𝐶𝐴𝑉は常に固定されているものと
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する．上記の問題は(6-12)-(6-17)によって制約されている．(6-35)は(6-34)の問題に対する政

策変数を表している．𝑥𝑎  ∀𝑎 ∈ 𝐴は 2 変量の変数であり，リンク aに専用レーンが設置され

る場合は 1を，そうでない場合には 0 をとる． 

 

6.2.8 アルゴリズム 

 

本章では，交通量配分問題（変分不等式問題）を解くにあたって Sheffi(1985)の逐次平

均法(MSA)を適用している．第 5 章における上位問題は離散型ネットワークデザイン問題に

該当する（2.2を参照）．本研究ではヒューリスティックアルゴリズムの一種であるシミュレ

ーテッドアニーリングアルゴリズムを採用した．シミュレーテッドアニーリングは離散ネ

ットワークデザイン問題(Fan and Machemehl, 2006)や連続ネットワークデザイン問題(Friesz 

et al., 1992)を解くために，既存研究において採用されている． 

 

6.3  数値計算 

6.3.1 設定 

 

本章で提案するモデルの妥当性を検証するため，テストネットワークを用いた数値計

算を実施した．テストネットワーク（図 6-4）とその条件は 3.4.2で使用したものと同じであ

る．各 OD ペアの交通需要の平均と変動係数はそれぞれ 2,500 [pcu/hour]と 0.3 である．すべ

ての OD ペアにおいて，交通需要の CAV 混合率は等しいものとする．交通需要の CAV 混合

率に基づき，各交通需要の平均は，CAV に従うものと RHV に従うもののそれぞれに分割さ

れる．ここで，CAV と RHV それぞれの交通需要の変動係数について違いはないものと仮定

する．これは，トリップの発生は車種の違いによらないと仮定するためである．すべてのレ

ーンにおける自由走行時間は 0.05 [hour]である．すべてのレーンにおける，レーンコスト関

数のパラメータ，𝛼𝑎
0, n はそれぞれ 1, 2, 6 である．なお，𝛽𝑎(𝑉𝑎

𝐶𝐴𝑉 , 𝑉𝑎
𝑅𝐻𝑉)=0.1+2⋅ 𝑝𝑎(𝑉𝑎

𝐶𝐴𝑉, 𝑉𝑎
𝑅𝐻𝑉)

とする． 

本章では 2 種類の CAV の性能ケースを考える．2 組のレーン交通容量の平均と変動係

数の組を設定する．ケース 1 では，レーン交通容量のパラメータはそれぞれ，𝐸[𝐶𝑎,𝐶𝐴𝑉] , 

𝐸[𝐶𝑎,𝑅𝐻𝑉], 𝑐𝑣𝑎,𝐶𝐴𝑉, 𝑐𝑣𝑎,𝑅𝐻𝑉はそれぞれ 1,000 [pcu/hour], 950 [pcu/hour], 0.2, 0.15 と設定する．

ケース 2 では，それぞれ 1000 [pcu/hour]，950 [pcu/hour]，0.2，0.05 と設定する．経路コスト

関数における，リスク回避度を表すパラメータγは 1 である．交通量配分問題における，解

の更新回数は 150 回とする．すべてのリンクにおいて 1本の CAV 専用レーンを設置できる

ものとする．したがって，上位問題における実行可能領域は219 = 524,288となる． 
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図 6-4  テストネットワーク (Nguyen and Dupuis, 1984) 

 

6.3.2 結果 

 

総交通需要における CAV の混合率を 0 から 1 まで 0.1 刻みで変化させて，それぞれの

CAV 混合率において均衡制約付きのネットワークデザイン問題を解いた．図 6-5，図 6-6，

図 6-7はそれぞれ，目的関数の値，総移動時間の平均，総移動時間の標準偏差の推移を示す．

いずれの図においても，左がケース 1 の結果を示し，右がケース 2 の結果を示している．各

交通需要における CAV の混合率を 0.1 から 1 に変化させ，シミュレーテッドアニーリング

を行った結果と，全リンクに専用レーンを配置しない場合の結果を示している． 

一般的に CAV の混合率が高くなると，レーン交通容量の平均が大きくなり，分散が小

さくなることから，総移動時間の平均と分散は小さくなる傾向にある．図 6-8 は最適化され

た目的関数の値，総移動時間の平均，総移動時間の分散を，専用レーンを全く設置しないと

きのそれぞれの値と比べたときの改善率を示す．CAV 混合率が 0 から 0.7 まで増加するに

従い，最適化に伴う目的変数の改善幅が大きくなり，CAV 混合率が 0.7 から 1 に増加する

過程では，最適化に伴う目的変数の改善幅が小さくなる．この傾向は，中程度の CAV 混合

率において，CAV 専用レーンの設置効果が大きくなると報告する，Ye and Yamamoto (2018)

の内容と類似している． 
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図 6-5  目的関数 （左：ケース 1，右：ケース 2） 

  

図 6-6  総移動時間の平均 （左：ケース 1，右：ケース 2） 

  

図 6-7  総移動時間の標準偏差 （左：ケース 1，右：ケース 2） 
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図 6-8  目的関数，総移動時間の平均および標準偏差の改善率  

（左：ケース 1，右：ケース 2） 

 

上記の結果はヒューリスティックなアルゴリズムである，シミュレーテッドアニーリング

に基づく結果である．この結果の妥当性を検証するため，総交通需要における CAV 混合率

を 0 から 1まで 0.1 刻みで動かした，11 パターンにおいて，すべての解を列挙した．図 6-9, 

図 6-10は総交通需要の CAV 混合率がそれぞれ 0.1, 0.3, 0.5, 0.7, 0.9 であるときの結果を示し

ている．道路ネットワーク全体のレーン交通容量は図 6-8 における仮定と同様に，2種類の

ケースで検討している．図中の各ヒストグラムにおける横軸は目的関数の値を示しており，

縦軸はサンプル数を示している．赤線は大域解における目的変数の値を表しており，黒線は

すべてのレーンにおいて CAV 専用レーンを設置しないときの目的変数の値を示している．

各図における左側の 5 つのヒストグラムは，各ヒストグラムにおいて，分布の全体が確認で

きるように，横軸のスケールを調節している．同じく，右側の 5 つのヒストグラムは𝑝𝐶𝐴𝑉 =

0.1のとき，分布の全体が確認できるような横軸のスケールを，すべてのヒストグラムで合

わせているものである．したがって，左右の一連のヒストグラムは同じ結果を表している．

𝑝𝐶𝐴𝑉 = 0.1および𝑝𝐶𝐴𝑉 = 0.3のとき，赤線および黒線はそれぞれ分布全体の左右の端に位置

している．それぞれの分布は単峰であるのに対して，そのほかの分布では複数のピークが確

認される． 

表 6-2と表 6-3 は，ケース 1 とケース 2のそれぞれにおいて，すべての道路ネットワー

クにおいて，CAV 専用レーンを全く設置しないときと比べて，目的変数の値が改善する解

の個数を調べたものである．総交通需要の CAV 混合率が増加するに従い，CAV 専用レーン

を全く設置しない場合と比べて，目的変数の値が改善する解の個数が増える傾向にある．

CAV 混合率が 0 から 0.4 の間は，ネットワークを効率化する解の個数は少なくとどまるも

のの，CAV 混合率が 0.4から 0.6 に増加する過程で，ネットワークを効率化する解は急に増

加する．CAV 混合率が 0.6 以上になると，ネットワークが効率化された解の割合は 100%近

くになる．CAV 混合率が 0 から 0.3 のとき，CAV 混合率が少ないにもかかわらず，少数の

解がネットワークを効率化している．これは，ネットワークの形状が変化したことに伴って，
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CAV 専用レーンが設置されたレーン周辺ではレーン移動時間が増加し，その結果として各

交通需要の経路選択が変化して，ネットワークが効率化した結果であると解釈できる． 

表 6-4と表 6-5 はケース 1とケース 2のそれぞれにおいて，上位問題の実行可能解をす

べて列挙することで得られた大域解と，シミュレーテッドアニーリングに基づくヒューリ

スティックな解を比較したものである．それぞれのケースにおいて，目的変数の値を比較し

ている． 

 

 

図 6-9  解を全列挙したときの結果（ケース 1） 
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図 6-10  解を全列挙したときの結果（ケース 2） 

 

表 6-2 CAV 専用レーンを設置しない場合との比較 (ケース 1) 

CAV 混合率 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 

改善された解の個数 2 6 1 7 729 59,512 

改善された解の割合 [%] 0.00 0.00 0.00 0.00 0.14 11.35 

CAV 混合率 0.6 0.7 0.8 0.9 1 

 

改善された解の個数 524,272 524,286 524,279 524,285 524,287 

 

改善された解の割合 [%] 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 
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表 6-3 CAV 専用レーンを設置しない場合との比較 (ケース 2) 

CAV 混合率 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 

改善された解の個数 2 4 1 75 1,017 51,919 

改善された解の割合 [%] 0.00 0.00 0.00 0.01 0.19 9.90 

CAV 混合率 0.6 0.7 0.8 0.9 1 

 

改善された解の個数 476,536 524,279 524,285 524,284 524,287 

 

改善された解の割合 [%] 90.89 100.00 100.00 100.00 100.00 

 

 

表 6-4 ヒューリスティックな解と大域解との比較 (ケース 1) 

CAV 混合率 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 

目的関数 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 

CAV 混合率 0.6 0.7 0.8 0.9 1.00 

 

目的関数 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 

 

 

表 6-5 ヒューリスティックな解と大域解との比較 (ケース 2) 

CAV 混合率 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 

目的関数 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 

CAV 混合率 0.6 0.7 0.8 0.9 1.00 

 

目的関数 1.00 1.00 1.02 1.03 1.00 

 

 

6.4 小括 

本章では，CAV と RHV の混合流の確率的な交通需要，移動時間信頼性，確率的なレー

ン交通容量を考慮した交通量配分モデルを提案した．この配分モデルを制約として，ネット

ワーク全体を効率化するような，CAV 専用レーンの最適配置パターンを求めるためのネッ

トワークデザイン問題を構築した．本章では，レーン交通容量を対数正規分布に従う確率変

数と仮定した．CAV と RHV の混合流におけるレーン交通容量は Wang et al. (2019)のモデル

を確率的な定式化となるように拡張した．レーン交通容量のモデル化にあたり，CAV の運

転挙動が RHV よりも標準化される点に着目し，CAV の混合率が高くなると，レーン交通容

量の平均は増加し，分散は減少することを仮定した． 

交通流の定式化は第 3 章で提案したモデルを発展させたものとなっている．交通需要

は対数正規分布，レーン移動時間は shifted-lognormal distribution に従うと仮定している．運

転者はリスク回避的な経路選択行動をとるものとする．これらの仮定に基づき，提案モデル

はバイレベル計画問題として定式化される．下位問題である交通量配分問題は変分不等式

問題として定式化される．下位問題を制約として，上位問題はヒューリスティックアルゴリ
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ズムの一種であるシミュレーテッドアニーリングによって，下位問題は MSA によって解か

れる． 

本章で提案するモデルを実証するために，確率的なレーン交通容量を考慮した数値計

算を行った．数値計算の結果，提案するモデルが目的関数を最適化する CAV 専用レーンの

配置パターンを求めたことを確認した．ヒューリスティックな解と大域解を比較したとこ

ろ，少なくとも採用したテストネットワークと本問題の範囲内においては，ヒューリスティ

ックな解法であっても大域解に近い結果を得られることが確認された．また，CAV の性能

を向上させると，道路ネットワークの効率性が向上する関係も結果として示すことができ

た． 

今後の課題として，CAV と RHV の時間価値と移動時間信頼性価値の違いについて検討

する必要がある．CAV の時間価値は RHV と比べて小さくなることが予想される．また，時

間価値そのもののばらつきを考慮することも興味深い課題である．  

 

付録 6A 

 

本文中の(6-18)と(6-19)において，車両モード h のレーン l におけるレーン交通量の分

散と，レーン l におけるレーン交通量の分散の定式化をそれぞれ示した．ここでは，図 A1

に示すテストネットワークを用いて，一連の定式化を例証する．テストネットワークは 2

つの OD ペアと 4 本の経路，5つのレーンから構成される．簡単のため，本付録の例で

は，各ノードは 1 本の共有レーンによって結ばれているものとする．各 OD ペアには 2種

類の車両モード（CAV と RHV）による交通需要がそれぞれ存在する．レーン 2 は，2種類

の OD ペアを流れる交通量が通過することから，(6-18)と(6-19)を例証するのに都合がいい

ため，本付録ではレーン 2 のみを取り上げるものとする．レーン 2 を流れる交通量はそれ

ぞれ，𝑉2
𝐶𝐴𝑉 = 𝐹1,2

𝐶𝐴𝑉 + 𝐹2,3
𝐶𝐴𝑉と𝑉2

𝑅𝐻𝑉 = 𝐹1,2
𝑅𝐻𝑉 + 𝐹2,3

𝑅𝐻𝑉で表現される．(6-18)より，レーン 2 にお

ける車両モード h の交通量の分散は以下のように示される． 

var[𝑉2
ℎ] = 𝟏𝟐

𝑇𝚺2
ℎ𝟏𝟐 

where 

𝚺2
ℎ = [

var[𝐹1,2
ℎ ] cov[𝐹1,2

ℎ , 𝐹2,2
ℎ ]

cov[𝐹2,2
ℎ , 𝐹1,2

ℎ ] var[𝐹2,2
ℎ ]

] 

𝟏2 = [1 1]𝑇 

ここで，𝟏𝑑は d 次元の各要素が 1のベクトルである．したがって，レーン 2全体の交通量

の分散は以下のように示される． 

var[𝑉2] = 𝟏2
𝑇𝚺2𝟏2 

where 

𝚺2 = [
𝚺2
𝐶𝐴𝑉 𝚺2

𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉

𝚺2
𝑅𝐻𝑉,𝐶𝐴𝑉 𝚺2

𝑅𝐻𝑉
] 
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ここで，𝚺2
𝑅𝐻𝑉,𝐶𝐴𝑉は以下のように示される，𝚺2における非対角成分を表す行列である． 

𝚺2
𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉 = [

cov[𝐹1,2
𝐶𝐴𝑉 , 𝐹1,2

𝑅𝐻𝑉] cov[𝐹1,2
𝐶𝐴𝑉 , 𝐹2,2

𝑅𝐻𝑉]

cov[𝐹2,2
𝐶𝐴𝑉 , 𝐹1,2

𝑅𝐻𝑉] cov[𝐹2,2
𝐶𝐴𝑉 , 𝐹2,2

𝑅𝐻𝑉]
] (= (𝚺2

𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉)
𝑇
) 

なお，𝚺2
𝑅𝐻𝑉,𝐶𝐴𝑉は𝚺2

𝐶𝐴𝑉,𝑅𝐻𝑉の転置である．OD 交通需要間が互いに独立である場合（例え

ば，Lam et al., 2008），非対角行列は零行列となる．このような場合，レーン 2 の交通量の

分散は以下のように表される． 

var[𝑉2] = 𝟏4
𝑇𝚺2𝟏4 

= 𝟏2
𝑇𝚺2

𝐶𝐴𝑉𝟏2 + 𝟏2
𝑇𝚺2

𝑅𝐻𝑉𝟏2 

where 

𝚺2 = [
𝚺2
𝐶𝐴𝑉 𝟎

𝟎 𝚺2
𝑅𝐻𝑉] 

𝟏4 = [1 1 1 1]𝑇 

図 A2 は総交通需要からレーン 2 の交通量に至るまでの，第 5 章で定義する，各段階の交

通量間の関係性を示している．図 A2に示す通り，𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉と𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉は，(6-5)において𝑄と

𝑄𝐶𝐴𝑉，𝑄𝑅𝐻𝑉との間の確率的相関が考慮されていることから，互いに確率的相関を持つ．𝑄

と𝑄𝐶𝐴𝑉，𝑄𝑅𝐻𝑉との間が互いに独立であれば，𝑉𝑙
𝐶𝐴𝑉と𝑉𝑙

𝑅𝐻𝑉もまた互いに独立となる． 

 

 

図 A1 テストネットワーク（左：レーン，右：経路） 

 

 

図 A2 各交通量の関係 
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第 7 章 結論 

 

本章では，本研究で得られた成果をまとめ，本研究の成果を踏まえた，今後の展望を述

べる． 

 

7.1  本論文の成果 

本研究では，移動時間の不確実性を考慮した，道路ネットワーク規模の交通状態の推定

と予測のためのモデルの構築および検証を行った．本研究では一貫して，確率均衡配分モデ

ルを用いて研究を行ってきた． 

確率均衡配分モデルに基づき，道路ネットワークを分析する場合，交通状態の推定およ

び予測のそれぞれの過程において，交通需要および移動時間，リンク交通容量の不確実性が

考慮されている必要がある．確定的な道路ネットワークを仮定した従来の手法と比べると，

確率均衡配分モデルでは，用いる変数が確率変数であるという特性上，確率変数の加法性や

モーメントの計算といった，固有な課題が存在する．本研究では，確率均衡配分モデルが構

造的に内包する課題を整理したうえで，ネットワーク規模の政策決定を支援するための手

法を提示した．以下に各章の概要を示す． 

第 1 章では，本論文の背景と目的および各章の関係性を中心とした構成をまとめた． 

第２章では，確率均衡配分モデルに関連する既存研究を整理した．近年の既存研究によ

って，移動時間あるいは交通需要の不確実性を考慮した交通量配分モデルの基本的な枠組

みは確立されたといえる．しかし，この基本的な枠組みそのものに定式化上の課題が内包さ

れている．一つが確率変数の近似計算についての問題である．経路ベースの交通諸量とリン

クベースの交通諸量はそれぞれ互いに加法的に定義される．このとき，いずれかが加法性の

保証されない確率分布に従う場合，交通諸量の確率分布を特定できなくなる．交通量配分モ

デルは政策決定に使用されるという性質上，確率的な計算プロセスを排除し，解析的な枠組

みで定式化を進めようとした場合，近似計算あるいは新規に仮定を導入して，この問題に対

応するほかない．また，リンク移動時間の定式化にあたっては，確率変数のモーメントを導

出する問題に直面する．これまでの既存研究において行われてきた仮定に基づく対応，ある

いは近似計算に基づく対応を第 2 章において整理した． 

さらに，確率均衡配分モデルを用いた，政策決定のためのモデリングを扱った研究動向

についても整理した．特に，世界中の道路ネットワークが直面しうる，自然災害あるいは異

常気象等に伴うリンクの損壊の問題，そして，高度道路交通システムの整備に伴う交通ビッ

グデータの観測と利用に伴う問題，自動運転車両の普及過程における交通流の変化の問題

を扱う既存研究を整理している． 

第 3 章では，交通需要とリンク交通容量の不確実性をそれぞれ考慮した交通量配分モ
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デルを提案した．交通需要とリンク交通容量のそれぞれが対数正規分布に従うことを仮定

することによって，従来の研究においてはリンク移動時間の定式化において特別な近似計

算を必要としたものの，この仮定を緩和した．交通流の定式化においては，OD ペア間の交

通需要の独立を仮定する場合は近似計算を必要とするものの，OD ペア間の交通需要間の確

率的相関を考慮する場合は，交通流の定式化における近似計算を回避し，任意の確率分布に

従う交通需要を仮定する場合において，経路移動時間およびリンク移動時間を解析的に定

式化できることを示した．この仮定によって，道路ネットワークの不確実性を考慮した交通

流の定式化が容易となることから，第 6 章において，第 3 章にて得られた知見が採用され

ている．また，リンク交通容量を対数正規分布に従う確率変数として表すことによって，リ

ンクの損壊の状態を連続的に表現することが可能となった． 

第 4 章では，道路ネットワーク全体のリンク交通量とリンク移動時間が確率変数とし

て把握されているときに，道路ネットワーク中の不確実性を分析し，解釈する手法を提案し

た．金融経済学で確立された，リスクプレミアム・確実性等価の概念を交通ネットワークの

不確実性の分析に適用した．各リンクの移動時間の不確実性をリンク交通量ベースの指標

で記述することを可能とした．ネットワークの不確実性を考慮した道路政策分析において，

推定および予測される交通状態は確率変数として扱われる．したがって，政策分析フレーム

における，交通状態を推定・予測する各手法は，確率的ネットワークを前提として定式化さ

れる必要がある．一方で，既存のネットワーク規模の政策分析フレームは確定的なネットワ

ークを前提として構築されている．第 4 章で提示した手法は，確率的ネットワークを確定的

ネットワークで表現しようとするものである． 

第 5 章と第 6 章では，第 2 章から第 4 章までの間で検討された，確率均衡配分モデル

において構造的に固有な課題に対する知見を踏まえて，移動時間の不確実性を考慮した，交

通状態の推定および予測を行うための手法を構築した． 

第 5 章では，道路ネットワークの一部分から観測された交通データから，道路ネットワ

ーク全体の交通量あるいは移動時間を確率変数として推定する手法を構築した．本研究で

は，わが国において利用可能な交通感知器データとプローブカーデータの双方を用いて，交

通状態を推定した．まず，交通感知器から観測されたリンク交通量を用いて，道路ネットワ

ーク全体の経路およびリンクの交通量と移動時間をそれぞれ最尤推定によって得る．推定

された経路移動時間の同時分布を，リアルタイムに観測されたプローブカーデータを用い

て更新するという枠組みを提示した． 

第 6 章では，道路ネットワークの需要側の不確実性に注目したネットワークデザイン

問題を構築した．将来，到来しうる自動運転社会を念頭に，自動運転車両と人間が運転する

車両が共存するときには，それぞれの混入率によって，道路ネットワークの状態，すなわち

リンク交通容量とリンク移動時間は変化する．人間が運転する車両は運転者の技能次第で

運転挙動はさまざまであるのに対して，自動運転車両は運転挙動が標準化されることが期

待される．車両間の運転挙動の不確実性は，リンク交通容量しいてはリンク移動時間の不確
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実性の原因となる．交通流を構成する自動運転車両の割合が大きくなると，交通流全体の運

転挙動の不確実性が小さくなるという仮定を設けて，確率均衡配分モデルを構築した． 

自動運転車両の普及は，運転者個人の効用に作用するのみならず，上記の理由により道

路ネットワーク全体の移動時間および移動時間の不確実性を小さくするという効果が期待

される．この効果を前提として，道路ネットワーク全体の効率を高めるように，自動運転車

両専用レーンを最適に設置するための手法を構築した．この問題では政策変数によって，道

路ネットワークの形状は変化し，それぞれの形状にあわせて，異なる交通需要を配分する必

要がある．確率均衡配分モデルにおいて，自動運転車両の普及過程に固有な問題を指摘し，

これを克服するための手法を提示した． 

 

7.2. 今後の課題 

本研究における今後の課題として以下の 3 点が挙げられる． 

 

7.2.1 リンク交通容量およびリンク交通量との確率的関係に関する仮定の緩和 

 

リンク交通容量について，リンク間の確率的相関を考慮する．第 2 章，第 3章ではとも

に既存研究に従い（Uchida, 2014），確率的リンク交通容量について，リンク間の確率的相関

を考慮しなかった．また，リンク交通容量とリンク交通量の間の相関についても考慮しなか

った．しかし，第 6 章で扱った，自動運転車両と人間が運転する車両の混合流を扱う場合，

リンク交通容量はリンク交通量の大小によって決定される．したがって，リンク交通容量の

定式化部分において，リンク交通量との間の確率的関係を定式化する余地がある．本章では

混合流におけるリンク交通容量の定式化は確定的な交通需要，交通容量を仮定した既存研

究において提案された手法を直接的に適用していた．交通諸量の不確実性を考慮したミク

ロ交通流モデルを分析することによって，確率的リンク交通量および確率的リンク交通容

量との間の確率的な相関関係を説明することが今後の課題である． 

 

7.2.2 リンク交通量とリンク移動時間の同時推定 

 

第 4 章で構築したモデルでは，交通感知器から観測されたリンク交通量について，最尤

推定を行い，道路ネットワーク全体の交通量および移動時間を推定した．推定された経路移

動時間の多変量分布に対して，プローブカーによって観測された経路移動時間を尤度とし

て，ベイズ推論に基づき，経路移動時間を更新した． 

プローブカーから観測された経路移動時間は，経路を構成する各リンクの移動時間の

集合としてみることができる．第 5章では，最尤推定にあたって，道路ネットワーク全体の

リンク交通量のみを対象としたものの，これをリンク移動時間も対象に含めることが，研究
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を発展させる方向として考えられる．つまり，観測リンク交通量と観測リンク移動時間を尤

度として，道路ネットワーク全体の最尤推定を行う．空間的には交通感知器が観測できるリ

ンクは限られている．プローブカーは広範なリンクで観測が可能であり，同時間帯における

観測リンク数を増やすことできる．推定されたリンク交通量とリンク移動時間は，直近に観

測された交通感知器データとプローブカーデータによって更新されるようにする． 

以上で議論した内容は，ある時間帯における交通量と移動時間の同時分布の推定であ

る．これを within-day の各時間帯別の同時分布も考慮に入れると，複数の時間帯における道

路ネットワーク全体の交通量および移動時間の同時分布を推定する問題を考えることがで

きる．このとき，問題が扱う次元数は大きくなるため，効率的に複数時間帯における道路ネ

ットワーク全体の交通状態を推定するための仮定を見つけ，手法を改良することが課題と

なる． 

 

7.2.3 任意の分布形状でも計算可能な交通量配分 

 

既存研究ならびに本章では交通需要ならびに交通容量を表す確率分布は特定の分布系

を仮定していた．近年，交通状態の観測技術が進歩しており，リンク交通量，リンク交通容

量，リンク移動時間を観測データにより直接推定することが容易になっている．そこで，観

測データに基づき，任意の確率分布によって，道路ネットワーク中の確率的な諸量を表すこ

とも課題の一つである．例えば，マルコフ連鎖モンテカルロ法（MCMC）を導入すると，任

意のリンク交通量，リンク交通容量から，リンク移動時間をサンプリングすることも可能と

なる．最終的に得られる経路移動時間の分布から，運転者の効用を精緻に特定することも課

題の一つである．従来の研究において，交通量配分モデルにおける交通需要および移動時間

の確率分布を指定したのは，計算機の性能がボトルネックになるところが大きかった．今日

では，高性能な計算機の使用を前提とした数値計算の手法が開発されている．計算機の性能

に制約されずに，観測事実の再現を優先した，確率均衡配分モデルの提案と，実際の道路ネ

ットワークへのモデルの適用が期待される． 
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